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諮問第 23号説明資料 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案（令和７年電波法改正に伴う制度整備） 

説明資料 

 

１ 諮問の概要  

 第 217回通常国会において成立した電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第 27号）の施行のため、価額競争の

導入等の整備を行う電波法施行規則等の一部改正について諮問するものである。 

 

２ 改正概要  

 電波法施行規則等について以下のとおり改正する。 

※必要的諮問事項はゴシック体 
（１）特定高周波数無線局開設制度の制度整備 

【電波法施行規則第６条の４、第６条の４の２、第６条の４の３、第９条の２、第９条の３、第９条の４、第 11 条の２の

11、第 11条の２の 12、第 11 条の２の 13、第 51条の 14の２から第 51条の 14の４まで、第 51条の 15、別表第２号の２の３】 

【無線局免許手続規則第 15条、第 25条の８の２から第 25条の８の４まで、第 30条の２、別表第８号の７、別表第８号の８】 

 

（２） 特定周波数変更対策業務の制度整備 

【特定周波数変更対策業務及び特定周波数終了対策業務に関する規則第３条、第４条、第６条の２】 

 

（３）義務船舶局の制度整備 

【電波法施行規則第７条の２、第７条の３、第７条の４、第８条、第 12条、第 28 条、第 28条の２、第 28 条の５、第 31 条、

第 32 条の 10、第 37条、別表第５号、別図第６号】 

【無線局免許手続規則別表第２号第３、別表第２号の２第６】 
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【無線局運用規則第５条、第６条、第 42 条、第 44条の２、第 70条の２、第 82条の３】 

【無線設備規則第 38 条、第 38条の２から第 38条の４まで、第 40条の４、第 40条の９】 

 

（４）電波伝搬障害防止区域の制度整備 

【電波法による伝搬障害の防止に関する規則第３条、第６条、第８条、第 11条、別表第１号から別表第３号まで】 

 

（５）その他の制度整備（申請取り下げ時等の手数料非還付の明確化） 

【電波法施行規則第 52条の２】 

 

３ 施行期日  

改正法の施行の日（令和７年 10月１日予定） 

 

４ 意見募集の結果 

本件に係る行政手続法（平成 5年法律第 88号）第 39条第１項の規定に基づく意見公募の手続については、令和７年７月３日（木）

から令和７年８月１日（金）までの期間に実施し、６件の意見の提出があった。 



○ 6GHzを超える高い周波数帯の活用を希望する多種多様なサービスを提供する者の中から、最も電波を有効に
利用できる者を、価額競争（入札又は競りの方法により、最も高い価額を申し出た者を落札者として決定手続）により選定す
る制度を導入する。

○ これにより得られる収入について、国の政策として、周波数のひっ迫状況や国際競争力強化等の観点から、6GHzを
超える高い周波数帯のさらなる活用を促進するため、既存免許人の移行や共同利用のための改修等に充当できるよ
うにする。

１．新たな周波数割当方式の導入 （電波法）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

○ 無線局の「紙の免許状」や基幹放送の「紙の認定証」を廃止し、免許人等が免許等の内容をインターネットで閲覧
できる仕組みを導入する。

２．無線局の免許状等のデジタル化 （電波法、放送法）

○ 国、独立行政法人、規模の大きい免許人（携帯電話事業者等）の免許等手続について、「書面による
手続」を廃止し、「インターネットでの手続」を義務付ける（※） 。
（※）ただし、システムの故障等によりインターネットでの手続ができない場合は、書面による手続も可能とする。

【現状】 【改正後】

総合無線局
管理ファイル等

作成

※ 免許記録等に記録されている事
項の証明書の交付請求も可。

免許記録等

免許人等・
基幹放送事業者 ➀申請

総務大臣

認定証

②紙で交付

免許人等・
基幹放送事業者 ➀申請

総務大臣

②通知

諮問事項（電波法第６条第８項、第27条の14第7項、
第27条の20の３第８項、第27条の20の４第４項関係）
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注：赤枠箇所は、今回の諮問事項を含むもの



３．電波利用料制度の見直し
○ 電波利用料制度は、電波法において少なくとも３年ごとに見直すこととされており、令和７年度が見直し時期。
○ 電波利用共益事務の総費用（年間約７５０億円）や料額の算定方法の大枠は維持しつつ、最近の電波の利
用状況を踏まえて具体的な料額を改定。

○ 電波が逼迫している現状や令和６年能登半島地震での課題等に対応するため、使途の見直しを実施。
① 携帯電話基地局等の強靱化のための補助金の交付を可能とする。
② 特定周波数変更対策業務（周波数割当計画等の変更に伴って周波数を変更する場合に行われる無線設備の
変更工事に要する費用について給付金の支給等を行う業務）の対象に周波数を共同利用する場合を加える
とともに、無線設備の代替有線設備（無線設備の機能を有線通信により代替する設備）への変更工事に要
する費用への給付金の支給等を可能とする。
（②の想定例）

 自動運転等の新たな需要に対応するために既存無線設備を変更又は有線設備に代替する場合
 放送の中継局を廃止して有線設備に代替する場合（４．参照）

（電波法）

○ 地上波の基幹放送事業者が中継局を廃止する際には、放送番組を引き続き視聴できるようにするための措置
（例：ケーブルテレビや配信サービス）を講じる努力義務を課す。

４．中継局を廃止する際の受信者保護規律の整備

例：ケーブルテレビや配信サービス放送局

放送対象地域

小規模
中継局等

【現状】
受信点

有線回線・
設備

放送局【改正後】

放送対象地域

（放送法）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

諮問事項（電波法第71条の３第４項関係）
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５．その他の改正事項
近年の電波の利用シーンの拡大等を踏まえた規定の整備を行う。

① 成層圏を飛行する物体（HAPS(※) ）やヘリコプター・ドローンに搭載される携帯電話基地局の実用化を踏まえ、
携帯電話基地局等の開設場所について、現行の「陸上」に「成層圏以下の空域」を追加。
（※）High Altitude Platform Station

② 昨今、洋上風力発電等の水上の工作物が増加していることを踏まえ、重要無線通信（※）の保護のために指定可
能な区域について、現行の「地上」に「水上」を追加。
（※）電気通信業務、放送業務、人命・財産の保護又は治安維持、気象業務、電気供給業務、列車運行業務に関す

る無線通信

③ 条約（※）の改正に伴い、国際航海に従事する船舶への開設が義務付けられる無線局として、現行の「陸上」と通
信するものに「人工衛星」と通信するもの（船舶地球局）を追加。
（※）海上における人命の安全のための国際条約（ＳＯＬＡＳ条約）

（電波法）

●公布の日：令和７年４月25日

●施行期日：Ⅰ 以下のⅡ及びⅢ以外の規定
⇒令和７年10月１日（公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令(※)で定める日）
(※)令和７年政令第269号

Ⅱ ３の改正事項（電波利用料制度の見直し）うち、電波利用料の使途の見直しに係る規定
⇒令和７年４月25日（公布の日）

Ⅲ ２の改正事項（無線局の免許状等のデジタル化）のうち、国の機関等に対する免許等関連手続のデジタ
ル化の義務付けに係る規定
⇒公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

諮問事項（電波法第32条、第33条、第35条、第39条第1項、
第52条第1号、同条第6号、第65条、第73条第1項関係）
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電波法施行規則等の改正案の概要

１．特定高周波数無線局開設制度 関係
 価額競争の実施帯域における既存無線局の再免許等を可能とするために、

公示する期間内に申請することを要しない無線局の追加（電波法施行規則第６条の４）
 競願が生じる通信の最大距離（電波法施行規則第６条の４の２）
 特定高周波数無線局の開設の認定の有効期間（電波法施行規則第９条の３）
 特定高周波数無線局の開設の認定の公示（電波法施行規則第１１条の２の１２）
 認定の自主返上を認めない特別の事情（電波法施行規則第１１条の２の１３）
 落札金収入の使途の省令委任（電波法施行規則第５１条の１４の２）
 価額競争の参加申請書の新設（無線局免許手続規則第２５条の８の３）
 その他規定の整備（改正法による条ズレや用語整備に伴うハネ改正、規定ぶりの統一）

２．特定周波数変更対策業務 関係（改正後の電波法第７１条の２及び第７１条の３）
 改正法による特定周波数変更対策業務の対象となる工事内容の拡充に伴う、給付金の支給基準の改正

（特定周波数変更対策業務及び特定周波数終了対策業務に関する規則）
 その他規定の整備（改正法による条ズレに伴うハネ改正、「〇〇放送用」の細かい規定ぶりを「放送用」に一本化）

３．義務船舶局 関係
 船舶への開設を要する無線局の範囲の拡大（船舶地球局の追加）に伴う用語の整備

（電波法施行規則、無線局免許手続規則、無線局運用規則、無線設備規則）
 その他規定の整備（省令中の用語整備や条ズレ、船舶地球局の経過措置の整備）

４．電波伝搬障害防止区域 関係
 改正法により電波伝搬障害防止区域として水上の区域も指定可能となったことに伴う、

具体的な区域の指定等の新規規定 （電波法による伝搬障害の防止に関する規則）
 その他規定の整備（省令中の用語整備）

5．その他
 申請取り下げ時等の手数料非還付の明確化（電波法施行規則第52条の２）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第２７号。以下「改正法」という。）の施行※に伴い、次のとおり規定を整備する。
※一部の規定を除き、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとされている。

太字下線部は必要的諮問事項

・・・補足説明① 諮問事項（電波法第６条第８項関係）

諮問事項（電波法第27条の20の３第８項関係）

諮問事項（電波法第27条の20の４第４項関係）・・・補足説明②

・・・補足説明③

諮問事項（電波法第71条の３第４項関係）

諮問事項（電波法第33条、第35条関係）
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諮問事項（電波法第６条第８項関係）

諮問事項（電波法第27条の14第7項関係）

諮問事項（電波法第32条、第39条第1項、
第52条第1号、同条第6号、
第65条、第73条第1項関係）



補足説明①（競願が生じる通信の最大距離）

 電波法第６条第８項各号では、無線局の免許申請に当たり、いわゆる先願ではなく競願によるべき無線局が列挙されている。今般の電波法改正では、
価額競争の制度導入に伴い、同項において新たに第５号を新設したところ。

 同号では、6GHz超の周波数を使用する無線局のうち、「通信の最大距離」や「区域」に着目して、一定の要件を満たすものが対象となる。
 このうち「通信の最大距離」については、「総務省令で定める距離」（本スライドにおいて「基準距離」という。）を超える通信が行われるものが対象となる。
→ 基準距離について、電波法施行規則第６条の４の２において「１キロメートル」と規定することとしたい（諮問事項）

 なお、 「通信の最大距離」 に係る要件に該当しない場合であっても、（総務大臣が公示する）「区域」の要件に該当する場合には、対象となる場合が
ある。

【基準距離の算定の考え方】
①一局のみ開設される場合
無線局から発射される
電波が届く範囲

②複数局開設される場合
一体的に運用するために開設する無線局の間で行われる
無線通信の最大距離

【通信の最大距離のイメージ】
• 6GHz超の周波数は、伝搬距離が短いといった特性を鑑
み、（全国単位のような極めて広範なエリアカバー等に
利用されるのではなく）一定の地域単位で利用されるこ
とが想定される。

• そのうえで、各地域の事情等を踏まえた効果的な事業や
サービスを実現するためには、相応の範囲にわたる電波
利用が必要になるものと想定される。少なくとも、市区町
村（市町村及び特別区をいう。）単位での電波利用に
ついては、相応の電波利用ニーズが見込まれるところであ
り、競願によることが妥当である。

• このため、基準距離については、我が国における最小の
市区町村の面積を参考としつつ、単一の市区町村の相
当範囲をカバーしうる距離として「１キロメートル」と算
定した。

通信の最大距離

通信の最大距離

7【参考】



補足説明①（競願が生じる通信の最大距離（参照条文）） 8【参考】

電波法（昭和25年法律第131号）
※電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）による改正後

（免許の申請）
第六条 無線局の免許を受けようとする者は、申請書に、次に掲げる事項（前条第二項各号に掲げる無線局の免許を受けようと
する者にあつては、第十号に掲げる事項を除く。）を記載した書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。
一～十 （略）

２～７ （略）
８ 次に掲げる無線局（総務省令で定めるものを除く。）であつて総務大臣が公示する周波数（第五号に掲げる無線局にあつ
ては、六千メガヘルツを超えるものに限る。）を使用するものの免許の申請は、総務大臣が公示する期間内に行わなければなら
ない。
一 電気通信業務を行うことを目的として陸上に開設する移動する無線局(一又は二以上の都道府県の区域の全部を含む区
域をその移動範囲とするものに限る。)

二 電気通信業務を行うことを目的として陸上等(陸上及び地表又は水面から五十キロメートル以下の高さの空域をいう。以下
同じ。)に開設する移動しない無線局であつて、前号に掲げる無線局を通信の相手方とするもの(以下「電気通信業務用基
地局」という。)

三 電気通信業務を行うことを目的として開設する人工衛星局
四 基幹放送局
五 同一の周波数を使用する相当数の無線局を一定の区域において一体的に運用するために開設する無線局（当該相当数
の無線局の間で行われる通信の最大距離が総務省令で定める距離を超えるもの又は当該一定の区域に総務大臣が公示
する区域が含まれるものに限る。）

９ （略）



補足説明②（認定の自主返上を認めない特別の事情）

第１号：短期の返上
【条文案】 正当な理由がないのに、電波法第27条の20の３第７項の認定を受けた日から起算して二年以内に電波法第27条の20の４第３項の規定
による申請があつたこと。

 周波数の退蔵を防ぐ観点から、価額競争を経て認定を受けた者（本スライドにおいて「認定特定高周波数無線局開設者」という。）が、指定された周
波数を使用した無線局を開設・運用しないこととなったときは、総務大臣に対し、当該認定を取り消すべき旨の申請（いわゆる周波数の返上）をできる
こととしている（電波法第27条の20の４第３項）。

 当該申請があった場合、総務大臣は、総務省令で定める「特別の事情」がある場合を除き、当該認定を取り消すものとしている（電波法第27条の
20の４第４項）。 → 特別の事情について、電波法施行規則第１１条の２の１３において、次の事情を規定することとしたい（諮問事項）

9

いたずらに短期間での返上が行われることとなれば、価額競争の安定的な制度運用に支障をきたすおそれがある。
→ 短期的な経済合理性のみを目的とした入札や早期の撤退を抑制。

第２号：認定の取消事由に該当するおそれがある状態での返上
【条文案】 電波法第27条の20の４第１項各号（落札金を期限までに納付しない、開設期限までに全く無線局を開設しない 等）のいずれかに該当
するおそれがあること。

法第27条の20の４第１項の取消事由に該当する状態において、同条第２項による他の認定や免許等の取消しを免れるために、先んじて同条第
３項による周波数の返上の申請を行うケースが想定される。
→ 本来、同条第２項による他の認定や免許等の取消しを講ずる必要があるため、それを免れるための不当な周波数の返上を抑制。

第３号：その他不正な利益のための返上
【条文案】 前二号に掲げるもののほか、電波法第27条の20の４第３項の規定による申請により不正な利益を得るおそれがあること。

第２号のケースのほかにも、他の規定による制裁措置を免れることを目的とした周波数の返上の申請を行うケースが想定される。
→ 電波法第27条の20の４第２項に、本来は制裁措置を講ずる必要があるため、それを免れるための不当な周波数の返上を抑制。

【参考】



補足説明③（船舶への開設を要する無線局の範囲の拡大（船舶地球局の追加）に伴う用語の整備）

 海上における人命の安全のための国際条約（SOLAS条約）の改正に伴い、船舶安全法第４条の規定により、特定の船舶地球局（衛星を介して音
声・データ伝送等を行う無線局）の船舶への施設が義務付けられた。

 これを踏まえ、当該船舶地球局に対し、義務船舶局と同様の規律（免許の有効期間等）を新たに課すこととし、あわせて規程の整備も行う。
 意見募集の結果を踏まえた適正化に加え、一定程度の変更を伴う箇所については再度の意見募集を実施している。

【参考】

※電波法施行規則第28条第8項については、再度意見募集を実施中。（次回電波監理審議会に諮問予定。）

船舶に開設する無線局（５条２項３号）

船舶の無線局（５条２項３号）

無線設備が遭難自動通報設備
又はレーダーのみのもの

電気通信業務を行うことを目的とするもの
（実験等無線局及びアマチュア無線局を除く。）

船舶局（６条３項）

船舶地球局
（６条１項４号）
船舶に開設する無線局
であつて、人工衛星局の
中継によつてのみ無線通
信を行うもの（実験等無
線局及びアマチュア無線
局を除く。）

船舶地球局
のうち電気通
信業務を行う
もの

義務船舶局（13条２項）
「義務船舶局等」として

義務船舶局と
一体的に規律船舶安全法第４条の船舶の船舶局

義務船舶局のあ
る船舶に開設する
総務省令で定める
船舶地球局

※条項は現在の電波法のもの

10
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「電波法施行規則等の一部を改正する省令案に対する意見募集」に対する意見及びそれに対する総務省の考え方 

 

■意見募集期間：令和７年７月３日(木)～同年８月１日(金) 

■意見提出件数：６件（法人等４者、個人２者） 

【法人等】  

・一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 ・ソフトバンク株式会社 ・一般社団法人全国船舶無線協会 ・KDDI株式会社 

※意見提出件数は、意見提出者数としています。 

 

1. 法人等からの御意見 

（順不同、敬称略） 

No. 意見提出者 該当箇所 提出された御意見 総務省の考え方 

提出意見を

踏まえた案

の修正有無 

１ 一般社団法人

日本ケーブル

テレビ連盟 

特定高周波数

無線局開設制

度 関係 

・賛同 

近年、通信トラフィック量は年々増大しており、将来的には

現行の周波数帯域だけでは需要を賄いきれない状況が想定

されます。新たな周波数割り当てのオークション実施は、こ

の問題を解消する有効な手段の一つと考え、賛同いたしま

す。 

 

・課題・懸念点 

ただし、特にケーブルテレビ事業者等の地域事業者がオーク

ションに参加するにあたり、次の点について配慮が必要と考

えます。 

（1）ミリ波帯の需要見通しが現時点では不透明であること。 

（2）需要が見えにくい状況下でオークション参加の初期投

資負担が大きく、資金力のある事業者による「仮押さえ」が

発生する懸念。 

（3）全国規模キャリア等が入札を独占し、地域事業者の参入

機会が乏しくなる懸念。 

賛成の御意見として承ります。 

価額競争の実施方法については、現

在、情報通信審議会 情報通信技術分科

会 電波有効利用委員会の下に価額競

争の実施方法に関する検討作業班を設

置し、検討を行っております。今後、

いただいたご意見等も踏まえながら、

必要な検討を進めてまいります。 

無 
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（4）落札後、対応機器を速やかに調達・導入できない懸念。

とりわけ地域事業者は大量発注が困難で、機器ベンダーに新

周波数対応機器の開発を促すことが難しい状況。 

 

・制度設計への提案 

5GにおけるIPユニキャスト放送やIPマルチキャスト放送な

ど新たなユースケースを見据え、これら利用形態に即した入

札・割当方法（例：ユースケース別枠の設定、地域枠の設置、

落札後の機器調達支援策併設など）を導入することをご検討

いただくと、制度の実効性と公正性がさらに高まるものと考

えます。 

２ ソフトバンク

株式会社 

特定高周波数

無線局開設制

度 関係 

（無線局免許

手続規則第25

条の８の３第

２項第６号） 

無線局免許手続規則 第二十五条の八の三(価額競争の参加

の申請)第2項第6号に規定する「次条第十項に規定する認定

特定高周波数無線局開設者が遵守しなければならない条件」

については、今後、情報通信審議会 情報通信技術分科会 電

波有効利用委員会 価額競争の実施方法に関する検討作業班

において検討されると理解しています。 

そのうえで、価額競争の実施対象と想定されるミリ波帯は、

既存のその他周波数帯とは異なり、エリアカバーを目的とす

るものでなく、事業者による柔軟な使い方を一層推進させて

いくことが重要であることから、過度な条件設定により潜在

的な入札者の参加意欲を削ぐことがないよう慎重に議論を

進めることが必要と考えます。 

価額競争の実施方法については、現

在、情報通信審議会 情報通信技術分科

会 電波有効利用委員会の下に価額競

争の実施方法に関する検討作業班を設

置し、検討を行っております。今後、

いただいたご意見等も踏まえながら、

必要な検討を進めてまいります。 

無 

３ 一般社団法人

全国船舶無線

協会 

義 務 船 舶 局 

関係 

（電波法施行

規則第28条第

１項） 

義務船舶局等を法から引用している言葉なので、義務船舶局

等（法第十三条第二項の義務船舶局等をいう。以下同じ。）と

するべきではないでしょうか？ 

電波法施行規則第 28 条第１項にて

「義務船舶局等（法第十三条第二項の

義務船舶局等をいう。以下同じ。）」と

する修正を行います。 

有 

義 務 船 舶 局 

関係 

（電波法施行

規則改正前第

28条第９項） 

義務船舶局等とあるが義務船舶局の間違いではないでしょ

うか？ 
改正前第 28条第９項の「義務船舶局

等」は誤記になりますので、「義務船舶

局」に修正を行います。 

有 

義 務 船 舶 局 

関係 

（電波法施行

船舶に設置する義務設備については国土交通省が所管する

船舶設備規程等に規定されているため、電波法で規定するべ

きでなく、且つ重複して規定される以下の告示等もあわせて

改正前第 28条第 10項についての御

意見を受け入れさせていただき、改め

無 
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規則改正前第

28条第10項） 

削除すべきではないでしょうか？ 

例）平成18年総務省告示第600号（小型船舶等の義務船舶局が

備えなければならない無線設備の機器に代えることができ

る機器を定める件） 

て再度意見公募を実施させていただき

たいと考えます。 

義 務 船 舶 局 

関係 

（電波法施行

規則等一部を

改正する省令

附 則 第 ２ 項 

経過措置） 

船舶地球局設置に係る経過措置（従前の例によることができ

るもの）として、船舶特有の実情を鑑みて、以下のケースを

含めた形で規定いただく必要があるのではないでしょう

か？ 

１）改正前の規定により求められる装備を引き続き備え付け

る場合 

２）この省令の施行日前に建造契約が結ばれた場合 

（または建造契約がない船舶にあたっては、施行日前に建造

に着手された場合 

附則の経過措置について、改正前の

規程により引き続き備え付ける場合は

そのままでも問題ない旨の附則を追記

いたします。 

また、建造契約については、国土交

通省令における同様の改正をした際の

経過措置に基づき、建造契約が結ばれ

ているものは、経過措置の対象外とし

ます。 

有 

４ KDDI株式会社 特定高周波数

無線局開設制

度 関係 

（無線局免許

手続規則別表

第８号の７） 

無線局免許手続規則 

別表第八号の七 価額競争の参加申請書の様式４ その他事

項 

⑵ 特定高周波数無線局の開設を必要とする理由 

ア 開設しようとする特定高周波数無線局の目的 

イ 提供しようとする電気通信役務の種類（注５） 

注５ 開設しようとする特定高周波数無線局の目的が電気通

信業務用でない場合にあっては、記載を要しない。 

 

電波は限られた資源であるという性質を考慮し、電気通信業

務用でない用途で利用する場合におきましても、特定高周波

数無線局を開設してどのような 

用途で利用するかを記載するよう、省令や実施指針のなかで

規定すべきと考えます。
 

ご指摘を踏まえ、開設しようとする

特定高周波数無線局の目的に加え、特

定高周波数無線局の開設を必要とする

理由において、具体的な利用用途等を

記載することとし、無線局免許手続規

則別表第八号の七の「４ その他事項」

の⑵について、下記のとおり修正しま

す。 

 

⑵ 特定高周波数無線局の開設を必要

とする理由等 

ア 特定高周波数無線局の開設を必

要とする理由 

イ 開設しようとする特定高周波数

無線局の目的 

ウ 提供しようとする電気通信役務

の種類（注５） 

注５ 開設しようとする特定高周波数

無線局の目的が電気通信業務用でな

い場合にあっては、記載を要しない。 

有 
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2. 1以外の御意見（個人からの御意見） 

No. 該当箇所 提出された御意見 総務省の考え方 

提出意見を

踏まえた案

の修正有無 

1 義務船舶局 関係 

（電波法施行規則

第28条第1項第3号） 

１．電波法施行規則第２８条第１項第３号と現行の同条第７項、第８項及び第

２８条の２第１項が合わないため、短波帯の無線設備の機器が必要なのか不要

になるか分かりません。 

 

現行 イ Ａ３海域までの船舶 中短波帯の無線設備の機器及びインマルサッ

ト又はイリジウム 

   ロ Ａ４海域までの船舶 中短波帯及び短波帯の無線設備の機器及びイ

ンマルサット 

     又は        中短波帯の無線設備の機器及びイリジウム 

 

改正案 イ Ａ３海域までの船舶 中短波帯の無線設備の機器及びインマルサ

ット又はイリジウム 

    ロ Ａ４海域までの船舶 中短波帯の無線設備の機器及びイリジウム 

 

また、第２８条の５第１項第３号の改正案に矛盾があります。 

        

 「無線設備、」を「無線設備（総務大臣が別に告示するインマルサット人工衛

星局の通信圏を超えて航行する船舶の船舶地球局のものを除く。）、」に改める件

が正しければ、第２８条第１項第３号と一致する一方、第２８条の５第１項第

３号の「中短波帯及び短波帯の電波を使用するものの無線設備」が不要になる

と思います。 

また、「中短波帯及び短波帯の電波を使用するものの無線設備」が正しければ、

第２８条第１項第３号と矛盾します。 

現行の電波法施行規則第 28

条第７項及び第８項にあるとお

り、短波帯の無線設備の機器が

必要になるため、電波法施行規

則第 28条第１項第３号(4)(七)

に規定いたします。電波法施行

規則第 28 条第８項の規定につ

いては、電波法施行規則第 28条

第１項第３号(1)の(二)及び同

号(4)の(四)に規定するように

修正を行います。 

前段のご指摘を踏まえ修正し

たことで電波法施行規則第 28

条の５第１項第３号に生じてい

た電波法施行規則第 28 条第１

項第３号に記載されていない無

線設備が記載されている問題は

解消されております。 

有 

２．いずれが正しいとしても、第２８条第１項第３号の（４）の（七）中「無線

設備」を「無線設備の機器」に改めた方がよい。 

 

電波法施行規則第 28 条第１

項第３号(４)の(七)の「無線設

備」を「無線設備の機器」とす

る修正を行います。 

有 

３．電波法施行規則第３２条の１０について、電波法第３９条第１項自体は改

正が無いものの、「義務船舶局等」の用語の定義が第３４条から第１３条第２項

に移動するため、現行船舶地球局については、第２号で規定されているが、そ

電波法施行規則第 32 条の 10

第１項第１号は、電波法施行規

則第 28 条第１項の無線設備に

無 
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のうち、第２８条第１項第３号に関する部分は第１号に移項するべきではない

か。また、第２８条の２第１項を準用していた部分を第３２条の１０で規定す

る必要あるのではないか。具体的には、 

 

第１号中「義務船舶局」を「義務船舶局等」に改め、「通信が可能なもの」を「通

信が可能なもの並びに第２８条第１項第３号の（４）の（七）に規定するイン

マルサット船舶地球局のインマルサットＣ型の無線設備及び第１２条第５項第

２号に規定する船舶地球局のうち１，６２１．３５ＭＨｚから１，６２６．５

ＭＨｚまでの周波数の電波を使用するものの無線設備」に改め、第２号を次の

ように改める。 

 ２ 前号の（１）から（３）までに掲げる船舶に開設された船舶地球局のう

ち、第２８条の５第３項の規定により、インマルサット船舶地球局のインマル

サットＣ型の無線設備又は第１２条第５項第２号に規定する船舶地球局のうち

１，６２１．３５ＭＨｚから１，６２６．５ＭＨｚまでの周波数の電波を使用

する無線設備を第２８条の５第１項の予備設備とした場合における当該インマ

ルサット船舶地球局の無線設備又は第１２条第５項第２号に規定する船舶地球

局のうち１，６２１．３５ＭＨｚから１，６２６．５ＭＨｚまでの周波数を使

用するものの無線設備 

 

また、第１号の「中短波帯及び短波帯の電波を使用するものの無線設備」も正

しいか分からない。 

ついて規定するとはしていない

ため、電波法施行規則第 32条の

10 第１項第２号の船舶地球局

の無線設備が今回の改正によっ

て電波法施行規則第 28 条第１

項の無線設備になりますが、特

段移行する必要はございませ

ん。予備設備の操作に関する規

定につきましても規定されてい

ないため、原案のままとさせて

いただきます。 

また、中短波帯及び短波帯の

電波を使用するものの無線設備

は１の御意見を踏まえて修正を

行いましたので、正しいものと

なります。 

２ 義務船舶局 関係 

（電波法施行規則

第28条第１項第３

号） 

SOLAS条約の改正を踏まえた電波法改正による省令改正ですが、船舶地球局に従

来のインマルサットに加えてイリジウムを追加すると聞いていますが、省令の

どこに追加されたのでしょうかご教示ください。 

船舶地球局のイリジウムにつ

きまして、電波法施行規則第 12

条第５項第２号に従前より規定

されており、イリジウム人工衛

星と通信を行う船舶地球局の無

線設備の条件につきましては、

無線設備規則第 40 条の４第４

項に規定されております。 

無 

また、イリジウム端末は、現状は「携帯移動地球局」としてしか技術基準がな

く免許にならないと思いますが、船舶地球局としての技術基準、免許はどうな

るのでしょうか。 

また、免許については、今後

船舶地球局として使用できるイ

リジウム設備が出てきた際に、

検討してまいりたいと思いま

す。 

無 

 



                                       資料２  

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                  令和７年８月２０日 

 

 

 

放送法施行規則の一部を改正する省令案 
（令和７年８月２０日 諮問第２４号） 

 

［令和７年放送法の改正に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （松下課長補佐、鈴木官） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （中野課長補佐、千葉係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７７ 
 



 １ 
諮問第２４号説明資料 

放送法施行規則の一部を改正する省令案（令和７年放送法の改正に伴う制度整備） 

説明資料 
 

１ 諮問の概要  

第 217回通常国会において成立した電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第 27号。以下「改正法」という。）の

施行のため、地上基幹放送事業者が中継局を廃止する際の規律等の整備を行う放送法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 10

号。以下「規則」という。）の一部改正について諮問するものである。 

 

２ 改正概要  

規則について以下のとおり改正する。 

※必要的諮問事項はゴシック体 

（１）地上基幹放送事業者が中継局を廃止する際の規律の整備 【規則第 86条の２、第 86条の３、別表第 21号の５】 

（２）基幹放送事業者の認定証のデジタル化に伴う規定の整備 【規則第 70条、第 71条、別表第 11号】 

（３）その他規定の整理 

 

３ 施行期日  

改正法の施行の日（令和７年 10月１日予定） 

 

４ 意見公募の結果  

本件に係る行政手続法（平成５年法律第 88号）第 39条第１項の規定に基づく意見公募の手続については、令和７年６月 28日（土）

から令和７年７月 28日（月）までの期間において実施済みであり、47件の意見の提出があった。 
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○ 6GHzを超える高い周波数帯の活用を希望する多種多様なサービスを提供する者の中から、最も電波
を有効に利用できる者を、価額競争（入札又は競りの方法により、最も高い価額を申し出た者を落札者として決

定手続）により選定する制度を導入する。
○ これにより得られる収入について、国の政策として、周波数のひっ迫状況や国際競争力強化等の観点
から、6GHzを超える高い周波数帯のさらなる活用を促進するため、既存免許人の移行や共同利用のた
めの改修等に充当できるようにする。

１．新たな周波数割当方式の導入 （電波法）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

○ 無線局の「紙の免許状」や基幹放送の「紙の認定証」を廃止し、免許人等が免許等の内容をインター
ネットで閲覧できる仕組みを導入する。

２．無線局の免許状等のデジタル化 （電波法、放送法）

○ 国、独立行政法人、規模の大きい免許人（携帯電話事業者等）の免許等手続について、「書面による
手続」を廃止し、「インターネットでの手続」を義務付ける（※） 。

（※）ただし、システムの故障等によりインターネットでの手続ができない場合は、書面による手続も可能とする。

【現状】 【改正後】

総合無線局
管理ファイル等

作成

※ 免許記録等に記録されている
事項の証明書の交付請求も可。 免許記録等

免許人等・
基幹放送事業者 ➀申請 総務大臣

認定証

②紙で交付

免許人等・
基幹放送事業者 ➀申請 総務大臣

②通知
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３．電波利用料制度の見直し
○ 電波利用料制度は、電波法において少なくとも３年ごとに見直すこととされており、令和７年度が見直し時期。
○ 電波利用共益事務の総費用（年間約７５０億円）や料額の算定方法の大枠は維持しつつ、最近の電波の利
用状況を踏まえて具体的な料額を改定。

○ 電波が逼迫している現状や令和６年能登半島地震での課題等に対応するため、使途の見直しを実施。
① 携帯電話基地局等の強靱化のための補助金の交付を可能とする。
② 特定周波数変更対策業務（周波数割当計画等の変更に伴って周波数を変更する場合に行われる無線設備の

変更工事に要する費用について給付金の支給等を行う業務）の対象に周波数を共同利用する場合を加える
とともに、無線設備の代替有線設備（無線設備の機能を有線通信により代替する設備）への変更工事に要
する費用への給付金の支給等を可能とする。
（②の想定例）

 自動運転等の新たな需要に対応するために既存無線設備を変更又は有線設備に代替する場合
 放送の中継局を廃止して有線設備に代替する場合（４．参照）

（電波法）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

○ 地上波の基幹放送事業者が中継局を廃止する際には、放送番組を引き続き視聴できるようにするため
の措置（例：ケーブルテレビや配信サービス）を講じる努力義務を課す。

４．中継局を廃止する際の受信者保護規律の整備

例：ケーブルテレビや配信サービス放送局

放送対象地域

小規模
中継局等

【現状】
受信点

有線回線・
設備

放送局【改正後】

放送対象地域

（放送法）
諮問事項（放送法第110条の２第２項関係）
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５．その他の改正事項
近年の電波の利用シーンの拡大等を踏まえた規定の整備を行う。

① 成層圏を飛行する物体（HAPS(※) ）やヘリコプター・ドローンに搭載される携帯電話基地局の実用
化を踏まえ、携帯電話基地局等の開設場所について、現行の「陸上」に「成層圏以下の空域」を追加。

（※）High Altitude Platform Station

② 昨今、洋上風力発電等の水上の工作物が増加していることを踏まえ、重要無線通信（※）の保護のために指定
可能な区域について、現行の「地上」に「水上」を追加。

（※）電気通信業務、放送業務、人命・財産の保護又は治安維持、気象業務、電気供給業務、列車運行業務に関す
る無線通信

③ 条約（※）の改正に伴い、国際航海に従事する船舶への開設が義務付けられる無線局として、現行の
「陸上」と通信するものに「人工衛星」と通信するもの（船舶地球局）を追加。

（※）海上における人命の安全のための国際条約（ＳＯＬＡＳ条約）

（電波法）

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第27号）の主な改正内容

●公布の日：令和７年４月25日

●施行期日：Ⅰ 以下のⅡ及びⅢ以外の規定
⇒令和７年10月１日（公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令(※)で定める日）

(※)令和７年政令第269号

Ⅱ ３の改正事項（電波利用料制度の見直し）うち、電波利用料の使途の見直しに係る規定
⇒令和７年４月25日（公布の日）

Ⅲ ２の改正事項（無線局の免許状等のデジタル化）のうち、国の機関等に対する免許等関連手
続のデジタル化の義務付けに係る規定
⇒公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日
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■放送法（昭和25年法律第132号）（抄） ※ 下線は今回の改正法による改正箇所。

【地上基幹放送事業者が中継局を廃止する際の規律の整備】

（基幹放送の受信等に係る事業者の責務）
第九十二条 特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定により衛星基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許

を受けた者を除く。次項において同じ。）は、その基幹放送局を用いて行われる基幹放送に係る放送対象地域において、当該基幹放送が
あまねく受信できるように努めるものとする。

２ 特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者は、地域の人口の著しい減少その他の理由により中継地上基幹放送局をやむを得ず
廃止するときは、当該中継地上基幹放送局を用いた基幹放送を受信することができなくなる地域において、当該基幹放送に係る放送番組
を引き続き視聴することができるようにするための措置を講ずるように努めるものとする。

（基幹放送の休止及び廃止に関する公表）
第百十条の二 基幹放送事業者（第百四十七条第一項に規定する有料放送事業者を除く。）は、その基幹放送を休止し、又はその基幹放送

の業務若しくはその基幹放送局を廃止しようとするときは、総務省令で定めるところにより、その旨を公表しなければならない。ただし、
基幹放送を継続して休止しようとする時間が二十四時間を超えない範囲内で総務省令で定める時間以内である場合その他総務省令で定め
る場合は、この限りでない。

２ 地上基幹放送の業務を行う基幹放送事業者は、当該基幹放送事業者又は当該基幹放送事業者と第百十七条第一項に規定する放送局設備
供給契約を締結する基幹放送局提供事業者が第九十二条第二項の措置を講じようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該措
置の内容を公表しなければならない。

【基幹放送事業者の認定証のデジタル化に関する規律の整備】

（指定事項及び認定記録）
第九十四条 前条第一項の認定は、次の事項（衛星基幹放送にあつては、次の事項及び当該衛星基幹放送の業務に係る人工衛星の軌道又は

位置）を指定して行う。
一～三 （略）

２ 総務大臣は、前条第一項の認定をしたときは、当該認定に係る次に掲げる事項（衛星基幹放送にあつては、当該衛星基幹放送の業務に
係る人工衛星の軌道又は位置を含む。）を記録した電磁的記録を作成し、遅滞なく、その旨及び総務省令で定める事項を当該認定に係る
認定基幹放送事業者に通知するとともに、当該電磁的記録に記録されている事項を、当該認定の有効期間中、当該認定基幹放送事業者が
閲覧することができる状態に置かなければならない。
一～七 （略）
（証明書の交付）

第九十四条の二 認定基幹放送事業者は、総務大臣に対し、前条第二項の規定により作成された当該認定基幹放送事業者に係る電磁的記録
（以下「認定記録」という。）に記録されている事項を証明した書面の交付を請求することができる。

電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第２７号）による改正後の放送法

諮問対象となる総務省令
（放送法施行規則第86条の３）
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（２）基幹放送事業者の認定証のデジタル化に関する規律の整備関係

① 基幹放送事業者の認定証のデジタル化に伴う規定の整備（規則第７０条等）

認定証に係る規定を削除するとともに、基幹放送事業者の認定記録の作成等に係る手続や事項証明書の請求等の手続等

② ①に関し改正法附則第５条第３項の規定に基づき改正法施行前に総務大臣が通知する事項を定める省令の整備

放送法施行規則等の改正案の概要
 電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年法律第２７号。以下「改正法」という。）による改

正後の放送法（昭和２５年法律第１３２号。以下「法」という。）の施行のため、地上基幹放送事業者が
中継局を廃止する際の規律等に係る放送法施行規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１０号。以下改正
後の放送法施行規則を「規則」という。）等の整備を行う必要がある。

 このため、令和７年６月２８日から同年７月２８日までの間、意見募集を実施したところ、地上基幹放

送事業者が中継局を廃止する際の規律関係については、４６件の意見（※）の提出があった。

（１）地上基幹放送事業者が中継局を廃止する際の規律の整備関係

① 法第１１０条の２第２項に基づく総務省令の整備（規則第８６条の３の制定）

法第９２条第２項に基づき地上基幹放送事業者が視聴継続措置を講じようとする場合における法第１１０条の２第２項に基づき公表する内容等

② ①の制定に伴う規定の整備（規則第８６条の２等）

③ 地上基幹放送の中継局を廃止する際の視聴継続措置の実施及び公表義務に関する望ましい対応についてのガイドラインの策定

（３）その他規定の整備

① （２）①の改正に伴う放送法における他の認定制度（特定放送番組同一化実施方針及び認定放送持株会社）の認定証に係る規定の整
備（規則第９１条の９、第１９１条等）

② （２）①の改正に併せた手続関係の規定の整理

③ 文言整理や条ズレ等のハネ改正

諮問事項（放送法第１１０条の２第２項関係）

※ 意見募集全体の意見数は、４７件
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別表

（１）法第１１０条の２第２項の公表時期・方法
・法第９２条第２項の措置（視聴継続措置）の内容を
原則として中継局を廃止する予定の時期の少なくとも１年前から
インターネットの利用その他適切な方法により公表する。

・公表に当たっては、（２）①②の内容については必須の事項とし、
③④⑤については更に精査が必要な場合には見込みの内容で可とする。

（２）廃止する中継局ごとに公表する内容
①廃止する中継局の基本情報、廃止時期 ②問合せの連絡先（放送事業者と別となることも許容）
③視聴継続措置の対象地域・対象者 ④視聴継続措置の内容
⑤視聴継続措置の実施期間、視聴継続措置として提供される代替的視聴手段の内容・利用に係る情報
⑥その他視聴継続措置の実施に必要な事項（中継局の一時休止等を行う場合の日時、説明会実施に係る情報等）

（３）代替的視聴手段の内容
・原則として別表から選択
・別表以外の手段（事業者がその責任において提供できるものに限る。）を講ずる場合は、

その具体的内容及び代替的視聴手段として提供する理由を記載
・対象地域において複数の代替的視聴手段があり得る場合は、それらの手段を公表

（４）その他
・（２）の内容に更新があった場合は、変更箇所を明確にして公表
・同一中継局所の中継局廃止の公表は、関係放送事業者間で調整するなど分かりやすい工夫をして公表
※ その他、放送法第１１０条の２第１項の休廃止公表したとみなせる改正法第１１０条の２第２項の公表の取扱いに係る調整規定を設ける。

受信者保護規律に係る放送法施行規則の改正（規則第86条の３）

  
○テレビジョン放送

地上基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必要な援助
有線一般放送（ケーブルテレビ方式、ＩＰマルチキャスト方式）

地域限定同時配信

○ラジオ放送
ＦＭ補完放送

視聴継続措置

代替的視聴手段

問合窓口設置その他のサポート、
（場合により）中継局一時休止 等

原則、別表に掲げる具体的な代替手段
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（変更後の）視聴継続措置

（参考）視聴継続措置とその公表の流れ（イメージ）

視聴継続措置

放送の休止を行う場合、事前に公表
（長期休止（24時間超）の場合は90日より前に）

代替的視聴手段の提供
中
継
局
の
廃
止

視
聴
継
続
措
置
の
終
了

提
供
済
の
代
替
的
視
聴
手
段
（
役
務
）
の
維
持
・
継
続

中継局を
廃止する
予定の時期

＜検討段階＞ ＜公表＞ ＜措置の実施＞ ＜中継局の廃止＞＜措置の終了＞

原則、廃止する予定の時期から少なくとも１年前に公表

少なくとも１年程度の移行期間は確保

視
聴
継
続
措
置
の
内
容
の
公
表

相談窓口の設置、住民説明、地方自治体等との調整

〇 中継局を廃止する予定の時期
〇 廃止する中継局の諸情報
〇 相談窓口の公表
〇 措置の対象地域や代替的視聴手段等（見込み含む。）

・地域の受信状況、
代替的視聴手段や
コストの検討など
の事前調査

・地方自治体等との
事前協議

アンテナ等工事、地域のケーブルテレビや配信サービスを確保、提供

公表
（廃止年月日の90日より前に）

試行的休止

見込みの確定や措置内容の
変更があった場合は都度公表

廃止年月日の確定
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第１章 はじめに

（１）本ガイドラインの目的

（２）主な関係法令

（３）対象事業者

第２章 視聴継続措置の実施（法第９２条第２項関係）

（１）制度趣旨

（２）法律条文解説

（３）視聴継続措置の内容

（４）代替的視聴手段の内容

（５）望ましい視聴継続措置の実施方法について

① 中継局廃止までの十分な期間の確保

② 地方自治体、住民代表者等との合意形成

③ 事前周知・説明、相談窓口の設置

④ 代替的視聴手段の確保、提供

⑤ 費用負担

⑥ 継続的かつ安定的なサービスの提供

⑦ 視聴者への十分な説明及び代替的視聴手段への移行

（６）法第９２条第２項とＮＨＫの協力義務

（７）地上テレビジョン放送を配信サービスによって代替する場合について

（８）地上ラジオ放送について

① 中波放送（ＡＭ放送）

② その他ラジオ放送の取扱い等

第３章 視聴継続措置の実施内容の公表（法第１１０条の２第２項関係）

（１）法律条文解説

（２）省令条文解説（施行規則第８６条の３関係）

第４章 法第１１０条の２第１項の公表と視聴継続措置に係る公表の関係

（１）法第１１０条の２第１項の公表

（２）省令条文解説（施行規則第８６条の２関係）

（参考）望ましい対応についてのガイドラインの構成



１０ 
 

 

 

「放送法施行規則及び一般放送の設備及び業務に関する届出の特例を定める省令 

の一部を改正する省令案等に関する意見募集」の結果 
 

■提出された意見の件数：47件（法人：44件、個人：３件） 
※ 提出意見数は、意見提出者数としています。 

 

■意見提出者： 

○法人 【44件】（提出順） 

株式会社五島テレビ、株式会社テレビ愛媛、一般社団法人日本民間放送連盟、日本放送協会、株式会社高知放送、株式会社岐阜放送、 

株式会社ニッポン放送、株式会社テレビ朝日、株式会社ＣＢＣラジオ、読売テレビ放送株式会社、株式会社文化放送、 

株式会社ｒａｄｉｋｏ、東海ラジオ放送株式会社、長野エフエム放送株式会社、株式会社ＴＢＳラジオ、ＪＣＯＭ株式会社、 

株式会社テレビ東京ホールディングス、中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ、西日本放送株式会社、株式会社ＴＢＳテレビ、 

朝日放送ラジオ株式会社、北海道テレビ放送株式会社、株式会社テレビ北海道、関西テレビ放送株式会社、日本テレビ放送網株式会社、 

一般社団法人衛星放送協会、朝日放送テレビ株式会社、株式会社エフエム東京、スカパーＪＳＡＴ株式会社、株式会社中国放送、 

北海道放送株式会社、株式会社ＭＢＳラジオ、株式会社フジテレビジョン、株式会社ＳＴＶラジオ、東海テレビ放送株式会社、 

山口放送株式会社、鹿児島テレビ放送株式会社、札幌テレビ放送株式会社、株式会社Ｊ－ＷＡＶＥ、株式会社毎日放送、 

株式会社鹿児島讀賣テレビ、株式会社アイキャスト、株式会社南日本放送、株式会社ＦＭ802 

○個人 【３件】 

 

■「放送法施行規則及び一般放送の設備及び業務に関する届出の特例を定める省令の一部を改正する省令案等に関する意見募集」 

に対して提出された意見及びそれに対する総務省の考え方 

番号 提出された意見 総務省の考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

全体的事項について 

１  改正放送法は、地域の人口の著しい減少その他の理由によ

り、中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止することを想定

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 



１１ 
 

 

し、視聴継続措置の努力義務とその公表について規定してい

ます。地上テレビ放送の放送ネットワーク維持が喫緊の課題

であるため、今回、地上テレビ放送に主眼を置いて放送法施

行規則の改正とガイドラインの策定を行い、地上テレビ放送

のブロードバンド代替等を経営の選択肢に加えることについ

て基本的に賛成します。 

【一般社団法人日本民間放送連盟】 

２  地上テレビ放送の放送ネットワークを維持するため、放送

法施行規則の改正とガイドラインを策定することによって、

放送のブロードバンド代替を経営の選択肢とすることについ

て基本的に賛同します。 

【株式会社ＴＢＳテレビ】 

無 

３  改正放送法は、地域の人口の著しい減少その他の理由によ

り、中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止することを想定

し、視聴継続措置の努力義務とその公表について規定してい

ます。全国を上回るスピードで人口減少が進んでいる北海道

においても、放送ネットワークの維持は喫緊の課題です。 

今回、地上テレビ放送に主眼を置いて放送法施行規則の改

正とガイドラインの策定を行い、放送のブロードバンド代替

等を経営の選択肢に加えることについて基本的に賛成しま

す。 

【北海道放送株式会社】 

無 

４  喫緊の課題である地上テレビ放送のネットワーク維持のた

め、改正放送法において、地上テレビ放送のブロードバンド

等による代替を経営の選択肢に加える制度整備が図られたこ

とを受けて、実際の円滑な運用にあたっての省令及びガイド

ラインの策定は、時宜を得たものであり、賛成します。 

無 



１２ 
 

 

【株式会社テレビ朝日】 

５  ブロードバンド代替等が、地上波テレビ局の経営の選択肢

に加えることが可能となることに賛同する。 

【読売テレビ放送株式会社】 

無 

６  放送法施行規則の改正とガイドラインの策定を行い、放送

ネットワークの維持に向けて、地上テレビ放送のブロードバ

ンド代替等を経営の選択肢に加えることについて賛同しま

す。 

【株式会社フジテレビジョン】 

無 

７  改正放送法は、地域の人口の著しい減少その他の理由によ

り、中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止することを想定

し、視聴継続措置の努力義務とその公表について規定してい

ます。地上テレビ放送局、とりわけローカル局にとっては放

送ネットワークの維持が喫緊の課題です。今回、放送法施行

規則の改正とガイドラインの策定を行い、地上テレビ放送の

ブロードバンド代替等を経営の選択肢に加えることについて

基本的に賛成します。 

【東海テレビ放送株式会社】 

無 

８  「我々は、地域における重要な情報インフラとしての責務

を果たすべく、日頃より中継地上基幹放送局の整備および維

持管理に努めております。 

しかしながら、昨今の設備の老朽化に加え、更新コストの

増大や技術人材の確保難といった課題が顕在化しており、企

業経営に対し著しい負担となっております。 

このたびの放送法改正により、「廃局」に係る要件が明示さ

れたことは、ブロードバンド等の代替手段による放送継続の

可能性が制度的に示されたものと同意します。 

本案は、地上基幹放送事業者がやむを得ず地上基幹放送の中

継局を廃止する際の受信者保護規律（以下「本制度」という。）

を整備するものであり、本制度に従って提供される代替的視聴

手段やその提供に係る費用負担の在り方については、中継局の

維持・廃止含めて放送事業者において検討すべきものです。 

なお、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和７年

法律第 27号。以下「改正法」という。）による改正後の電波

法（昭和 25年法律第 131号）では、特定周波数変更対策業務

を拡充し、無線設備の機能を有線通信により代替する設備へ

無 



１３ 
 

 

とはいえ、代替措置の実施には、受信環境の調査や住民へ

の周知・説明をはじめ、設備の新設や既存機器の撤去等、多

岐にわたる業務対応とそれに伴う費用負担が不可避であり、

特にローカル放送局にとっては極めて大きな負担となること

が予想されます。また、視聴者に追加的な使用料の負担をか

けることには反対ですが、地上基幹放送事業者の負担も限度

があり、ＮＨＫの協力義務とあわせて共同利用の強力な推進

にも期待します。 

【株式会社テレビ愛媛】 

の変更工事等に要する費用への給付金の支給等を可能とした

ところであり、周波数割当計画等の変更など必要な条件も含

めて検討してまいります。 

９  放送局の現実的な運営状況、地域社会への貢献、災害情報

提供の社会的使命等を勘案し、受信者保護と事業持続可能性

の双方を両立する制度設計とすることを要望いたします。 

特に、地方小規模局における費用負担や説明責任、合意形

成等の負担が過大とならないよう、国の広報支援や自治体へ

の協力要請の明記を求めます。 

【株式会社ニッポン放送】 

総務省としては、本制度について周知等するほか、今後も地

上基幹放送を取り巻く環境の変化等を踏まえ、本ガイドライン

についても、適時適切に見直しを行っていく予定です。 

無 

１０  放送事業者の放送ネットワーク維持の取り組みに対して、

総務省の積極的な関与と、将来にわたっての持続的な助成・

支援を要望します。 

【株式会社テレビ北海道】 

今後の放送行政に対する御意見として承ります。 無 

１１  地方基幹放送事業者が果たしてきた「あまねく努力義務」

を踏まえ、中継局を廃止せざるを得ない場合に、引き続き視

聴できる措置を講じるよう、新たな「努力義務」を設ける趣

旨は理解いたします。視聴継続という「受信者（視聴者）の

利益」を優先するためには、初動段階から総務省等の関係省

庁や地元自治体と密に連携して臨むことが、現実的な選択肢

だと思われます。円滑な移行に向けて、手続きや費用の負担

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 



１４ 
 

 

が足かせにならないよう、公的機関の関与・協力をお願いす

るものです。この点、放送事業者を取り巻く環境、ローカル

局固有の事情等に鑑み、視聴継続措置ガイドライン等の制度

運用のみならず、今後の放送施策全般に反映させていただき

ますよう要望します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

１２  一方、ラジオ放送については、先行して実施している「Ａ

Ｍ局の運用休止に係る特例措置」との整合性を保つに留まっ

ており、さらなる検討や措置が必要です。総務省はラジオ放

送事業者の意見を汲み上げたうえで、今後の制度整備に反映

していただくよう、強く要望します。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制

度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得

るかについては、２回目の「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」

において行われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討

し必要に応じＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置する

ものと考えます。 

無 

１３  今回の放送法施行規則の改正とガイドラインの策定におい

て、ラジオ放送につきましては現在実施されている「ＡＭ局

の運用休止に係る特例措置」との整合を図るにとどまってお

り、これに加えてさらなる検討および追加的な措置が必要で

あると考えます。つきましては、総務省におかれましては、

ラジオ放送事業者の声や実情を十分に踏まえた上で、今後の

制度整備に的確に反映していただくよう、要望いたします。 

【株式会社文化放送】 

無 

１４  ラジオ放送については、先行して実施している「ＡＭ局の

運用休止に係る特例措置」との整合性を保つに留まってお

り、さらなる検討や措置が必要です。 

総務省はラジオ放送事業者の意見を汲み上げたうえで、今後

の制度整備に反映していただくよう、強く要望します。 

【株式会社ＴＢＳラジオ】 

無 

１５  ラジオ放送については、代替的視聴手段としてＩＰユニキ 無 



１５ 
 

 

ャスト配信であるｒａｄｉｋｏに関する規定など、さらに制

度の整備を進めていただくよう要望します。 

【株式会社ＴＢＳテレビ】 

１６  一方、ラジオ放送については、さらなる検討や措置が必要

と考えます。総務省はラジオ放送事業者の意見を丁寧に汲み

上げたうえで、今後の制度整備に反映していただくよう、強

く要望します。 

【北海道放送株式会社】 

無 

１７  ラジオ放送については、「ＡＭ局の運用休止に係る特例措

置」との整合性を保つに留まっており、特例措置に参加して

いない局も含めたラジオ放送事業者の意見を汲み上げた上

で、今後の制度整備に反映して頂くよう、強く要望します。 

【株式会社ＳＴＶラジオ】 

無 

１８  民放各局様におかれましては、近年、広告収入が他メディ

アへと分散し減少傾向にある現状については、十分に理解し

ております。 

本意見は、地上基幹放送の中継局廃止に伴う視聴継続措置

に関して、離島における視聴環境の保全と、視聴者保護の観

点から、以下の点を要望するものです。 

 

○視聴困難地域における補完措置の必要性 

中継局の廃止により、長崎県五島市をはじめとする離島地

域では、受信環境が著しく悪化する恐れがあります。 

特に春から初夏にかけてのフェージング発生により、安定

した地上波受信が困難になるため、海底ケーブルによる信号

伝送が必須となる。 

久賀島・奈留島・椛島については、複数の通信事業者が敷

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、本ガイドラインの内容も踏まえ、

適切に視聴継続措置が講じられることを期待するものです。 

その他、海底ケーブルに係る支援等に係る御意見について

は、今後の参考として承ります。 

 

無 



１６ 
 

 

設した海底ケーブルを利用し、放送波を安定して送信してお

ります。 

しかし、五島市内には他も二次離島が存在し、海底ケーブ

ルを利用できないため、嵯峨島、赤島、黄島、前島などの２

次離島は中継局・親局からの直接受信に依存しており、廃止

されると放送の継続が不可能となる島が存在します。 

具体的には、嵯峨島（三井楽局）、赤島（福江局）がそれに

あたり、黄島および前島（いずれも長崎局）はフェージング

が多発局しています。 

 

○ＮＴＴ西日本への海底ケーブル開放要請の支援 

当社からも相互接続部に嵯峨島、黄島、赤島の海底ケーブ

ル開放を要請しているが、物理的な空芯不足を理由に断られ

ており、ＷＤＭ方式の早期導入を望みます。 

 

○設備負担に対する公的支援の要請 

海底ケーブル設置・運用にかかる費用は地域事業者の大き

な負担であり、国による費用の一部補助を要望します。 

 

○スピルオーバーの減少に伴う地域外再送信基準の見直し 

現在スピルオーバー地域とされている地域においても、中

継局の廃止によりその条件を満たさなくなる可能性が高く、

これまで視聴可能であった福岡の民放放送が受信できなくな

るといった事態が予想されます。 

地域外再送信の同意基準を全国的に統一するよう要望しま

す。 

【株式会社五島テレビ】 
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１９  視聴継続措置として用いられる代替的視聴手段への対応に

ついては、地上波テレビ放送のデジタル化の時を参考に、地

上基幹放送事業者が個別に対応するのではなく、同じエリア

で放送する事業者が一体となって対応することが負担を減ら

すことに繋がり、それが視聴者の利便につながります。エリ

アの放送事業者が一体となった取り組みに対して、総務省が

協力することを望みます。 

また、放送事業者と権利者との間で解釈のずれがあり、処

理が困難となるような場合には、関係省庁が連携して適切に

仲介し、解決に尽力すること、地域住民への説明にも総務省

の協力を要望します。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

なお、御指摘のような地域の放送事業者が一体となって視聴

継続措置に取り組むことを想定し、本案の放送法施行規則（昭

和 25 年電波監理委員会規則第 10 号）第 86 条の３第６項等を

規定しているところです。 

無 

２０  「地域限定同時配信」の今後の受信環境の在り方について 

意見を述べる。 

地上基幹放送の中継局を廃止する際の視聴継続措置におい

て、住居などに固定的に設置される受像機に対する視聴継続

措置が最重要であることに異論はない。 

その上で「地域限定同時配信」が、特定の地域内に固定的

に設置される受像機以外でも視聴できる仕組みの構築が重要

で、車載などの移動受信や、災害発生時の仮設受信などへ配

慮されることが望ましい。 

具体的には、セットトップボックスやＵＳＢデバイスなど

の追加的な装置によって受信できる仕組みだけに留まらず、

すでに一般的になりつつあるコネクテッドテレビだけで、「地

域制御」をした上で受信できるようにするとともに、車載受

像機においても、「地域限定同時配信」対応のコネクテッドテ

レビが普及するよう、視聴環境の整備が必要だ。総務省に

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

地上デジタルテレビジョン放送を配信サービスによって代

替する場合におけるその品質・機能の水準については、本ガイ

ドラインにおいて「小規模中継局等のブロードバンド等による

代替に関する作業チーム」の検討結果を踏まえ、放送に準じて

視聴者が受容可能なものであることを要件としています。当該

配信サービスに係る受信端末については、当該要件を踏まえつ

つ、放送事業者において、必要に応じて検討を進めるべきもの

と考えます。 

無 
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は、受像機メーカーや関係団体への継続した働きかけをお願

いしたい。 

【読売テレビ放送株式会社】 

２１  本件に関して、賛成ではあるが、追加的な取り組みとして

以下の２つを要望する。 

地上波テレビ放送の中継局廃止に伴う視聴継続措置に関し

ては、衛星放送を補完的に活用すること。 

具体的には、民放に関しては、災害時において、キー局が予

め確保しておいた帯域を活用して、被災地の放送局をサイマ

ル放送する臨時のＢＳ又はＣＳチャンネルを開設・運用する

ことが可能か検討することが望ましい。 

ＮＨＫに関しては、平時は首都圏放送センターの放送を、

災害時は被災地の放送局の放送をサイマル放送するＢＳチャ

ンネルを開設することが望ましい。当該チャンネルについて

は、放送法第 20条第５項の趣旨及びＮＨＫが多様な手段を用

いて正確で良質な情報・コンテンツを伝達する役割を担って

いることを踏まえ、原則として地域による視聴制限は掛けな

い形で、かつ常時放送すべきである。 

 

ラジオ放送の中継局廃止に伴う視聴継続措置に関しては、

総務省と放送局が連携して広報活動を強化すること。 

具体的には、定期的に実施している「ワイドＦＭ広報強化期

間」において、ＡＭ局廃止及びＦＭ転換に関して理解を増進

する情報及び周波数が 98.9ＭＨｚまで拡大された旨を盛り込

むことが望ましい。 

なお、本年は意見提出の段階で、総務省制作のワイドＦＭ

の広報ポスターは各所に掲出されているが、Ｗｅｂ動画が制

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

なお、衛星放送を地上波放送の代替手段の一つとすることに

ついては、「デジタル時代における放送制度の在り方に関する

検討会 衛星放送ワーキンググループ」において検討が進めら

れ、同検討会の３次取りまとめとして各種課題について整理さ

れたところです。 

衛星放送の災害時の活用等については、「広域大規模災害を

想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強化検討チー

ム」において検討を行っています。 

後段のワイドＦＭに関する御意見については、今後の放送行

政に対する御意見として承ります。 

無 
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作されていない。ＹｏｕＴｕｂｅでは例年 100万回程度再生

されており、国民に好評であると考えられるので、可能なら

ば本年以降も制作をお願いしたい。 

【個人１】 

２２  意見の趣旨 

総務省が推進されている電波法及び放送法の一部を改正する

法律の施行に向けた省令案等を契機に、現行の電波による放

送インフラと、急速に普及するインターネットインフラの役

割を再整理し、それぞれの強みを最大限に活かした効率的か

つ持続可能な視聴環境の構築を進めるべきであると考え、以

下の意見を提出いたします。 

 

背景と課題 

地方の人口減少、広告収入の減少、放送設備の維持費用の高

騰、技術者不足といった複合的な要因により、地上基幹放送

の中継局を維持・更新することが困難になっています。地上

デジタル放送への完全移行から約 15年が経過し、多くの小規

模中継局で更新期限が到来しており、その維持管理コストの

合理性が問われています。 

一方で、光回線やＷｉ－Ｆｉなどの技術進展によりインター

ネット経由でのコンテンツ配信が普及し、視聴手段が多様化

しています。今回の法改正で「地域限定同時配信」といった

インターネットを活用した代替手段が明記され、中継局廃止

の際には代替手段を講じる努力義務が導入されたことは、こ

の変化を認識し、インターネットの活用を進める方向性を示

していると理解しています。 

 

今後の放送行政に対する御意見として承ります。 無 
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上記の背景を踏まえ、電波のインフラとインターネットのイ

ンフラについて、以下の通り整理を進めることを提言いたし

ます。 

 

・電波インフラの役割の再定義と最適化: 

電波による放送は、災害時における情報伝達の強靭性や、

不特定多数への同時同報性といった特性から、今後も社会的

に重要な役割を担い続けるべきです。 

しかし、全ての地域で従来通りの中継局網を維持すること

は現実的ではないため、今後は電波インフラの維持・更新

を、その特性が最大限に活かされるべき地域や機能に重点化

し、その役割を再定義することが必要です。例えば、大規模

災害時における情報保障、地理的にインターネット環境の整

備が困難な地域への最低限の提供、または高齢者などデジタ

ルデバイド対策としての中核的な役割に特化することが考え

られます。 

 

・インターネットインフラの積極的な活用と位置づけの明確

化: 

都市部や光回線・ブロードバンド環境が整備された地域に

おいては、インターネットを通じたコンテンツ配信（配信サ

ービス）を、放送番組の主要な視聴手段の一つとして積極的

に位置づけるべきです。 

「地域限定同時配信」などの取り組みをさらに推進し、イ

ンターネットインフラを既存の電波インフラを補完し、ある

いは代替する重要な手段として明確に位置づけることで、よ

り効率的かつ多様な視聴環境を整備することが可能となりま
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す。 

【個人２】 

２３  別紙３のガイドライン案において、廃止する中継局の代替

的視聴手段として、ＩＰユニキャストの記載があるが、一視

聴者としては、録画方法や台数等、現行放送から著しく利便

性が低下し、受け入れ難いと感じている。また、マルチキャ

ストについても現在所有している録画機と同数が支給されな

いと受け入れられない。 

総務省としては、１軒でも代替手段を受け入れることができ

ない世帯があった場合、中継局の廃局は認めない方向でお願

いしたい。 

【個人３】 

代替的視聴手段として提供される配信サービスは、「デジタ

ル時代における放送制度の在り方に関する検討会」における議

論を踏まえ、同検討会の第３次取りまとめ（令和６年 12 月 13

日公表）に沿って、適切に提供されることが適当であり、放送

事業者がやむを得ず中継局を廃止しようとする場合には、本ガ

イドラインの内容も踏まえ、適切に視聴継続措置が講じられる

ことを期待するものです。 

無 

放送法施行規則及び一般放送の設備及び業務に関する届出の特例を定める省令の一部を改正する省令案について 

省令案全般について 

２４  今次改正とガイドライン制定は、放送の二元体制の維持を

前提にしています。中継局廃止時の「視聴継続措置」実施に

当たり、放送事業者の費用負担や手続きが過度なものとなら

ないことを強く要望します。特に厳しい経営環境にある地方

局の事情も踏まえ、総務省・自治体の十分なサポートを期待

します。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

認定証デジタル化について 

２５  弊協会の会員社の大半は、「現に基幹放送の業務の認定を

受けている者」にあたります。 

したがって、特段の手続きの必要なく、認定証のデジタル

化の運用の施行日を迎えることとなります。 

施行日前に、総務大臣から、認定記録の作成、認定番号、

総務省として、制度改正の内容等の適切な周知広報に努めて

まいります。 

無 
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暗証番号が通知されることになりますので、通知の発信前

に、「基幹放送認定証のデジタル化の運用」に関し会員社向

けに丁寧なご説明を行っていただくよう要望します。 

【一般社団法人衛星放送協会】 

施行規則第 86条の３関係 

２６  ラジオ放送における視聴継続措置の実施および公表につい

ては、ラジオ各社の個別の事情、経営体力に配慮した形で、

ラジオ各社に過度な負担とならないように具現化することを

要望します。 

【株式会社エフエム東京】 

今後検討を進めていく上での参考として承ります。 無 

別表第 21 号の５について 

２７  民放連は「デジタル時代における放送制度の在り方に関す

る検討会」第 29回会合（2024年８月 19日開催）において、

「ラジオ中継局のＩＰユニキャスト（ｒａｄｉｋｏを含む）

による代替についても、経営の選択肢を拡げるため、ｒａｄ

ｉｋｏの普及などラジオ特有の事情も踏まえ、コスト面での

実現可能性を十分考慮に入れて、検討いただきたい」と要望

しました。 

総務省において検討を進め、ラジオ中継局を廃止する際の

代替的視聴手段として、ｒａｄｉｋｏ等のＩＰユニキャスト

配信を追加するよう要望します。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制

度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得

るかについては、２回目の「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」

において行われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討

し必要に応じＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置する

ものと考えます。 

無 

２８  放送法施行規則第 86条の３に定める「代替的視聴手段」に

ついて、別表第 21号の５では、ラジオ放送に関してＦＭ補完

放送のみが例示されています。 

しかしながら、経済合理性の観点から、やむを得ずＡＭ中

継局を廃止する際に、代替として新たにＦＭ中継局を開設す

無 
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ることは、設備投資や運用コストの面から非常に困難です。 

このため、ｒａｄｉｋｏ等の別の代替手段についても、そ

の普及状況を踏まえたうえで、経営上の実行可能な選択肢と

なるよう、強く要望いたします。 

【株式会社岐阜放送】 

２９  「ＦＭ補完放送」が視聴継続措置の代替手段として明記さ

れたこと評価いたします。一方で、ｒａｄｉｋｏ等の配信サ

ービスが視聴継続措置の有効な代替手段として位置付けられ

ておらず、各放送局が個別に検証・実証を行う必要が生じか

ねない状況が危惧されます。 

特にｒａｄｉｋｏによる配信サービスは既に広く普及・受

容されており、実効的かつ合理的な手段であることから、正

式に視聴継続措置の選択肢として位置付けることを強く要望

いたします。 

【株式会社ニッポン放送】 

無 

３０  改正放送法第 92条第２項は、地域の人口の著しい減少その

他の理由により、中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止する

ことを想定し、視聴継続措置の公表について努力義務を定め

ています。 

ＡＭ中継局の廃止に係る視聴継続措置について、別紙１、

省令案の十八頁、別表第二十一号の五「二 ラジオ放送関

連」では「ＦＭ補完放送」のみとなっており、経営の選択肢

が非常に限られております。ＡＭ中継局廃止のために新たに

ＦＭ補完中継局を置局することは、設備投資および経費の更

なる増加となるため、現在のラジオ局経営において困難極ま

りない選択肢となっております。 

ラジオの視聴継続措置につきましても、ｒａｄｉｋｏを含む

無 
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配信等を代替として追加するよう強く要望いたします。 

【株式会社ＣＢＣラジオ】 

３１  ラジオ中継局の廃止に伴う代替手段に、ｒａｄｉｋｏ等の

ＩＰユニキャストによる配信を追加していただくよう要望い

たします。 

【株式会社文化放送】 

無 

３２  ラジオ放送関係に「ラジコ」の追加を検討いただきますよ

うお願いいたします。 

【西日本放送株式会社】 

無 

３３  ラジオ中継局を廃止する際の代替的聴取手段として、ｒａ

ｄｉｋｏ等のＩＰユニキャスト配信を追加するよう要望しま

す。 

【北海道放送株式会社】 

無 

３４  北海道のラジオ放送のカバーエリアは、他の地域と比較す

ると非常に広く、現状のＡＭ局によるカバーをＦＭ局で実現

する為には、ＡＭ局を上回る数の中継局が必要となります。

その設備投資は現状のラジオを取り巻く環境では、経営努力

を超える負担となる為、非常に困難です。 

また、将来的には、現状のＡＭ局の設備を維持できず、廃

止せざるを得ない事も考えられます。 

ＡＭ局を廃止する際の代替的聴取手段として、ｒａｄｉｋ

ｏ等のＩＰユニキャスト配信も追加するよう、要望します。 

【株式会社ＳＴＶラジオ】 

無 

３５  改正放送法では、ラジオ放送に関する視聴継続措置の代替

手段がＦＭ補完放送に限定されています。 

しかし、極めて厳しい経営環境下にあるＡＭラジオ事業者

が、経済合理性の観点から止むを得ずＡＭ中継局を廃止する

無 
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ために FM補完中継局を別途設置すれば、設備投資費や維持費

などの新たな負担を抱えることになってしまいます。 

「ｒａｄｉｋｏ」による配信サービスは、実効的且つ合理

的なラジオ聴取手段として既に広く認知され普及が進んでい

ます。つきましては「ｒａｄｉｋｏ」を視聴継続措置の代替

手段に加えた制度を整備して頂きますよう強く要望致しま

す。 

【東海ラジオ株式会社】 

３６  『デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関

する取りまとめ（第３次）』の「第３章 ラジオ放送における

経営の選択肢」においては、特例措置に関し、「世帯・エリア

カバー率の算出に当たり、聴取の実態を反映してｒａｄｉｋ

ｏ等のラジオ番組のインターネット配信を考慮することを含

めて、要件を緩和することが適当である」「近年においては、

ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信によって

も、それらが聴取されている実態がある」と言及されていま

す。 

これらの記述を踏まえ、今後ラジオ送信所を廃止する際の

代替聴取手段として、ｒａｄｉｋｏ等によるＩＰユニキャス

ト配信を制度上明確に位置づけることを要望します。 

【札幌テレビ放送株式会社】 

無 

地上基幹放送の中継局を廃止する際の視聴継続措置の実施及び公表義務に関する望ましい対応についてのガイドラインについて 

ガイドライン全体について 

３７  ＮＨＫは、放送法の「あまねく義務」を前提に、より効率

的な伝送網を構築し放送ネットワークインフラに係るコスト

負担を軽減することで、二元体制を維持するとともに、中期

経営計画で掲げた「情報空間の参照点」の提供、「信頼できる

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

なお、本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止す

る場合に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を

実施することを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける

無 
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多元性確保」への貢献を果たしていく所存です。 

ＮＨＫとしては、本ガイドラインを踏まえ、「あまねく義

務」に基づき、代替的視聴手段も含めた放送ネットワークの

維持に引き続き努めていきます。一方で、民間放送を含めた

放送の二元体制をとりまく環境は、人口減少の加速化や地域

の過疎化、放送設備の維持費用の高騰、技術的知見を有する

人材の不足といった複合的な理由により、いっそう厳しくな

っており、条件不利地域の地上放送ネットワークを放送事業

者のみで維持し続けていくことの困難性が増しています。 

代替的視聴手段への移行にあたっては、地域における多元

性確保や視聴者負担の軽減を目的に、ＮＨＫとしても放送法

に定められた民間放送事業者への協力義務も含めて適切に対

応してまいりますが、視聴者のみなさまにご理解いただくた

めに必要な体制や中継局廃局時の撤去コスト、初期段階にお

ける設備投資など、放送事業者全体での事業設計が課題とな

ります。 

総務省、地元自治体など行政機関による長期的な支援措置を

要望します。 

【日本放送協会】 

住民・地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等について

は、地上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

 

３８  改正放送法は、地域の人口の著しい減少その他の理由によ

り中継地上基幹放送局をやむを得ず廃止することを想定し、

視聴継続措置の努力義務とその公表について規定し、本ガイ

ドライン案では地上基幹放送事業者が取ることが望ましい対

応について解説しています。 

地上テレビ放送の放送ネットワーク維持に向けては、現に

視聴されている受信者の保護は極めて重要であるとともに、

地上テレビ放送事業者にとっての経済合理性の確保も不可欠

無 
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です。総務省においては、放送事業者による放送ネットワー

ク維持の取り組みに積極的に関与し、その取り組みに対し、

将来にわたり必要かつ十分な助成及び支援を実施されるよう

強く要望します。 

【株式会社テレビ東京ホールディングス】 

３９  ローカル放送局がラジオ中継局を休止する上で、インター

ネット技術を活用したｒａｄｉｋｏを放送の代替手段として

位置付けることは、合理的な措置であると考えます。つきま

しては、今後ますます普及が進むインターネットを公式なラ

ジオ放送の代替手段として法的に位置づけ、中継局廃止によ

る聴取者への影響を最小限に抑制するよう、強く要望いたし

ます。 

【株式会社中国放送】 

ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制

度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得

るかについては、２回目の「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」

において行われる検証の結果等を踏まえ、総務省において検討

し必要に応じＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置する

ものと考えます。 

無 

第１章 はじめに 

（１） 本ガイドラインの目的 

４０  中継局の代替を進める中で、指摘されているような環境の

変化などに伴い、新たな課題が生じることも想定されます。 

「受信者保護規律についても、そのような状況を反映した

ものとする必要がある」という指摘は重要であり、実情に沿

ったガイドラインになることが望ましいと考えますので、「適

時適切に見直しを行っていく」ことに賛同します。 

見直しに際しては、放送事業者の意見も十分に考慮される

ことを要望します。 

【株式会社テレビ朝日】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

また、今後のガイドラインの見直し・更新に当たりましても、

幅広い意見を踏まえて検討することが適当であると考えます。 

 

無 

４１  「今後も地上基幹放送の取り巻く環境の変化や新たなサー

ビスの登場、関連する法規が変更されていく可能性がある」

ことから、本ガイドラインについて「適時適切に見直しを行

無 
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っていく」としていることに賛同します。見直しの際には放

送事業者側の意見を聞き取り、反映させることを希望しま

す。 

【株式会社フジテレビジョン】 

４２  本ガイドラインの導入により、地上基幹放送事業者がブロ

ードバンド代替等に移行する際の取組手順が明確になり、代

替的視聴手段への移行を混乱なくスムーズに進めることが出

来るものと考えます。一方、本ガイドラインは「望ましい取

組」を示すものであり、放送事業者が代替手段を利用する際

には、地域・個別事情に応じた柔軟な対応が可能であると考

えます。 

【関西テレビ放送株式会社】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 

第２章 視聴継続措置の実施（法第 92条第２項関係） 

（１）制度趣旨 

４３  本案では、制度の趣旨として、地域の人口の減少や、広告収

入の減少、放送設備の維持費用の高騰、技術的知見を有する人

材の不足等、放送を取り巻く環境の変化に伴い、全国各地に設

置してきた中継局の維持・更新が放送事業者の負担となって

きている、という認識が示されています。このうち広告費減

少、設備維持費用の高騰といった経済的困難性は、とりわけ民

間放送事業者にとって大きな課題であり、それらを勘案する

本制度の趣旨に賛成します。そして本ガイドラインが適用さ

れるケースにおいては、制度の趣旨で指摘されている放送事

業者の負担に鑑みて、民間放送事業者の経済的負担が増加し

ないよう、強く要望します。 

【株式会社毎日放送】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

 

無 

４４  放送事業者として「中継局を可能な限り維持する責務」は負 本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合 無 
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うべきものですが、例えば鹿児島は南北約 600ｋｍの県域に大

小の有人離島が点在し、ＮＨＫと民放４局が中継局の維持・更

新を分担してなお、事業者負担の重さに悩まされています。風

水害や地震、火山噴火が頻発する条件不利地域であり、地政学

的な重要性も高まっているエリアであるだけに、より円滑な

代替措置への移行が肝要と思われます。 

例えば本文の末尾に「受信者の利益の保護を優先する観点

から、関係省庁や地方自治体と密に連携するものとする」とい

った一文を追記していただきますよう要望します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

 

４５  本案では、制度の趣旨として、地上基幹放送事業者が中継局

をやむを得ず廃止する際の規律であるところ、地上基幹放送

事業者は、同条第１項に基づき、その基幹放送をあまねく受信

できるように努め、その受信を可能とするために設置した中

継局を可能な限り維持する責務は引き続き負う、と改めて示

されています。中継局を維持するには、構成する機器類が安定

供給されることが必要不可欠ですが、市場原理によって機器

調達が困難になることも危惧されます。基幹放送事業者が中

継局を維持する意思があるにも関わらず、上記要因等によっ

て阻害されることがないよう、中継局の維持が可能な環境が

整えられることを強く希望します。 

【株式会社毎日放送】 

今後検討を進めていく上での参考として承ります。 無 

 

（２）法律条文解説 

②「地域の人口の著しい減少その他の理由により、…やむを得ず廃止するとき」 

４６  中継局の共同利用制度は、運用・維持コスト軽減を約束す

る手法ではないと考えます。整備された制度（中継局の共同

利用）は選択肢の１つと理解するので、文面を「中継局の共

御指摘の本ガイドラインにおける「令和５年に成立した放送

法及び電波法の一部を改正する法律（令和５年法律第 40 号）

によって可能となった中継局の共同利用により中継局の維持

無 
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同利用により中継局の維持コストの負担軽減を図るなど」で

はなく、「中継局の共同利用などを利用し、中継局の維持コス

ト負担軽減に努め、」に変更したほうかよいと思います。 

【西日本放送株式会社】 

コストの負担軽減を図るなど」との記述箇所については、「な

ど」としていますとおり、放送法（昭和 25 年法律第 132 号）

第 92 条第１項の趣旨を踏まえた中継局の維持方策の一つとし

て例示的に示したものとなります。 

④当該中継地上基幹放送局を用いた基幹放送を受信することができなくなる地域 

４７  各中継局の放送区域と基幹放送を受信できなくなる地域は

必ずしも一致しないことから、適切に視聴継続措置を実施す

るためには、必要に応じて中継局を廃止する地上基幹放送事

業者は中継局を廃止した場合の影響を把握するよう努める必

要がある旨を解説していますが、地上基幹放送事業者だけで

なく、総務省も連携して把握に努めることが必要です。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

 

無 

４８  各中継局の放送区域として想定されているエリア外で、基

幹放送を受信している世帯が存在している可能性がある。そ

うした世帯の存在を地上基幹放送事業者が把握するのは困難

であり、放送事業者に把握するよう求めれば、過度な負担と

なり、ブロードバンド代替等を選択する際の大きな障壁にな

る可能性がある。影響の把握についても、総務省や自治体の

協力を強くお願いしたい。 

【読売テレビ放送株式会社】 

無 

４９  「中継局を廃止する地上基幹放送事業者は、中継局を廃止

した場合の影響を把握するよう努める必要がある」としてい

ますが、総務省も地上基幹放送事業者と連携して影響につい

て把握したうえで、中継局の廃止と視聴の継続を推進するた

め対応していただくことが重要です。 

【株式会社ＴＢＳテレビ】 

無 

５０  中継局廃止に伴い基幹放送を受信することができなくなる 無 
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地域に関して、地上基幹放送事業者が中継局廃止の影響把握

に努めることとされ、受信者保護・視聴継続措置は地上基幹

放送事業者の努力義務とされております。 

これらの作業は、地デジへの移行時よりもさらに大きな作

業量となることが予想されます。総務省が全体を把握した上

で、総務省と地上基幹放送事業者が連携して住民説明や相談

などの作業を行うことが望ましいと考えます。 

【株式会社テレビ北海道】 

５１  各中継局の放送区域と基幹放送を受信できなくなる地域は

必ずしも一致しないことから、適切に視聴継続措置を実施す

るためには、必要に応じて、中継局を廃止する地上基幹放送

事業者は中継局を廃止した場合の影響を把握するよう努める

必要がある旨を解説していますが、総務省も連携して把握に

努めることが必要です。 

【北海道放送株式会社】 

無 

５２  放送事業者が放送区域外でどこまで視聴されているかを把

握することは大きな負担となり、実質的に困難です。仮に、

放送区域外での「視聴に対する影響」を把握するよう努める

場合には放送事業者だけでなく、総務省との連携も必要と考

えます。 

【株式会社フジテレビジョン】 

無 

５３  ガイドライン案では「各中継局の放送区域と基幹放送を受

信できなくなる地域は必ずしも一致しないこともあるので、

適切に視聴継続措置を実施するためには、必要に応じて中継

局を廃止する地上基幹放送事業者は中継局を廃止した場合の

影響を把握するよう努める必要がある」としています。しか

しながら、当該中継局から離れた標高の高い地域など、思わ

無 
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ぬ場所に視聴者がいることも考えられます。このような地域

を把握していくためには、総務省や自治体との連携が不可欠

です。 

【東海テレビ放送株式会社】 

５４  本案では、適切に視聴継続措置を実施するためには、必要

に応じて中継局を廃止する地上基幹放送事業者は中継局を廃

止した場合の影響を把握するよう努める必要がある旨を解説

しています。しかしこうした要件を満たすには膨大な労力と

費用が必要と考えられるため、地上基幹放送事業者だけでな

く、総務省も連携して把握に努めることが必要であると考え

ます。 

【株式会社毎日放送】 

無 

５５  各中継局の放送区域と基幹放送を受信することができなく

なる地域は必ずしも一致しないこともあるので、「必要に応じ

て中継局を廃止する地上基幹放送事業者は中継局を廃止した

場合の影響を把握するよう努める必要がある」旨解説してい

ますが、中継局を廃止した場合の影響を把握する際には、総

務省も連携して取り組むことが必要だと考えます。 

また、放送法第 92条１項に規定されている通り、基幹放送

事業者があまねく努力義務を負っているのは、放送対象地域

内となりますので、放送区域外への影響の把握は困難です。

そのため、放送区域外の視聴継続措置については、対象範囲

として観念されないものと考えます。 

【株式会社テレビ朝日】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

なお、本制度は、地上基幹放送事業者がこれまで負ってきた

あまねく努力義務と同様、放送対象地域をその対象範囲とする

ものです。 

無 

５６  放送対象地域外においても受信している可能性は考えられ

ます。しかしながら、放送事業者としての責任範囲は放送対

象地域とするべきであり、地域外については新たな制度設計

無 
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にて救済するべきと考えます。 

【株式会社高知放送】 

５７  【本項における「地域」は、放送対象地域を指すものでは

なく、「中継地上基幹放送局を用いた基幹放送を受信できなく

なる地域」を意味しており、廃止される中継局ごとの放送区

域を基に、個別に判断されることになります。＜中略＞放送

事業者は、中継局の廃止による影響を把握するよう努める必

要があります。】とされていますが、これは「あまねく受信の

努力義務」の範囲を超えるものであり、中継局の廃止や代替

的視聴手段への移行が、放送事業者の経営判断として選択し

づらい状況を生じさせかねません。 

したがって、視聴継続措置の実施にあたっては、放送区域

内を対象とし、それ以外の地域については、これまでの地上

テレビ放送のデジタル化に際して国が支援を行ってきたよう

に、同様の対応が求められると考えます。 

【札幌テレビ放送株式会社】 

本制度は、地上基幹放送事業者がこれまで負ってきたあまね

く努力義務と同様、放送対象地域をその対象範囲とするもので

す。また、地上基幹放送事業者が、やむを得ず中継局を廃止す

る場合には、適切に視聴継続措置を実施するために、放送対象

地域内において中継局を廃止した場合の影響を把握するよう

努める必要があるものです。 

無 

５８  影響範囲を把握する必要性を十分認識しておりますが、放

送区域外につきましては、視聴者の受信状況を把握している

ＮＨＫに主導的な役割を期待します。 

【北海道テレビ放送株式会社】 

改正法による改正後の放送法第 20 条第６項においては、Ｎ

ＨＫは、同条第１項第１号の業務を行うに当たり、当該業務の

円滑な遂行に支障のない範囲内において、民間の地上基幹放送

事業者等が同法第 92 条の責務にのっとり講ずる措置の円滑な

実施に必要な協力をしなければならない旨規定されていると

ころです。 

無 

５９  基幹放送の代替手段として、ＣＡＴＶやＩＰマルチキャス

ト方式が選択肢となる点について賛同いたします。なお、経

済合理性を目的に代替手段の放送サービスを提供していく観

点から、これら代替手段は放送法上における有線一般放送で

あるべきと考えます。 

地上テレビジョン放送の代替的視聴手段については、基幹放

送に準ずる品質・機能を備えていること、すでに多くの視聴者

に受容されていることを踏まえれば、まずはケーブルテレビや

ＩＰマルチキャスト方式の有線一般放送による代替が選択肢

になると考えられますが、ケーブルテレビ等が十分普及してい

無 



３４ 
 

 

また、有線一般放送による代替が合理的でない場合は、配

信サービスを選択することも許容される点について、例えば

ＩＰユニキャスト方式が想定されますが、ＩＰユニキャスト

の提供に係る法律等の整備をしていただきたく考えます。 

【株式会社アイキャスト】 

ない地域など有線一般放送によることが合理的でない場合に

は、配信サービスを選択することも許容されるものとして、本

ガイドラインにおいて整理しています。 

⑤「当該基幹放送に係る放送番組を引き続き視聴することができるようにするための措置を講ずる」 

６０  中継局の維持が困難になる中、代替的視聴手段の提供は重

要な施策であるが、放送事業者のみで地域住民への対応を行

うことは、大きな負担となります。 

地域住民への説明や相談体制に対し、人的支援や助成など

様々な面で総務省や自治体に協力いただくことを、強く要望

します。 

【株式会社テレビ朝日】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

 

無 

６１  説明会等での事前周知、問い合わせ対応等、地域住民の合

意形成を得るためには、相談窓口の設置等、自治体や国（総

務省）の支援も必要です。 

【北海道テレビ放送株式会社】 

無 

⑥「努めるものとする」 

６２  地上基幹放送事業者があまねく努力義務を負っているのは

放送対象地域内の受信者保護であり、放送対象地域外の受信

者保護の義務を負うことは、過剰な負担増になると考えま

す。 

【北海道テレビ放送株式会社】 

本制度は、地上基幹放送事業者がこれまで負ってきたあまね

く努力義務と同様、放送対象地域をその対象範囲とするもので

す。 

無 

（３）視聴継続措置の内容 

６３  中継局の廃止・代替的視聴手段への移行に係る住民説明や

相談受付体制の構築にあたっては、特定地上基幹放送事業者

及び基幹放送局提供事業者のみならず、総務省・各地域の総

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

無 
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合通信局により連携・協力していただくことが必要だと考え

ます。 

【株式会社テレビ朝日】 

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

 

６４  人口減少社会に突入する中、条件不利地域にも地上波テレ

ビ局のコンテンツを届ける重要性を認識している。ブロード

バンド代替等の対象となる地域に対しての事前周知・説明、

相談窓口の設置について、総務省や地方自治体の積極的な協

力をお願いしたい。 

総務省の「小規模中継局等のブロードバンド等による代替

に関する作業チーム」で発表された住民アンケートの結果、

「切り替えの案内の在り方」として「案内について誰からの

ものだとより安心できると感じますか？」との設問に対し

「市役所など行政機関」「町会長・自治会長・組合長」との回

答が半数以上を占めていた。 

行政機関などが説明に加わることで、住民が安心して説明が

聞くことができる環境作りに役立つことが明らかになってい

るからだ。 

【読売テレビ放送株式会社】 

無 

６５  「住民説明や相談体制」についても、総務省及び関係省庁

や自治体等の公的機関との連携をお願いするものです。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

無 

（４）代替的視聴手段の内容 

６６  ＢＢ代替作業チームの第３次取りまとめでは、ネット経由

での番組視聴に対する受容性評価において、２割の人が「受

け入れられない」と回答しています。受け入れられない人が

一定数存在する中で、全ての視聴者が受容可能とする環境を

構築することは放送事業者にとって負担が大きく、義務化す

地上デジタルテレビジョン放送を配信サービスによって代

替する場合におけるその品質・機能の水準については、本ガイ

ドラインにおいて「小規模中継局等のブロードバンド等による

代替に関する作業チーム」の検討結果を踏まえ、放送に準じて

視聴者が受容可能なものであることを要件としています。代替

無 
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べきではありません。また、地域住民への説明には、総務省

が積極的に協力することを強く要望します。 

【株式会社フジテレビジョン】 

的視聴手段については、当該要件を踏まえつつ、放送事業者に

おいて、必要に応じて検討を進めるべきものとなります。 

なお、本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止す

る場合に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を

実施することを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける

住民・地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等について

は、地上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

６７  ＩＰユニキャスト方式を含めて「代替的視聴手段」の選択

肢に加えることに賛同します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 

６８  代替的視聴手段の内容の例として、有線一般放送による再

放送や「ＩＰユニキャスト方式」が挙げられていますが、「デ

ジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取

りまとめ（第３次）」の「別添４ 衛星放送ワーキンググルー

プ 取りまとめ」14ページに、「将来、衛星放送が地上放送の

代替の現実的な選択肢になるかどうかを見極めるために、各

課題について引き続き検討が必要と考えられる。」とあり、

2024年度には実証実験が行われたところです。 

昨年の実証実験において、地上波を受信して衛星放送にて

再放送することは技術的に可能と判明しました。離島などで

はケーブルテレビやブロードバンド回線の敷設が困難な地域

もあり、衛星（限定受信方式活用）による伝送も代替的手段

に加えるべきと考えます。 

なお、現時点において衛星による代替が現実的な選択肢と

して適当でないとされるのであれば、衛星が「地上放送の代

衛星放送を地上波放送の代替手段の一つとすることについ

ては、「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討

会 衛星放送ワーキンググループ」において検討が進められ、

御指摘のとおり同検討会の３次取りまとめとして各種課題に

ついて整理されたところです。衛星放送を地上波放送の代替の

手段の一つとすることが適当であるか否かは、地上基幹放送事

業者による視聴継続措置の実施状況等を踏まえながら、今後、

適時に検討されていくべきものと考えます。 

無 
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替の現実的な選択肢」となるために必要な検討を急ぎ行って

頂くことを要望いたします。 

【スカパーＪＳＡＴ株式会社】 

６９  中継局廃止に伴い、代替的視聴手段として候補にあがるも

のは、大きなコストがかかることが想定されます。国が進め

る地方創生などを意図した通信網の整備が前もってなされれ

ば、それを活用して代替的視聴手段の整備ができるため、関

係がある事業は連携して進めるべきと考えます。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

今後検討を進めていく上での参考として承ります。 無 

（５）望ましい視聴継続措置の実施方法について 

②地方自治体、住民代表者等との合意形成 

７０  中継局廃止により、影響を受ける地域の住民に受け入れて

頂けるように放送事業者が努めることは重要であると考えま

す。しかしながら、協議の対象を住民にまで拡大することは

適当でないと考えます。地デジ化の経験を踏まえると、当該

自治体が住民を代表して、放送事業者と協議・調整を図るこ

とが現実的と考えます。 

【株式会社高知放送】 

本ガイドラインでは、住民理解を得るに当たり、放送事業者

が、特に地方自治体や自治会等の住民代表に対し、事前に説明

を行い、中継局の廃止と視聴継続措置の実施について、あらか

じめ合意を得ることが適当であるとしています。 

無 

７１  ラジオ中継局の廃止に際して聴取者の理解を得る場合、テ

レビ中継局の廃止とは異なる状況が想定されます。地方公共

団体、住民代表等への説明については、ラジオ局の事情や意

見を十分に考慮し、総務省にも協力いただけるよう要望いた

します。 

【株式会社文化放送】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

７２  視聴継続措置を確実に実施するためには、対象地域の住民

の方々のご理解、ご協力が欠かせません。地上デジタル放送

への移行時においては、地上テレビ放送事業者は過去に経験

のない住民対応に取り組み、解決が困難と思われる様々な課

題に直面しましたが、総務省の支援を得たことにより、最終

無 
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的には移行を問題なく進めることができました。 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討

会」の下で開いた「小規模中継局等のブロードバンド等によ

る代替に関する作業チーム」の「３次取りまとめ」は、令和

５年度実証事業において実施したＩＰユニキャスト方式につ

いての受容性評価では、「約６割の被験者が 『受け入れられ

る』と回答」したとする一方、「受け入れられない」は 20％、

「どちらとも言えない」は 21％だったとしています。この結

果から、ブロードバンド（ＢＢ）代替を円滑に進めていくた

めには、住民の方々のご理解を得ることが最も重要な作業の

一つであり、地デジ移行時を上回るような、相当の労力と時

間を要するものと想定されます。 

今回、視聴継続措置を実施するに当たっては、想定される

地方自治体及び住民代表者の方々等への説明、住民の方々へ

の事前の周知・説明、説明会の開催、戸別訪問、事前・事後

の相談窓口の設置・対応等、住民対応実施の全般において、

より一層の住民の方々のご理解を得るとともに、詐欺行為を

防ぐことを目指して、総務省の強力な関与と支援を要望しま

す。 

具体的には、住民対応全般にかかる費用への助成に加え、

①地域住民の方々への発出文書の連名化 ②説明会の設定支

援・立ち合い ③戸別訪問時の支援 ④相談窓口の運営の支

援・助言―等をはじめ、必要となる対応について、人的な援

助を含め、積極的な支援をお願いします。 

【株式会社テレビ東京ホールディングス】 

７３  本案では、中継局を廃止し、代替的視聴手段に移行するに

当たり、地方自治体や、自治会等の住民代表に対しては、事

前に説明を行い、中継局の廃止と視聴継続措置の実施につい

て、あらかじめ合意を得ることが適当である、としていま

す。しかし事前説明や合意形成の対象は自治会等の住民代表

です。影響の把握と同様には膨大な労力が必要と考えられ、

無 
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総務省や地方自治体など行政はそうしたプロセスに積極的に

協力するべきであると考えます。 

【株式会社毎日放送】 

７４  中継局を廃止し、代替的視聴手段に移行するに当たり、地

方自治体や自治会等の住民代表から十分な理解を得るために

は、放送事業者からの説明だけではなく、行政による支援も

不可欠であると考えます。 

【関西テレビ放送株式会社】 

無 

７５  ＩＰユニキャストで代替する場合について「デジタル時代

における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

（第３次）」では、「地域住民の理解を得るうえで必要なプロ

セスについて、代替が経営の選択肢であることを踏まえれ

ば、一義的には基幹放送を行う者が主体となって取り組むべ

きものであるが、その重要性に加え、伝送手段の多様化を含

めて放送の姿が変わり得るものであることについて国民的な

理解を深めていく必要も認められることから、総務省におい

ては、公的機関の立場から必要な支援に取り組むことが望ま

しい」と指摘されています。 

その趣旨も踏まえて、地元住民（視聴者）の理解を得るた

めの事前周知・説明、相談窓口設置について、総務省や地元

自治体等の公的機関による前向きな協力を要望します。公的

機関が説明等の場に加わることで、住民側の安心感が高まり

ます。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

無 

７６  地方自治体や住民代表への事前説明が行われることは重要

であると理解できますが、単独で窓口を設置するのではな

く、同じエリアで放送する事業者が一体となって対応するこ

とにより視聴者の利便性がよくなると考えます。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

御指摘のような地域の放送事業者が一体となって視聴継続

措置に取り組むことを想定し、本案の放送法施行規則第 86 条

の３第６項等を規定しているところです。 

無 

④代替的視聴手段の確保、提供 

７７  別紙３、ガイドライン（案）の 7頁、「④代替的視聴手段の 本ガイドラインにおける御指摘の記述は、「④代替的視聴手 無 
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確保、提供」の後半部分では「すでに多くの視聴者に受容さ

れていることを踏まえれば～配信サービスを選択することも

許容されるものと考えられる」とあり、地上ラジオ放送にも

同様な考え方が適用されるものとすれば、大いに賛同いたし

ます。 

【株式会社ＣＢＣラジオ】 

段の確保、提供」の冒頭に記載のとおり、地上テレビジョン放

送についての例示による記載となっています。 

７８  「受信状況等の調査を行った上で」との記載があります

が、その調査には人的リソースが必要であり、時間と費用が

かかります。放送局がそれぞれ行うのではなく、同じエリア

で放送する事業者が情報共有できるよう、総務省が協力する

ことを望みます。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

７９  テレビの視聴選択は受信者にあると考えます。この文面

は、代替的視聴手段を選択・確保し、視聴者に提供すること

と記載しています。これは視聴選択権をもつ受信者に押し付

けるともとらえることができます。文面は、「代替的視聴手

段」の情報を視聴者に提供する。が妥当かと考えます。 

【西日本放送株式会社】 

改正法によって設けられた新たな責務を踏まえ、地上基幹放

送事業者は、中継局を廃止する場合には、まずは、自らの責任

において、視聴者の代替的視聴手段を確保、提供するよう努め

ることが求められるものです。その上で、本ガイドラインにお

いて記載のとおり、衛星放送や多チャンネル放送などの追加的

役務の利用について、視聴者の選択により代替的視聴手段とし

て提供される役務ではないものを自らの判断において契約す

ることが否定されるものではありません。 

無 

⑤費用負担 

８０  ガイドライン案において、放送の中継局廃止に伴う代替的

視聴手段の費用負担について、地上基幹放送事業者が視聴者

に極力費用が発生しないよう努め、仮に費用が発生する場合

には適切な説明を行う必要があると明記されたことに賛同い

たします。 

地上基幹放送事業者の判断による中継局廃止に伴う代替的

視聴手段の提供の第一義的な受益者は地上基幹放送事業者で

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 
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あり、これまで無料で視聴が可能だった視聴者に新たな費用

負担が発生しないことが望ましく、地上基幹放送事業者がそ

の代替にかかる費用を負担することが適切であると考えま

す。 

【ＪＣＯＭ株式会社】 

８１  放送事業者の判断により中継局を廃止するのであり、受信

者保護については理解します。 

しかしながら移行に関する費用を放送事業者が負担するこ

とは本制度の趣旨に反するのではないかと考えます。特に移

行後の利用料金を負担することは、継続的に放送事業者の経

営を圧迫することになり、適当でないと考えます。 

【株式会社高知放送】 

放送事業者の経営判断によってやむを得ず中継局が廃止さ

れた場合に、視聴者に基幹放送の放送番組を視聴するための新

たな費用負担が発生することは適当ではないと考えるため、代

替的視聴手段への移行費用等について、放送事業者はその費用

負担を適切に行うことが適当であると考えます。 

その上で、代替的視聴手段の提供に係る費用負担の在り方に

ついては、中継局の維持・廃止含めて各地域の放送事業者にお

いて検討すべきものです。 

なお、改正法による改正後の電波法では、特定周波数変更対

策業務を拡充し、無線設備の機能を有線通信により代替する設

備への変更工事等に要する費用への給付金の支給等を可能と

したところであり、周波数割当計画等の変更など必要な条件も

含めて検討してまいります。 

無 

８２  この施策を利用する放送事業者は「経営的な問題」が発生

しています。視聴者保護は十分理解しますが、放送事業者に

その負担を強いることは、施策目的を達成できないことが予

測されます。 

放送事業者（特に民間）の費用負担は相応しくないと考え

ます。 

【西日本放送株式会社】 

無 

８３  放送の代替手段に係る費用として、初期費と月額利用料が

考えられますが、放送事業者の費用負担については、月額利

用料等のランニングコストは含まず、代替的視聴手段へ移行

するためのイニシャルコストのみとすることを強く要望しま

す。 

【株式会社フジテレビジョン】 

無 

８４  中継局廃止は中長期的に電波の有効利用に資することも踏

まえ、代替的視聴手段の費用負担全般に対し、例えば電波利

用料を充てるなど、政府・自治体のサポートをいただきたく

要望します。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

改正法による改正後の電波法では、特定周波数変更対策業

務を拡充し、周波数を共同利用する場合を加えたほか、無線

設備の機能を有線通信により代替する設備への変更工事等に

要する費用への給付金の支給等を可能としたところであり、

周波数割当計画等の変更など必要な条件も含めて検討してま

無 

８５  放送事業者が中継局廃止に踏み切らざるを得ない状況に至 無 
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った場合、国や地方自治体による公的な支援をもって「受信

者の利益」を滞りなく確保することが可能になるケースが多

いと考えられます。公的なフォローアップについて、ご留意

いただきますよう要望します。 

ブロードバンド代替に伴う費用等、電波利用料の活用を含

めて検討していただきますよう要望します。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

いります。 

なお、地方自治体の協力に関して、中継局を廃止しようと

する放送事業者は地方自治体等に対しては事前に説明を行

い、中継局の廃止と視聴継続措置の実施についてあらかじめ

合意を得ることが適当であると考えます。 

８６  ブロードバンド代替等を行う際の工事費用について、電波

利用料の積極的な活用をお願いしたい。 

【読売テレビ放送株式会社】 

無 

８７  地上基幹放送事業者の判断によって中継局が廃止された場

合には、代替的視聴手段への移行費用や移行後の追加的な利

用料金は、原因者負担が前提とも読み取れます。 

一方、『デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方

に関する取りまとめ（第３次）』のＰ17記載、「３．地上基幹

放送をＩＰユニキャストで代替可能とする場合の要件」の

「（２）地域住民の理解を得る上で必要なプロセス」では、伝

送手段の多様化を含めて放送の姿が変わり得るものであるこ

とについて国民的な理解を深めていく必要性も認められるこ

とから、総務省においては、公的機関の立場から必要な支援

に取り組むことが望ましい、とされています。 

この内容を踏まえた費用負担の在り方について、ガイドラ

インに明示されることを要望します。 

【北海道放送株式会社】 

放送事業者の経営判断によってやむを得ず中継局が廃止さ

れた場合に、視聴者に基幹放送の放送番組を視聴するための新

たな費用負担が発生することは適当ではないと考えるため、代

替的視聴手段への移行費用等について、放送事業者はその費用

負担を適切に行うことが適当であると考えます。 

その上で、代替的視聴手段の提供に係る費用負担の在り方に

ついては、中継局の維持・廃止含めて各地域の放送事業者にお

いて検討すべきものです。 

無 

８８  本項の記載内容からは、ランニングコストについても原因

者負担が前提とされている趣旨が読み取れます。しかしなが

ら、このような前提では、コスト面の制約により代替的手段

への移行対象が限定され、結果として、これまで検討会で議

論されてきた「放送の将来像に向かって進む」という方向性

から後退する懸念があります。 

また、『デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方

無 



４３ 
 

 

に関する取りまとめ（第３次）』においては、「（２）地域住民

の理解を得る上で必要なプロセス」の項で、「その重要性に加

え、伝送手段の多様化を含めて放送の姿が変わり得るもので

あることについて国民的な理解を深めていく必要性も認めら

れることから、総務省においては、公的機関の立場から必要

な支援に取り組むことが望ましい」とされています。 

これらを踏まえた費用負担の在り方について、ガイドライ

ンで示されることを要望します。 

【札幌テレビ放送株式会社】 

８９  視聴者に新たな費用負担が発生しないよう配慮する必要は

ありますが、そのコストは放送事業者にとって大きな負担に

なる可能性があります。まずは、国が通信網の整備計画を明

らかにし、その上で放送事業者がどのような代替的視聴手段

を選択するか検討すべきと考えます。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

無 

⑥継続的かつ安定的なサービスの提供 

９０  ガイドライン案の「継続的かつ安定的なサービス提供」に

おいて、放送の中継局代替のための代替的視聴手段の提供に

関する最終的な責任が地上基幹放送事業者にあることが示さ

れた点に賛同いたします。 

地上基幹放送のあまねく努力義務を実質的に維持・確保す

るためには、代替的視聴手段の提供は役務提供事業者ではな

く、地上基幹放送事業者によって責任をもって提供されるこ

とが望ましいと考えます。 

【ＪＣＯＭ株式会社】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 

９１  役務提供において、移行時点において事業継続が厳しいよ

うな事業者を選定すべきではないことには賛同します。一

方、将来に渡って役務が確保できるよう担保することは、円

滑な移行を妨げる恐れがあり、適当でないと考えます。 

【株式会社高知放送】 

本案に対する賛同の御意見として承ります。 

なお、継続的かつ安定的な代替的視聴手段の提供のために、

本ガイドラインも参考に、適切に代替的視聴手段を管理するよ

う努めていただくことが望ましいものです。 

無 

９２  放送事業者が役務提供事業者と協定の締結等を交わし、代 継続的かつ安定的な代替的視聴手段の提供のために、本ガイ 無 
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替提供手段を確保する義務は現実的ではないと考えます。 

【西日本放送株式会社】 
ドラインも参考に適切に代替的視聴手段を管理するよう努め

ていただくことが望ましいものです。 

⑦視聴者への十分な説明及び代替的視聴手段への移行 

９３  「地上基幹放送事業者においては、十分な移行期間を確保

し、視聴者に対して十分な説明を尽くす」ことについては重

要であると考えますが、地域住民への対応については、放送

事業者だけでなく、総務省や自治体に協力をいただくことを

強く要望します。 

【株式会社テレビ朝日】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

９４  「中継局を廃止する際には、その影響を受ける視聴者が代

替的視聴手段への移行を完了又は当該中継局の廃止について

十分理解」していただくために、放送事業者が適切な説明に

努めるとともに、総務省による積極的な支援を期待します。 

【株式会社フジテレビジョン】 

無 

（６）法第９２条第２項とＮＨＫの協力義務 

９５  改正放送法第 92条第 2項は、日本放送協会（ＮＨＫ)の協

力義務について規定していますが、難視聴解消措置において

ＮＨＫに協力を行う事に同意します。 

【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 

改正法による改正後の放送法第 20 条第６項においては、Ｎ

ＨＫは、同条第１項第１号の業務を行うに当たり、当該業務の

円滑な遂行に支障のない範囲内において、民間の地上基幹放送

事業者等が同法第 92 条の責務にのっとり講ずる措置の円滑な

実施に必要な協力をしなければならない旨規定されていると

ころです。 

無 

（７）地上テレビジョン放送を配信サービスによって代替する場合について 

９６  「小規模中継局等による放送の代替手段」としてのＩＰユ

ニキャストについて、「公共性の高い基幹放送の代替として提

供するもの」とした上で「これまで視聴していた受信者に対

し、追加的な費用を転嫁しない」「基幹放送の代替として提供

する配信サービスであり、営利を目的として行われるもので

本案に対する賛同の御意見として承ります。 無 
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はない」と留意すべきとした点について、放送事業者が中継

局共同利用事業において検討を進める方向性と認識を同じく

する記載であり、賛同します。 

【株式会社フジテレビジョン】 

９７  放送法施行規則別表第 21号の５に規定する地域限定同時配

信について、「基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するもの

と認められ、地上基幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継

続的に提供される受容性のある代替的視聴手段であると判断

できる」と明確に規定したことはきわめて重要です。 

その要件のひとつとして「これまで視聴していた受信者に

対し、追加的な費用を転嫁しないこと（受信者から追加的な

視聴の対価を徴収しないこと）」としていますが、初期費用と

月額利用料のうち、後者は一律に追加的な費用とみなすべき

ではありません。 

地域限定同時配信の趣旨を放送番組の権利者や地域住民に

理解いただくにあたり、総務省の役割はきわめて重要です。

▽放送事業者と権利者との間で解釈のずれがあり、民間での

処理が困難となるような場合には、関係省庁が連携して適切

に仲介し解決に尽力すること、▽地域住民への説明には、総

務省が積極的に協力すること――を強く要望します。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

本ガイドライン第２章（７）の当該記述は、地上基幹放送事

業者が代替的視聴手段として配信サービスを選択する場合に、

基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するものとして、地上基

幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継続的に提供される受

容性のある代替的視聴手段と判断できる条件を整理したもの

です。 

その上で、地上基幹放送事業者が、それまで提供してきた中

継局による基幹放送の代替として視聴者に提供するサービス

であることから、地上基幹放送事業者に対して、そのサービス

を提供するに際して、受信者に対し追加的な費用を転嫁しない

こと、営利を目的としないことを求めています。 

また、小規模中継局等のブロードバンド代替に係る権利処理

のうち、著作権法上の解釈については、総務省と文化庁との間

で整理され、「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワー

キンググループ」内で提示されており、本ガイドラインにおい

ても同整理を引用しています。 

なお、本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止す

る場合に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を

実施することを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける

住民・地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等について

は、地上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

９８  本案では、地上基幹放送事業者が提供する代替的視聴手段

についての要件が示されています。放送が公共性の高い社会

インフラであることを鑑みれば、やむを得ずそうした代替的

視聴手段を活用する場合において、放送事業者と権利者との

間で解釈のずれがあり民間だけでの解決が困難な場合には、

関係省庁が連携して解決に尽力することを強く希望します。 

無 
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併せて「これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費

用を転嫁しないこと（受信者から追加的な視聴の対価を徴収

しないこと）」とされていますが、地上放送の再放送をＣＡＴ

Ｖでしか視聴できない集合住宅等の住民が月額利用料を負担

していることに照らせば、受益者負担の公平性の観点から、

初期費用と月額利用料のうち、後者は一律に追加的な費用と

みなすべきではありません。制度の趣旨として指摘されてい

るとおり、民間放送事業者の経済的負担が増加することがな

いことを強く希望します。 

【株式会社毎日放送】 

９９  放送法施行規則別表第 21号の５に規定する地域限定同時配

信について「基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するもの

として、地上基幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継続的

に提供される受容性のある代替的視聴手段であると判断でき

る」と、基幹放送の代替であることを明確に規定されたこと

は重要です。 

地域限定同時配信が基幹放送の代替であることの趣旨を、

放送番組の権利者や代替地域の住民・視聴者に理解いただく

にあたり、総務省や関係省庁の役割は重要です。 

「受信者から追加的な視聴の対価を徴収しないこと」とし

ていますが、長期的な視点として、最低限の設備維持費が発

生する可能性は残されると考えます。 

【株式会社テレビ朝日】 

無 

１００  地上テレビ放送を配信サービスによって代替する場合につ

いて、「地域限定同時配信」として「基幹放送と同等の役務を

視聴者に提供するもの」と明確に規定したことは、重要な意

義があります。 

無 
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代替手段となる配信サービス事業の趣旨について、放送番

組の権利者や地域住民に理解していただくことが重要です。

「地域限定同時配信」の趣旨について、権利者及び地域住民

の理解を得るために、総務省と関係省庁が連携して積極的に

関与していただくよう強く要望します。 

地域住民への説明については、各地域の総合通信局も含め

て総務省が積極的に関与することを、強く要望します。 

【株式会社ＴＢＳテレビ】 

１０１  地域限定同時配信の趣旨について、「地上基幹放送事業者の

責任の下で安定的かつ継続的に提供される受容性のある代替

的視聴手段であると判断」する場合には、放送番組の権利者

や地域住民への説明、事前の合意形成を進めるうえで、総務

省ならびに各地域総合通信局 の果たす役割は極めて重要で

す。官民が連携して取り組むことを強く期待します。また、

放送事業者と権利者との間で解釈の不一致が生じた場合や、

その他の問題が発生した際には、関係省庁が連携して適切に

対応していただくことを望みます。特に地域住民への説明に

際しては、総務省ならびに各地域総合通信局の積極的な協力

を強く要望いたします。 

【朝日放送テレビ株式会社】 

無 

１０２  放送法施行規則別表第 21号の５に規定する地域限定同時配

信について、「基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するもの

と認められ、地上基幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継

続的に提供される受容性のある代替的視聴手段であると判断

できる」と明確に規定したことはきわめて重要です。 

「これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費用を転

嫁しないこと（受信者から追加的な視聴の対価を徴収しない

無 
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こと）」について、地域住民への説明には、総務省が積極的に

協力することを要望します。 

地域限定同時配信の趣旨について、放送事業者と権利者と

の間で解釈のずれが生じた場合は、総務省と関係省庁が連携

して解決に尽力することを強く要望します。 

【北海道放送株式会社】 

１０３  「地域限定同時配信」について「基幹放送と同等の役務を

視聴者に提供するもの」「受容性のある代替的視聴手段である

と判断できる」と規定したことは、地上波テレビ局の経営の

選択肢を増やす観点から極めて重要だ。 

その上で、受信者保護の観点からＩＰユニキャストで「フ

タかぶせ」などが発生せず、地上波テレビと同一の内容を再

送信できるよう、他省庁・権利者団体とのコンセンサス形成

に向けた総務省の強いリーダーシップの発揮をお願いした

い。 

【読売テレビ放送株式会社】 

無 

１０４  小規模中継局の維持・更新が困難な状態にある放送事業者

が、配信サービスによる代替的視聴手段に移行するような場

合には、移行後の利用料金を放送事業者が永続的に負担する

ことは現実的に困難です。視聴者に費用負担が発生するよう

な場合においては、十分な説明を行うことにより理解を求め

ることが適当と考えます。 

【関西テレビ放送株式会社】 

無 

１０５  これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費用を転嫁

しないこと（受信者から追加的な視聴の対価を徴収しないこ

と）としていますが、中継局をやむを得ず廃止する状況のも

とでは、民間放送事業者が一方的に受信者側の費用を負担す

無 
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ることは困難ですので、配慮を求めます。 

【山口放送株式会社】 

１０６  放送法施行規則別表第 21号の５に規定する地域限定同時配

信を中継局による基幹放送の代替とするにあたり、その留意

点として「これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費

用を転嫁しないこと（受信者から追加的な視聴の対価を徴収

しないこと）」となっています。地域限定同時配信のサービス

を受けるには初期費用と月額利用料がかかると想定されます

が、電波視聴していた受信者は、自らアンテナなどの受信環

境を維持・管理していたことに鑑みると、継続的に一定程度

の費用負担をすることは、やむを得ないと考えます。 

地域限定同時配信の趣旨について、放送番組の権利者や地

域住民の理解を得るには、総務省の役割はきわめて重要で

す。放送事業者と権利者との間で解釈のずれがある場合な

ど、関係省庁とも連携して適切に仲介し、解決に導くことを

強く要望します。また、地域住民への説明においては、総務

省も積極的に関与して体制を構築し、自治体とも連携したう

えで対応する必要があると考えます。 

【東海テレビ放送株式会社】 

無 

１０７  著作権法上では、ＩＰマルチキャスト方式、ＩＰユニキャ

スト方式ともに「地域限定特定入力型自動公衆送信」に該当

しますが、本ガイドラインにおける放送法上では、ＩＰマル

チキャスト方式は「有線一般放送」に、ＩＰユニキャスト方

式は「地域限定同時配信」に該当します。ＩＰユニキャスト

方式は、放送の代替的視聴手段であると判断されたわけです

ので、放送法上の「有線一般放送」に整理されていくことを

希望します。 

今後の放送行政に対する御意見として承ります。 無 
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【株式会社テレビ朝日】 

１０８  放送事業者がサステナブルな「放送ネットワーク」を維持

していくためには、小規模中継局及びミニサテライト局の通

信代替（ＢＢ代替等）は有効な手段だと考えます。 

放送インフラの更新は、放送事業者にとって喫緊の課題で

あり、ローカル放送事業者にとっては重要な経営課題です。 

Ｊ－ＢＮ、放送事業者により「ＩＰユニキャスト代替」の検

討が進められている中で、実現に向けた国及び関係自治体によ

る支援をお願いしたいと考えます。 

特に鹿児島～奄美大島ルートの強靱化を図る中で、鹿児島

県十島村にある中之島局エリアをモデルケースと位置づけ、

先行事例として早期の実施を検討していただきたいと要望し

ます。 

【鹿児島テレビ放送株式会社】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場合

に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実施す

ることを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける住民・

地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等については、地

上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

後段については、今後の参考として承ります。 

 

無 

１０９  放送事業者が持続的に事業を継続していく上で、小規模中

継局の通信代替は有効な手段だと考えます。特に、ケーブル

テレビやＩＰマルチキャスト事業者が存在しない地域におい

ては、ＩＰユニキャスト代替が不可欠です。 

放送インフラの更新は喫緊の課題であり、通信代替の早期

実現が望まれます。株式会社日本ブロードキャストネットワ

ーク(Ｊ－ＢＮ)および放送事業者によるＩＰユニキャスト代

替の検討が進められていると承知しており、実現に向けた行

政による支援をお願いいたします。 

また、ＩＰユニキャスト代替の早期実現を可能にするた

め、視聴実態の把握が容易な地域(鹿児島県 中之島局)等をモ

デルケースとした先行事例の実施を検討していただきたいと

考えております。 

無 
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【株式会社南日本放送】 

１１０  これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費用を転嫁

しないこと、との点について賛同いたします。 

なお、営利を目的として行われるものではないこと、との

点については、経済合理性のある代替手段の放送サービスを

提供していくためには、民間の放送サービスを採用すること

も十分考えられます。当該民間の放送サービスにおいて非営

利を求めることは、放送サービスの提供者の参画を阻害する

ことにつながるため、受信者に対して追加的な費用を転嫁し

ないことを条件に、経済合理性がある場合は、営利の民間放

送サービスを利用することも許容すべきと考えます。 

また、上記の営利利用が許容される場合は、すでに放送局

様にて著作権料を支払っていると考えられることから、代替

手段の放送サービスの提供にあたり、追加で著作権料を支払

う必要はないと考えます。これにより、さらに経済合理性の

ある代替手段の放送サービスの提供が実現可能と考えます。 

なお、ガイドライン案の第２章（７）における「配信サー

ビス」についてはＩＰユニキャストを指すものか、代替サー

ビス全般を指すものか整理いただく必要があると考えます。 

【株式会社アイキャスト】 

本ガイドライン第２章（７）の当該記述は、地上基幹放送事

業者が代替的視聴手段として配信サービスを選択する場合に、

基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するものとして、地上基

幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継続的に提供される受

容性のある代替的視聴手段と判断できる条件を整理したもの

です。 

その上で、地上基幹放送事業者が、それまで提供してきた中

継局による基幹放送の代替として視聴者に提供するサービス

であることから、地上基幹放送事業者に対して、そのサービス

を提供するに際して、受信者に対し追加的な費用を転嫁しない

こと、営利を目的としないことを求めているものです。 

なお、本ガイドラインにおける「配信サービス」は、ＩＰユ

ニキャスト方式によるものを念頭に置いているところ、本ガイ

ドライン第２章（７）は、地上テレビジョン放送の代替的視聴

手段の１つとして考えられる配信サービスは放送法施行規則

別表第 21 号の５の「地域限定同時配信」とした上で、著作権

法（昭和 45 年法律第 48 号）第 34 条第１項の「地域限定特定

入力型自動公衆送信」の関係性についても言及したものとなり

ます。 

無 

１１１  受信者保護の観点で、いわゆる「フタかぶせ」が発生しな

いよう、引き続き注力していただきますようお願いいたしま

す。 

【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 

小規模中継局等のブロードバンド代替に係る権利処理のう

ち、著作権法上の解釈については、総務省と文化庁との間で整

理され、「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキン

ググループ」内で提示されており、本ガイドラインにおいても

同整理を引用しています。 

無 

（８）地上ラジオ放送について 

①中波放送 
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１１２  「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」の適用を受けて検証

を行った場合は、視聴継続措置の実施についての公表を継続

すべき期間（１年間）の短縮を可能としたことは妥当です。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

本案に対する賛成の御意見として承ります。 

 

無 

１１３  「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」の適用を受けて検証を

行った場合は、「合理的な理由」があるものとして、視聴継続措

置の実施についての公表を継続すべき期間の短縮を可能とし

たことは適切であると考えます。 

【株式会社文化放送】 

無 

１１４  「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」の適用を受けて検証を

行った場合は、視聴継続措置の実施についての公表を継続すべ

き期間（１年間）の短縮を可能としたことは妥当です。 

【株式会社ＴＢＳラジオ】 

無 

１１５  「ＡＭ局の運用休止に関する特例」に基づく検証結果をも

って、視聴継続措置に該当し得るとする考え方は、現状の取

り組みに準ずるもので賛同いたします。加えて、追加的な負

担や重複措置を放送局に求めないことを要望いたします。 

【株式会社ニッポン放送】 

無 

１１６  ＡＭ放送事業者の経営状況は厳しい状況にあることから、

特例措置に拘ることなく、ＦＭ転換・ＡＭ廃止について柔軟

な制度設計をお願いします。特に弊社においてはＡＭ送信設

備について、メーカーによる保守対応が厳しく、次回の再免

許以降、安定信頼性を担保できる状況にありません。 

【株式会社高知放送】 

今後、ＦＭ転換を可能とする制度整備の検討を進めていく上

での参考として承ります。 

 

 

無 

１１７  「ＡＭ局の運用休止に関する特例」の取組が廃局の重要な

措置であるならば、特例制度を継続的に設けていただくよう

お願いします。収支は非常に厳しい状況であることから、速

無 
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やかにＦＭ転換のスキームを整理いただき、ＡＭ廃局の取組

のさらなる簡素化や迅速化もお願いしたいところです。 

【西日本放送株式会社】 

１１８  「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」により休止している

中継局については、２回目のＡＭ局の運用休止に係る再度の

特例措置終了後直ちに廃局が可能となるような制度整備を要

望します。また、聴取者の混乱を避けるためにも廃局までの

間は引き続きＡＭ局の運用の休止が可能となることも併せて

要望します。 

弊社は１回目の「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」に基

づきＡＭ親局の運用を休止し、山口県及び県内全自治体（19

市町）そして、聴取者のご理解を頂きながら検証を行ってい

ます。よって、ＡＭ親局についても同様に廃止を可能とする

法令等の整備を早急に行うよう要望します。さらに聴取者の

混乱を避けるためにもＡＭ親局の廃止までの間、引き続き運

用休止を要望します。 

【山口放送株式会社】 

無 

② その他ラジオ放送の取扱い等 

１１９  ▽ＦＭ放送及び短波放送の中継局を廃止する場合には本制

度の適用を受ける、▽ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインタ

ーネット配信が本制度の視聴継続措置として提供される代替

的手段になり得るかについては、（中略）ＦＭ転換を可能とす

る制度整備の際に措置する――との記載はたいへん重要で

す。 

ラジオ放送の視聴継続措置の実施および公表については、

ラジオ各社の過度の負担とならないよう、地域ごとの事情や

経営体力に配慮した形で、あらためてガイドラインの整備を

今後検討を進めていく上での参考として承ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

無 
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行うことが必要です。 

総務省はラジオ各社の意見や個別の事情を丁寧に汲み上げ

たうえで、できるだけ早期にラジオ放送の取扱いを具体化す

るよう要望します。 

【一般社団法人日本民間放送連盟
】 

 

 

 

１２０  ラジオ番組のインターネット配信について早期に代替手段

として認めて頂きたい。 

【株式会社高知放送】 

無 

１２１  中継局の廃止・縮小を検討する中で、ＦＭ転換は視聴継続

措置の重要な選択肢となります。地域の情報受信環境の維

持・向上の観点から、周波数割当・免許手続・技術基準の見

直し等、ＦＭ転換を可能とする制度整備を早急に進めること

を強く求めます。 

【株式会社ニッポン放送】 

無 

１２２  別紙３、ガイドライン（案）の 11頁、「（８）地上ラジオ放

送について」の文末、「なお、ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組の

インターネット配信が～代替手段となり得るかについては～

必要に応じ、ＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置する

～」との記載は大変重要なものであり、ＡＭラジオ事業者の

存続が左右される内容でもあります。音声コンテンツを聴取

者へ届けるためのインフラが、時代によって変化しているこ

とを踏まえ、ラジオ事業者の経営に資するよう、可及的速や

かにラジオ放送の取扱いを具体化していただくよう要望いた

します。 

【株式会社ＣＢＣラジオ】 

無 

１２３  『なお、ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組の（中略）ＦＭ転換

を可能とする制度整備の際に措置するものとする。』との記載

無 
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部分、ラジオ局の経営状況を考慮するとｒａｄｉｋｏ等のＩ

Ｐユニキャスト配信は経営への負担が比較的少なく、かつ現

時点において広く普及し、認知が進んでいることを鑑み、検

証結果等を踏まえた上でということですが、是非ともラジオ

中継局を廃止する際の代替的聴取手段に追加するよう要望し

ます。 

またラジオ局毎により事情も異なりますので、各社の地域

性、実情を十分に踏まえた上で、ラジオに関するガイドライ

ンの早期整備を要望いたします。 

【株式会社文化放送】 

１２４  本制度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段と

して、ｒａｄｉｋｏが取り上げられたことは歓迎します。 

実際にその手段となり得るかについては、２回目の「ＡＭ

局の運用休止に関する特例措置」の結果等を十分に踏まえて

いただき、民間ラジオ事業者の更なる経営基盤強化の選択肢

を増やすために、柔軟かつ早急な制度整備を強く要望しま

す。 

【株式会社ｒａｄｉｋｏ】 

無 

１２５  「ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が視

聴継続措置として代替的視聴手段となり得るか」の検討の対

象が「ＦＭ転換を可能とする制度整備」の措置に限定されて

いるよう読み取れます。 

ＦＭ転換に伴う中波放送、その他のラジオの中継局の廃止

によるもの、何れも「基幹放送を受信できなくなる地域」に

向けた視聴継続措置の選択肢は同等であるべきと考えます。 

つきましてはＦＭ放送及び短波放送における中継局の廃止

に対する視聴継続措置としてＦＭ転換と同列の扱いでｒａｄ

無 
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ｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信の検討がされる

ことを希望いたします。 

【長野エフエム放送株式会社】 

１２６  ▽ＦＭ放送及び短波放送の中継局を廃止する場合には本制

度の適用を受ける、 

▽ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本

制度の視聴継続措置として提供される代替的手段になり得る

かについては、（中略） 

ＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置する――との記

載は重要です。 

 

民放連は「デジタル時代における放送制度の在り方に関す

る検討会」第 29回会合（2024年８月 19日開催）において、

「ラジオ中継局のＩＰユニキャスト（ｒａｄｉｋｏを含む）

による代替についても、経営の選択肢を拡げるため、ｒａｄ

ｉｋｏの普及などラジオ特有の事情も踏まえ、コスト面での

実現可能性を十分考慮に入れて、検討いただきたい」と要望

しました。 

 

ＡＭ中継局の廃止に係る聴取継続措置について、ラジオ放

送関連ではケーブルテレビ再放送・ＦＭ補完放送のみとなっ

ており、経営の選択肢が限られています。総務省において検

討を進め、ラジオ中継局を廃止する際の代替的聴取手段とし

て、音声コンテンツを聴取者へ届けるためのインフラが、時

代によって変化していることを踏まえ、ｒａｄｉｋｏによる

聴取を追加するよう要望します。 

 

無 
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ラジオ放送の聴取継続措置の実施および公表については、

ラジオ各社の過度の負担とならないよう、地域ごとの事情や

経営体力に配慮した形で、あらためてガイドラインの整備を

行うことが必要です。 

 

総務省はラジオ各社の意見や個別の事情を丁寧に汲み上げ

たうえで、できるだけ早期にラジオ放送の取扱いを具体化す

るよう要望します。また、ＦＭ転換後の聴取補完としてｒａ

ｄｉｋｏによる聴取を追加するよう要望します。 

【株式会社ＴＢＳラジオ】 

１２７  ラジオの聴取方法は多様化しています。有識者の皆様から

も、ネット経由のラジオ視聴は年々利用率が上がっていると

の報告が聞こえてきています。ポータブルラジオは購入しな

ければなりませんが、ラジコは「無料アプリ」でハードを所

有できることを考えると、普及も含め、代替的視聴手段にな

りえていると考えます。 

【西日本放送株式会社】 

無 

１２８  ラジオ中継局の代替的手段としてｒａｄｉｋｏ等のＩＰユ

ニキャスト配信について「ＦＭ転換を可能とする制度整備の

際に措置する」という記載は、極めて重要です。インターネ

ットによる音声コンテンツの聴取が拡大している時代の変化

を反映させて、「ＡＭ局の運用休止に関する特例」を適用され

る場合に限らず、ＦＭ転換を通じてラジオ中継局を廃止する

場合の代替的手段としてｒａｄｉｋｏ等のＩＰユニキャスト

配信を明確に規定するよう強く要望します。 

ラジオ放送の視聴継続措置の実施および公表については、

ラジオ事業者の過度な負担にならないよう、地域の事情や各

無 



５８ 
 

 

事業者の経営状況に配慮して運用することが重要です。 

【株式会社ＴＢＳテレビ】 

１２９  ｢ｒａｄｉｋｏ等のインターネット配信が本制度のラジオ番

組の視聴継続措置として提供される代替的手段になり得るか

について、(中略)ＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置

する｣ということについて、ｒａｄｉｋｏを候補に挙げていた

だいたことに歓迎するとともに、ラジオ事業者としまして

は、ｒａｄｉｋｏを正式な「代替的視聴手段」として早期に

位置づけて頂くよう強く要望いたします。 

【朝日放送ラジオ株式会社】 

無 

１３０  ラジオ放送の視聴継続措置として、今後ＦＭ転換を可能と

する制度整備において認められる視聴継続措置（ｒａｄｉｋ

ｏ等のインターネット配信を追加する等）は、既存の FMラジ

オ放送および短波放送等、ＦＭ転換に係るラジオ事業者以外

においても、同等に認められるべきと考えます。 

【株式会社エフエム東京】 

無 

１３１  ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制

度の視聴継続措置として提供される代替的手段になり得るか

については、（中略）総務省において検討し必要に応じ、ＦＭ

転換を可能とする制度整備の際に措置する――との記載はた

いへん重要です。一方、ラジオ放送の視聴継続措置の実施お

よび公表については、ラジオ各社の過度の負担とならないよ

う、地域ごとの事情や経営体力に配慮した形で、あらためて

ガイドラインの整備を行うことが必要です。 

ＦＭ転換の制度整備は、今後のＡＭの設備投資計画にも大

きな影響があります。総務省は各ラジオ社の意見や個別の事

情を丁寧に汲み上げたうえで、できるだけ早期にラジオ放送

無 
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の取り扱いを具体化するよう要望します。 

【北海道放送株式会社】 

１３２  ｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制

度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段となり得

るか検討を進めることに賛同します。その上で、ｒａｄｉｋ

ｏ等のインターネット配信を代替的視聴手段として認めてい

ただけるよう要望します。 

【株式会社ＭＢＳラジオ】 

無 

１３３  ラジオ放送の聴取継続措置の実施および公表については、

地域ごとの事情や各社の経営体力に十分配慮した上で、あら

ためてガイドラインの整備を行うことを望みます。 

総務省はラジオ各社の意見や個別の事情を十分に汲み上げ

た上で、できるだけ早期にラジオ放送の取扱いを具体化する

よう、強く要望します。 

【株式会社ＳＴＶラジオ】 

無 

１３４  「ｒａｄｉｋｏ等によるラジオ番組のインターネット配信

が、本制度における視聴継続措置として代替的視聴手段とな

り得るか否かについては、第２回『ＡＭ局の運用休止に関す

る特例』における検証結果等を踏まえ、総務省において検討

し、必要に応じてＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置

する」とされています。 

しかしながら、この点は、ＡＭ局の設備投資計画に直接的

かつ重大な影響を及ぼすものであり、放送の継続性を確保す

る観点からも、早期の制度整備が強く求められます。 

【札幌テレビ放送株式会社】 

無 

１３５  ＡＭのＦＭ転換に関する制度整備に際して、総務省にて検

討するとされている「ラジオ放送に対する代替措置の検討」

無 
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においては、既存ＦＭ局の中継局に関しても本制度を適用す

るとされていることから、ＡＭ局のみならず、既存ＦＭ局か

らの意見聴取も実施されることを希望する。 

また、検討においては、ＡＭ局と同様、既存 FM局において

も昨今のメディアを取り巻く環境の変化により、中継局の維

持管理も経営上の大きな負担となっている現状にも配慮頂き

たい。 

 

ｒａｄｉｋｏがラジオ放送の中継局の代替的手段になり得

るかについて、総務省でも検討されていることは大変重要で

ある。我が国の民放ラジオ放送においては、既にｒａｄｉｋ

ｏによる配信サービスが長年実施されており、各ラジオ局の

放送エリアのリスナーには十分に認知され、サービスが享受

されていると理解している。 

そういった現状も踏まえ、ＡＭ局のＦＭ転換等に、ｒａｄ

ｉｋｏ等のＩＰ配信が代替サービスとして認められ、また既

存 FM局の中継局における代替サービスに関しても同様の扱い

となることを希望する。 

【株式会社Ｊ－ＷＡＶＥ】 

１３６  現在、各ラジオ社で２回目の特例検証が進められていま

す。この検証結果に基づき、ｒａｄｉｋｏを代替手段とする

ための制度整備と適切な措置を速やかに実施していただくよ

う、お願いいたします。 

【株式会社南日本放送】 

無 

１３７  本制度の視聴継続措置として提供される代替的視聴手段と

して、ｒａｄｉｋｏが取り上げられたことは大変重要であ

り、歓迎致します。 

無 
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実際にその手段となり得るかについては、２回目の「ＡＭ

局の運用休止に関する特例措置」の結果等を踏まえた上で、

出来るだけ早期に柔軟な制度整備が行われる事を強く要望致

します。 

【株式会社ＦＭ802】 

第３章 視聴継続措置の実施内容の公表（法第 110条の２第２項関係） 

（２）省令条文解説（施行規則第 86 条の３関係） 

① 「法第九十二条第二項の措置（以下この条において「視聴継続措置」という。）を講ずることとした日から遅滞なく」 

１３８  視聴者への代替的視聴措置などの１年前の公表について

「視聴者の理解を得るために十分な期間を確保する」ために

も必要性は理解しますが、指定された公表内容には１年前の

段階では不確定な要素を含みますので、その点についてご留

意をお願いします。 

また、公表内容の周知広報については、総務省・自治体の

協力を要望します。 

【株式会社テレビ朝日】 

本案においては、御指摘のような状況も考慮し、廃止する中

継局の情報及び廃止する予定の時期並びに視聴継続措置の実

施に関する問合せ先については必須の公表事項としつつ、その

他事項はその「見込み」による公表を可能とし、以後に見込み

で公表した事項を変更して再度公表することとしたところで

す。 

なお、本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止す

る場合に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を

実施することを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける

住民・地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等について

は、地上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

⑬視聴継続措置の対象地域 

１３９  電波法第 14条第３項第２号の規定により基幹放送の業務の

放送免許に記載された放送区域に加え、その区域外に及ぶ広

範な地域まで視聴継続措置の対象とはせず、あまねく努力義

務を負っている放送区域、あるいは放送対象地域のいずれか

狭い地域を対象とすることを要望します。 

本制度は、地上基幹放送事業者がこれまで負ってきたあまね

く努力義務と同様、放送対象地域をその対象範囲とするもので

す。また、地上基幹放送事業者が、やむを得ず中継局を廃止す

る場合には、適切に視聴継続措置を実施するために、放送対象

地域内において中継局を廃止した場合の影響を把握するよう

無 
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【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 努める必要があるものです。 

１４０  地上民放事業者に課されているのは「あまねく受信の努力

義務」です。免許上の放送区域外での視聴継続措置まで求め

れば、地上民放事業者に過度な負担を強いられることになり

ます。視聴継続措置の対象は、あくまでも放送区域に限って

いただけるよう強く要望します。 

【日本テレビ放送網株式会社】 

無 

⑭視聴継続措置の対象者 

１４１  放送番組の視聴のための措置の公表 の中で、「四 聴取継続

措置の対象者」とあります。この公表は、どのように取り扱

うものでしょうか？個人的情報のように思えますが、補足を

お願いできますでしょうか 

【西日本放送株式会社】 

公表内容には個人を特定する情報は当然含めずに公表する

ことを想定しています。例えば、視聴継続措置の対象地域に

おいて、すでにケーブルテレビ等で放送を受信しており中継

局の廃止によっても影響を受けない世帯の扱いはどうするの

か、自然人であっても個人事業主の扱いはどうするのか、組

合や法人の扱いはどうするのか等について放送事業者で整理

した上で、視聴継続措置の対象者として公表することを想定

しています。 

無 

１４２  各視聴者様の混乱防止や公平感確保の観点から、視聴継続

措置の対象者となる条件について、明確としていただく必要

があると考えます。 

例えば、対象区域に居住している時期や期間、転居された

方の考え方、対象者の確認方法等の定義や運用の整備につい

て検討すべきと考えます。 

【株式会社アイキャスト】 

今回の放送法施行規則の改正及びガイドラインの策定は、地

上基幹放送の中継局を廃止する際の受信者保護規律を整備し、

望ましい取組の明確化を図るものとなります。御指摘のよう

に、視聴継続措置の対象者等が不明確の場合は、視聴者の混乱

が生じるおそれがあるため、今回、放送法施行規則第 86 の３

第２項として視聴継続措置の実施に当たり公表すべき事項を

定めたもので、廃止する中継局ごとに放送事業者で対象者等の

情報について整理した上で、放送事業者がそれら事項を公表す

ることにより明確になるものと考えます。 

無 

⑰「視聴継続措置の実施期間及び代替的視聴手段の利用に係る情報（申込期間その他申込みに必要な情報を含む。）」 

１４３  本ガイドライン案では、地上テレビジョン放送の代替的視聴 放送事業者の経営判断によって中継局が廃止された場合 無 
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手段の対象として、ケーブルテレビ等の多チャンネル放送は追

加的役務となり、役務の保証範囲外となることが想定されてい

ます。そのため、地上基幹放送事業者は視聴者が適切にサービ

スを選択できるよう、「代替的視聴手段」として提供される役

務と商用ケーブルテレビを切り分け、役務の保証範囲を明確に

する必要があるとされています。 

視聴者に不利益が生じない提供方法は視聴者保護の観点から

望ましく、これに賛同いたします。また、例えば視聴者が保証

範囲外の追加的役務を選択した後に「代替的視聴手段」を希望

した場合、保証範囲の対象である「代替的視聴手段」の提供を

受けられるのか等、想定される状況についてもあわせて説明が

されることも重要と考えます。 

 

ガイドライン案では、「地上基幹放送事業者は中継局を廃止

する場合には、地上基幹放送事業者自らの責任においてその中

継局を廃止する予定の時期の公表に併せて具体的な代替的手段

に係る情報も公表する必要がある。」とされ、「代替的視聴手段

の利用に係る情報」として、「サービスの保証期間」が示され

ました。 

アナログ放送から地上デジタル放送への移行で多くの地域の

電波障害は解消されましたが、一部の受信障害が残りました。

そのため、ケーブルテレビ加入に伴う費用負担は、受信障害の

起因者が責任を負い、受信障害が起こった世帯と起因者による

応分の負担とされ、割安な金額でケーブルテレビによる再放送

が提供されました。（「都市受信障害対策共同受信施設の地上デ

ジタル放送対応に係る考え方」（通達）総情域第 151号（平成

18年 11月 27日）） 

に、視聴者に基幹放送の放送番組を視聴するための新たな費

用負担が発生することは適当ではないと考えるため、代替的

視聴手段への移行費用等について、放送事業者はその費用負

担を適切に行うことが適当であると考えます。 

その上で、代替的視聴手段の提供に係る費用負担の在り方

については、中継局の維持・廃止含めて各地域の放送事業者に

おいて検討すべきものです。 

御指摘の保証期間については、当該検討の中で決められる

べき事項の一つと考えられ、本ガイドラインを参考に放送事

業者において適切に対応することが望ましいものです。 



６４ 
 

 

その際も代替サービスの保証期間が設定されており、期間満

了後に長年代替サービスを利用してきた視聴者が、これまで無

料または安価で利用出来ていたサービスが、保証期間満了に伴

い終了すること、承継サービスに切り替わること等に不満を感

じる例が発生しています。起因者は、契約に基づき費用負担を

終了する為、対象視聴世帯への説明を含め、サービス提供事業

者に負担が生じる事態が起こっています。 

そのため、今回の放送の代替的視聴手段の「サービス保証期

間」については、放送法に基づく地上基幹放送事業者のあまね

く受信努力義務が続く限り、視聴者保護の観点から、地上基幹

放送事業者が視聴手段の確保と費用負担を行うこと。また、保

証期間後に予想される事態についても、あらかじめ対象視聴世

帯に丁寧な説明をすることが適切であると考えます。 

【ＪＣＯＭ株式会社】 

１４４  本案には、中継局廃止後のコールセンター開設の過去事例の

記載がありますが、仮に BB代替を実施する場合には同様のコ

ールセンター対応が必要であると考えます。但しその場合、民

間放送事業者側の人的リソース不足や経済的困難性を勘案し、

住民説明同様に総務省や地方自治体など行政の協力や費用の補

助を要望します。 

【株式会社毎日放送】 

本制度は、やむを得ず地上基幹放送の中継局を廃止する場

合に、地上基幹放送事業者の責任において視聴継続措置を実

施することを求めるものであり、中継局廃止の影響を受ける

住民・地方自治体への説明や代替的視聴手段の確保等につい

ては、地上基幹放送事業者が主体的に取り組むべきものです。 

その上で、総務省としては、放送事業者の取組に必要な支援

を検討してまいります。 

無 

 



                                       資料３  

電波監理審議会会長会見用資料                  
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電波監理審議会（第 1146回）報告資料 

 ＮＨＫ令和６年度決算の概要 

１．予算との比較  

（１）一般勘定 

 
Ｒ６予算 Ｒ６決算 

Ｒ６予算 

からの増減 

 
Ｒ５決算 

事 業 収 入 ６，０４５ ６，１２５ ７９  ６，５３１ 

 受 信 料 ５，８３２ ５，９０１ ６９  ６，３２８ 

 そ の 他 ２１３ ２２３ ９  ２０３ 

事 業 支 出 ６，６１６ ６，５７４  △ ４２  ６，６６８ 

 国内放送費 ３，２９１ ３，２９１ △０．４  ３，２８５ 

 国際放送費 ２０６ １９８ △  ７  ２００ 

 
国内放送番組
等 配 信 費 １１５ １１５ △０．３  １１５ 

 
国際放送番組
等 配 信 費 ２６ ２４ △  １  ２４ 

 契約収納費 ４１７ ４１５ △  １  ４５０ 

 受信対策費 ８ ７ △０．７  ６ 

 人 件 費 １，４５４ １，４３０ △ ２３  １，５４３ 

 予 備 費 ３ － △  ３  － 

 そ の 他 １，０９４ １，０９０ △  ３  １，０４０ 

事業収支差金 △５７０ △４４９ １２１  △１３６ 

※Ｒ６年度予算額は、予算総則に基づく増減を踏まえた額を記載。 

 

【令和６年度決算のポイント】 

○ 令和６年度は５７０億円の赤字予算に対し、４４９億円の赤字決算。 

【赤字額縮小の要因】 

 受信料収入増（６９億円）等による事業収入の増：７９億円 

 人件費（△２３億円）の減等による事業支出の減：△４２億円 

○ 令和６年度末時点の受信料支払数は、３，８９３万件で、令和６年度予算作成時の見込

みに比べて１１万件の増加（ただし、令和５年度末比では４８万件の減少）。 

○ 中期経営計画期間（令和６年度～８年度）における受信料の値下げのための「還元目的

積立金」の残高は１，３７５億円。 

○ 放送センターの工事等のための「建設積立資産」の残高は１，３４８億円。 

 

 

 

（単位：億円 端数切捨て） 
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【財政安定のための繰越金及び還元目的積立金の状況】 （単位：億円 端数切捨て） 

区  分 Ｒ５年度末 Ｒ６年度増減 Ｒ６年度末 

財政安定のための繰越金 ５２７ △１１０ ４１６ 

還 元 目 的 積 立 金 １，９５４ △５７９ １，３７５ 

 「財政安定のための繰越金」から、建設費の財源として１１０億円を取り崩し、令和６

年度末の残高は４１６億円。 

 「還元目的積立金」から、事業収支差金の不足額４４９億円と資本収支差金の不足額１

３０億円に使用するため、５７９億円を取り崩し、令和６年度末の残高は１，３７５億

円。 

 

（２）有料インターネット活用業務勘定 

 
Ｒ６予算 Ｒ６決算 

Ｒ６予算 

からの増減 

 
Ｒ５決算 

事 業 収 入 ５８．１ ６５．４ ７．２ 
 

５８．１ 

 放送番組等有料

配信業務収入 
５８．１ ６５．４ ７．２ 

 
５８．１ 

 雑 収 入 － ０ ０  ０ 

事 業 支 出 ５７．２ ５６．３ △ ０．８ 
 

３６．６ 

 配 信 費 ５２．８ ５２ △ ０．７  ３４．２ 

 そ の 他 ４．３ ４．３ △０．０５  ２．３ 

事 業 収 支 差 金 ０．９ ９ ８．１ 
 

２１．５ 

※Ｒ６年度予算額は、予算総則に基づく増減を踏まえた額を記載。 

【令和６年度決算のポイント】 

○ 令和６年度の有料インターネット活用業務勘定は、０．９億円の黒字予算に対し、 

９億円の黒字決算。 

 

 

 

 ○ 事業収支差金９億円は一般勘定へ繰り入れ。  

【黒字額拡大の要因】 

 放送番組等有料配信業務収入の増：７．２億円 

（単位：億円 端数切捨て） 
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２．業務報告書の概要  

放送番組等の 

概況 

〔国内放送〕 

・ 公共放送としての使命に徹し、信頼性あるジャーナリズム機能と文化創造

機能を一層向上させ、公正な報道と多様で質の高い放送番組を提供するこ

とを基本とした。 

・ 番組改定を行い、総合テレビジョンでは、平日午後１時台から５時台を生

放送とすることで全国各地のニュースや生活情報を多様な手法で伝える

とともに緊急報道対応を強化したほか、平日及び土曜夜間に多彩な教養番

組を新設した。 

・ 東日本大震災関連番組や能登半島地震関連番組、夏期特集として戦争と平

和を考える番組を編成するなど、年間を通じて特別編成を随時実施した。 

・ ＮＨＫ ＢＳでは、広域性や大容量性といった衛星放送の特性を生かして

国内外の最新動向を伝えるとともに、過去の優れた文化の保存や文化の育

成・普及を図るチャンネルとして、報道、スポーツ、教養、エンターテイ

ンメント番組を中心に編成し、マルチ編成を随時実施した。 

〔国際放送〕 

・ 番組改定を行い、日本の視座に立った多彩なドキュメンタリー番組や多様

性を尊重し相互理解を促進する番組を充実した。 

・ ８月に放送したラジオ国際放送等の中国語ニュースで、中国籍の外部スタ

ッフが、沖縄県の尖閣諸島の帰属などをめぐって、原稿にはない、日本政

府の公式見解等とは異なる発言を行った。これは、自ら定めた「ＮＨＫ国

際番組基準」に抵触することなどから、原因の究明と再発防止策の検討に

あたり、９月、調査報告書を公表した。ラジオにおける英語以外の外国語

ニュースの生放送から事前収録への変更、ガバナンスの強化、中国語ニュ

ース等におけるＡＩによる音声読み上げの試験運用の実施等、再発防止策

に取り組んだ。 

〔インターネット活用業務〕 

・ 実施基準については、有料インターネット活用業務勘定に関する規定等に

ついての変更（７年４月１日施行）及び放送法改正によるインターネット

業務の必須業務化に伴い新たに任意的配信業務の実施に必要な事項を定

めた実施基準とするための変更（同年１０月１日施行）について、１２月、

総務大臣の認可を得た。 

・ 地上テレビ常時同時配信・見逃し番組配信として「ＮＨＫプラス」のサー

ビスを実施した。 

営業及び 

受信関係業務の

概況 

・ 受信料支払率は、77.5％（令和５年度末 78.4％）となった。 

・ 従来の巡回訪問を中心とした契約・収納活動からの抜本的な構造改革を推

進し、受信料の公平負担と営業経費の削減に取り組んだ。 

・ 受信料の支払いについて、支払督促の申し立て（125件）、未契約者につい

て、受信料及び割増金の支払いを求める民事訴訟の提起（20件）を行った。 

放送設備の 

建設改修及び 

運用の概況 

・ 放送センター建替について、第Ⅰ期工事を進めた。 

・ 大型スタジオ等を備えた映像制作拠点となる川口施設（仮称）の工事を進

めた。 

・ 津波による浸水に備え、高知放送会館のサブステーションの整備を進め

た。 
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放送技術の研究 

・ ３次元テレビの表示については、物体から目に届く光線を再現するライト

フィールド技術の研究を進め、自然な立体像を表示する携帯端末型ディス

プレー及び頭部搭載型のディスプレーについて、映像品質を改善した。 

・ ＣＧを用いた手話アニメーションを自動生成する技術の研究では、ニュー

スの日本語文から手話ＣＧを生成するための翻訳技術と手話特有の表現

を制作できる手話ＣＧシステムの開発を進めた。 

業務組織の概要 

及び職員の状況 

・ １２月、新たに藤本雅彦（東北大学総長特別補佐・大学院経済学研究科教

授・地域イノベーション研究センター長）が経営委員会委員に任命された。 

・ 「ＮＨＫグループ 働き方改革宣言」の実現に向けて、長時間労働に頼ら

ない組織風土づくりを一層進め、業務改善や多様な働き方の浸透・支援を

進めた。 

・ 産業医による面接指導の強化、職員の勤務・健康状況の点検日の設置等に

よる健康への意識醸成等、一人ひとりの健康状態をふまえた、きめ細かな

健康確保施策に取り組んだ。 

・ 令和１２年度末までにＣＯ２排出量を５０％削減（平成３０年度比）する

ＣＯ２削減目標の達成に向けて、設備の省エネルギー化や再生可能エネル

ギーの導入を進めた。 

・ 要員について、本部管理部門・地域放送局の業務体制の見直し等による削

減を行う一方で、取材・制作部門等への増員配置を行い、令和６年度末の

人員は 9,975人となった。 

・ 女性職員比率は、23.5％（令和５年度末 22.9％）、女性管理職の割合は

13.5％（同 12.0％）であった。 

内部統制に関す

る体制等及びそ

の運用状況 

・ 会長等は、協会の業務並びに協会及びその子会社から成る集団の業務の適

性を確保するために必要な体制の整備及び監査委員会の職務の執行のた

め必要な事項についての経営委員会議決等を遵守して職務にあたった。 

子会社等の概要 

・ 中期経営計画の実現に向けた体制構築とガバナンス強化のため、グループ

経営改革を進めた。 

・ 関連事業持株会社の株式会社ＮＨＫメディアホールディングスは、傘下子

会社の管理部門の業務集約や効率化、内部監査機能の強化等を進めた。 

その他 
・ 放送法の改正等を踏まえ、令和７年１月、「ＮＨＫ経営計画（２０２４－２

０２６年度）」の修正を行い、公表した。 

 



資料４ 

電波監理審議会会長会見資料 
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Ⅰ はじめに 

社会全体のデジタル化の進展により、電波の利用ニーズの拡大が予想される中、有限希少

で国民共有の財産である電波の一層の有効利用が求められている。 

電波の有効利用の程度の評価（有効利用評価）については、平成15年度より総務大臣が電

波の利用状況調査に基づき行ってきたところ、技術の進展等に対応したより適切な評価を行

うため、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和4年法律第63号。以下「改正電波法」

という。令和4年10月1日施行）により、電波監理審議会が行うこととされ、令和4年度の電

波の利用状況調査より電波監理審議会が有効利用評価を実施しているところである。 

当審議会では、令和6年度電波の利用状況調査（各種無線システム・714MHz以下の周波数

帯）の結果を踏まえ、当審議会の下に設定した有効利用評価部会（以下「部会」という。）

を計6回開催し、有効利用評価方針に基づき、有効利用評価を行った。 

有効利用評価は、重点調査の調査結果に対する評価及び714MHz以下の周波数帯を3つに区

分した周波数区分ごとの評価について、それぞれ定性的に行った。また、総合通信局（沖縄

総合通信事務所を含む。以下同じ。）の管轄区域ごとの調査結果に基づく評価を行った。 

 審議会第 1140 回（令和 7 年 3 月 7日） 調査結果の報告

 部会第 43 回（3 月 21 日） 調査結果の概要報告 

 部会第 44 回（4 月 3 日） 重点調査結果の詳細報告 

 部会第 45 回（4 月 24 日） ・重点調査結果の評価結果案の検討

・周波数区分①50MHz以下、②50MHz超 222MHz以下及び

③222MHz 超 714MHz 以下（以下「区分①～③」という。）

の詳細報告

 部会第 46 回（5 月 15 日） ・区分①～③の評価結果案の検討

・総合通信局ごとの調査結果の詳細報告

 部会第 47 回（6 月 12 日） ・総合通信局ごとの評価結果案の検討

・評価結果(案)の取りまとめ

 審議会第 1144 回（6 月 23 日） 評価結果(案)の審議

（6 月 24 日から 7 月 23 日 評価結果(案)の意見募集を実施） 

 部会第 48 回（8 月 6 日） 意見募集に対する提出意見への考え方案の検討 

 審議会第 1146 回（8 月 20 日） 意見募集に対する提出意見への考え方の審議、

評価結果の公表 
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評価を行った重点調査の対象システム及び周波数区分を次に示す。 

＜評価を行った重点調査の対象システム＞ 

重点調査の対象は、電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に関する省令

第 6 条に規定する重点調査の実施に係る基本的な方針（令和 2 年総務省告示第 126 号）に基

づき、以下のいずれかに該当するものから選定することとされている。 

(1) 周波数割当計画1において周波数の使用期限等の条件が定められている周波数の電波を使

用している電波利用システム

(2) 周波数再編アクションプランにおいて対応が求められている電波利用システム

(3) 新たな電波利用システムに関して需要がある周波数を使用している電波利用システム

(4) 周波数割当てに関する国際的動向その他の事情を考慮して、周波数の再編に関する検討

が必要な電波利用システム

令和 6 年度は、都道府県防災行政無線（アナログ方式及びデジタル方式）が重点調査対象

システムとして調査結果の報告がなされ、次に示す周波数帯及び無線局の局種ごとに分析し、

評価を行った。 

・都道府県防災行政デジタル無線(260MHz 帯)(固定局)

・都道府県防災行政デジタル無線(260MHz 帯)(基地局・携帯基地局)

・都道府県防災行政デジタル無線(260MHz 帯)(陸上移動局・携帯局)

・都道府県防災行政無線(150MHz 帯)(固定局)

・都道府県防災行政無線(150MHz 帯)(基地局・携帯基地局)

・都道府県防災行政無線(150MHz 帯)(陸上移動局・携帯局)

・都道府県防災行政無線(400MHz 帯)(固定局)

・都道府県防災行政無線(400MHz 帯)(基地局・携帯基地局)

・都道府県防災行政無線(400MHz 帯)(陸上移動局・携帯局)

＜評価を行った周波数区分＞ 

利用状況調査の結果の概要は、電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に

関する省令（平成14年総務省令第110号）第8条に基づき、周波数の特性、電波の利用形態

その他の事情を勘案して適切な周波数帯等ごとに取りまとめることとされている。 

令和 6 年度の 714MHz 以下の周波数帯については、次の 3 区分の周波数帯に係る調査結果

の報告がなされ、当該区分ごとに分析し、評価を行った。 

１ 50MHz 以下 

２ 50MHz 超 222MHz 以下 

３ 222MHz 超 714MHz 以下 

なお、電波の利用状況調査は、電波法第 103 条の 2 第 4 項第 2 号に規定される総合無線局

管理ファイルに記録されている情報の整理（以下「PARTNER 調査」という。）及び電波法第

26 条の 2第 3項の規定に基づき免許人等に対して報告を求める事項の収集（以下「調査票調

査」という。）、電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に関する省令第 5

条第 2 項の規定に基づく電波の発射状況に係る調査（以下「発射状況調査」という。）に基

づき実施されている。 

1 電波法第 26 条第１項に規定する周波数割当計画をいう。
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有効利用評価方針の評価基準を次に示す。 

＜有効利用評価方針の評価基準（各種無線システムに係る部分を抜粋）＞ 

三 評価の事項、方法及び基準 

3 電気通信業務用基地局及び公共業務用無線局以外の無線局に係る評価は、当該無線局に

係る利用状況調査の結果を分析し、次に掲げる事項により行うものとする。 

(1) 評価の事項

ア 無線局の数

イ 無線局の行う無線通信の通信量

ウ 無線局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関する状

況（以下「技術導入状況」という。） 

エ 総務省令に規定する事項（免許人の数、無線局の目的及び用途、無線設備の使用技術、

無線局の具体的な使用実態、他の電気通信手段への代替可能性、電波を有効利用するた

めの計画、使用周波数の移行計画） 

(2) 評価の方法及び基準

評価は、次に掲げる事項を分析し、定性的に行うものとする。

ア (1)評価の事項アからエまでに掲げる事項の実績、推移等に係る電波の有効利用の程

度の状況又は今後の見込み 

イ 電波の利用の停止、周波数の共用及び移行並びにデジタル化に向けた対応の状況

ウ 評価結果に基づき総務省が策定する周波数再編アクションプランへの対応の状況

エ 周波数割当計画において、使用の期限等の条件が定められている周波数の電波を使用

している無線局については、当該条件への対応の状況 

オ 新たな電波利用システムに関する需要の動向

4 重点調査対象システムについては、1から 3までに掲げる事項のほか、実測による発射状

況等を分析することにより評価を行うものとする。 

5 1 から 4までに掲げる事項の評価にあたっては、次に掲げる事項を考慮するものとする。 

(1) 電波の利用を停止し、又は周波数を変更した場合における次に掲げる事項に直接的かつ

重大な影響を及ぼす可能性

ア 公共の安全、秩序の維持等のための電波の利用

イ 非常時等における人命又は財産の保護等のための電波の利用

ウ 国民生活の利便の向上並びに新規事業及び雇用の創出その他の経済発展のための電波

の利用 

エ 電波の有効利用技術の開発等科学技術の進歩及びそれに貢献するための電波の利用

(2) 電波の利用形態に応じた災害等への対策や継続的な運用を確保するための取組の状況
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Ⅴ 総括 

本件「令和 6年度電波の利用状況調査（各種無線システム・714MHz 以下の周波数帯）に係

る電波の有効利用の程度の評価結果」は、令和 4 年改正電波法に基づき、電波監理審議会が

行う 714MHz 以下の周波数帯に係る 2 回目の評価である。 

本評価は、有効利用評価方針に基づき、714MHz 以下の周波数帯において、重点調査対象シ

ステムの評価、3 つの周波数区分ごとの評価及び総合通信局の管轄区域ごとの評価を定性的

に行った。 

最後に、令和 6 年度の評価結果を総括するとともに、今後の調査及び評価に向けた課題等

について記載する。 

＜評価結果の総括＞ 

電波の有効利用に関しては、アナログ方式のものをデジタル化、或いは、他システムへ移

行・代替を行って利用帯域を整理するなど効率的な利用を図りつつ、国際的な動向も踏まえ、

新たな電波利用ニーズに対して迅速かつ適切に対応し、電波の利活用を促進することの両輪

をもって実現されるものである。 

714MHz以下の周波数帯に係る3つの区分は、過去の評価結果を踏まえて利用状況調査がな

され、利用状況や課題を調査結果として的確に整理されていることが認められる。また、周

波数再編アクションプラン（令和 6 年度版）に記載されているデジタル化或いは他システム

への移行・代替の進展や、新たな電波利用の需要に応じるための制度整備の実施などに関し、

同プランに記載されている取組がおおむね着実に遂行されていることから、いずれの区分に

おいても「電波の有効利用は一定程度図られている」と評価した。更なる電波の有効利用に

向け、今後、総務省においては、各区分の評価に示した取組を検討、実施していくことが適

当である。 

今後、本評価結果が、周波数再編アクションプランに適切に反映され、更なる電波の有効

利用の促進につながることを期待する。 

＜評価結果における課題等の概要＞ 

（重点調査関係） 

・都道府県防災行政無線において、デジタル方式以外にも移行・代替の候補となり得る

システムがあることを、具体的に免許人に紹介することで、移行・代替を促進するこ

とについて検討すべき。 

・デジタル方式の導入に際してコストが課題となっていることの解決のため、安価なデ

ジタル方式の導入を検討すべき。
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（50MHz 以下の周波数区分関係） 

・様々な周波数帯において新たな電波利用ニーズへ迅速に対応がとれるよう、国内外の

動向やニーズを注視していくことが望ましい。

（50MHz 超 222MHz 以下関係） 

・新たな電波利用システムの規格の策定に当たっては、利用者の求めるスペックに対す

るコスト見合いなども考慮した検討がなされることを期待。

（222MHz 超 714MHz 以下関係） 

・無線局数が顕著に減少しているシステムについては、減少動向を注視するとともに、

他システムへの移行状況や移行予定等の調査を行い、中長期的な課題として当該周波

数帯を含む全般的な周波数の整理、再編について検討を進めていくべき。

・他システムへの移行・代替の検討にあたり、人命や財産の保護などを目的とする公共

業務用無線局については、自営無線と通信サービスの活用のバランスが重要であるこ

とにも留意する必要。

・アマチュア無線については顕著に減少しており、引き続き、ワイヤレス人材育成の裾

野を広げることに資する取組を進めるとともに、国際的な電波の利用動向や新たな電

波システムの需要等を踏まえ、将来的なアマチュア無線全体の周波数割当ての見直し

や更なる共用の推進に向けた検討を進めていく必要。（他の周波数区分も同様）

＜今後の調査及び評価に向けた検討課題等＞

①調査について

各章の評価結果において記載した課題の概要を以下に記載する。

・期待する回答が得られるよう、今後、設問の趣旨を明確にしながら、回答選択肢につ

いては類型化して最小限とし分かりやすくする、理由が必要なものはその理由を問う

など、工夫が必要。

・各総合通信局の管轄区域ごとの調査結果の整理においては、電波利用の地域的な特色

の傾向を把握、分析に資する整理が必要である一方、有意でない図表は削除するなど、

見直しが必要。

・免許人や無線局数の増減のみでなく、増加の背景として社会的な事象が考えられるも

のがあれば、それらを確認しておくことが望ましい。
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②評価について

・今回の調査の結果、アマチュア無線については多くの帯域で減少している中、MF 帯

のみ増加がみられた。これは、令和2年度に1.9MHz帯の音声利用を可能とするなど、

利用拡大の制度化を行ったことが背景として考えられている。

狭帯域の航空無線（120MHz 帯）については、首都圏及び近畿圏におけるチャネル

プランの検討がなされたものの、空飛ぶクルマへの割当状況を確認したところ、確

認時点での申請はなかったところである。制度化の完了後、必ずしも早期に免許の

申請があるものではないため、今後、実証試験等を経て申請がなされるものと想定

されている。 

電波の有効利用の程度を評価するに当たり、新たな電波利用のニーズに関しては

制度化後の利用状況も把握することが望ましいと考えられるため、今後、調査年度

から起算して 2、3 年程度前に制度化が完了したシステムからピックアップ（1 或い

は 2システム程度）し、その後の免許状況を確認し、評価の際に考慮することも検討

したい。

そのほか、電波利用実態の変化、技術の進展等を踏まえ、評価の在り方については、

適時適切に検討を行っていくこととしたい。
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れ
ば
多
重
放
送
の
た
め
既
存
の
受
信
機
と

の
互
換
性
も
保
た
れ
る
か
ら
、
検
討
に
値
す
る
と
考
え
る
。
 

・
2
2
2
MH
z
 超

 
7
14
M
H
z 
以
下

4
K
放
送
等
地
上
波
テ
レ
ビ
放
送
の
高
度
化
に
向
け
た
研
究
を
引
き
続
き

行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

本
案
に
賛
成
の
ご
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。
 

路
側
通
信
の
移
行
や

V
-
Lo
w
帯
の
利
用
等
に
関
す
る

ご
意

見
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
総
務
省
に
お
け
る
検
討

に
当

た
っ

て
参

考
と

し
て

い
た

だ
き

た
い

と
考

え
ま

す
。
 

無
 

２
 

個
人
 

 
国
民
共
有
の
財
産
で
あ
る
電
波
の
有
効
利
用
、
特
に
近
年
ま
す
ま
す
ひ
っ

迫
す
る
傾
向
に
あ
る
使
い
や
す
く
貴
重
な
プ
ラ
チ
ナ
バ
ン
ド
近
傍
の
電
波
の

更
な
る
有
効
利
用
（
周
波
数
再
編
・
再
割
当
て
）
に
向
け
、
下
記
の
個
所
に

関
し
て
下
記
の
よ
う
に
一
部
修
正
し
た
ほ
う
が
、
看
過
で
き
な
い
よ
う
な
喫

緊
の
課
題
解
消

の
た

め
周
波
数
再
編

の
P
D
CA

サ
イ

ク
ル
を
よ
り
効
果
的

に

本
案
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
に
お
い
て
実
施
さ
れ
た

電
波
の
利
用
状
況
調
査
の
結
果
に
対
し
て
評
価
を
行
っ

た
も
の
で
あ
り
、
2
2
2
MH
z
 超

 
7
1
4
M
Hz
 
以
下
の
周
波

数
区
分
に
お
い
て
、
U
HF

帯
の
デ
ジ
タ
ル

T
V
放
送
、

特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
や
エ
リ
ア
放
送
シ
ス
テ
ム
な
ど
を

無
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2

活
用
／
展
開
で
き
、
よ
り
良
い
と
思
え
ま
す
。
 

P
7
1 

３
 
2
2
2M
H
z
超

7
1
4
MH
z
以
下
の
周
波
数
区
分
に
関
す
る
調
査
結
果
に
対
す
る

評
価
 

＜
本
周
波
数
区
分
に

お
け
る
割
当
状
況
及
び
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム
の
概
況
＞
 

 
（
途
中
省
略
）
 

【
原
案
】
 

U
H
F
 
帯
の

デ
ジ

タ
ル

TV
放
送
に
つ
い
て
は
、
令
和

2
年
及
び
令
和

4
年
の
調

査
時
と
ほ
ぼ
同
数
の
無
線
局
が
運
用
さ
れ
て
お
り
、
平
成

23
年

7
月
の
地
デ

ジ
移
行
完
了
後
、
引
き
続
き
、
適
切
に
利
用
さ
れ
て
い
る
。
 

ま
た
、
U
H
F
帯

の
デ
ジ
タ
ル

TV
放
送
用
周
波
数
帯
の
ホ
ワ
イ
ト
ス
ペ
ー
ス
を

活
用
す
る
特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
や
エ
リ
ア
放
送
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
令

和
 
4
 年

度
時
点
（

4
.
3 
万
局
）
か
ら
横
ば
い
で
推
移
し
て
お
り
、
需
要
に
大

き
な
変
化
は
見
ら
れ
な
い
。
 

な
お
、
本
周
波
数
区
分
に
つ
い
て
、
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
令

和
6
年
度
版
）
で
は
、
テ
レ
ビ
ホ
ワ
イ
ト
ス
ペ
ー
ス
帯
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ

ル
特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
の
よ
り
柔
軟
な
運
用
を
可
能
と
す
る
よ
う
、
小
さ
い

空
中
線
電
力
の
も
の
を
使
用
す
る
場
合
の
チ
ャ
ネ
ル
リ
ス
ト
を
追
加
す
る
こ

と
を
掲
げ
て
い
る
。

【
一
部
修
正
案
】
 

U
H
F
 
帯
の

デ
ジ

タ
ル

TV
放
送
に
つ
い
て
は
、
令
和

2
年
及
び
令
和

4
年
の
調

査
時
と
ほ
ぼ
同
数
の
無
線
局
が
運
用
さ
れ
て
お
り
、
平
成

23
年

7
月
の
地
デ

ジ
移
行
完
了
後
、
引
き
続
き
、
適
切
に
利
用
さ
れ
て
い
る
が
、
社
会
全
体
の

デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
に
よ
り
、
電
波
の
利
用
ニ
ー
ズ
の
拡
大
が
予
想
さ
れ
る

中
、
有
限
希
少
で
国
民
共
有
の
財
産
で
あ
る
電
波
：
特
に
使
い
や
す
く
貴
重

な
プ
ラ
チ
ナ
バ
ン
ド
近
傍
の
電
波
と
し
て
一
層
の
有
効
利
用
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
 

ま
た
、
U
H
F
帯

の
デ
ジ
タ
ル

TV
放
送
用
周
波
数
帯
の
ホ
ワ
イ
ト
ス
ペ
ー
ス
を

活
用
す
る
特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
や
エ
リ
ア
放
送
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
令

和
 
4
 年

度
時
点
（

4
.
3 
万
局
）
か
ら
横
ば
い
で
推
移
し
て
お
り
、
本
需
要
に

大
き
な
変
化
は
見
ら
れ
な
い
が
、
使
い
や
す
く
貴
重
な
プ
ラ
チ
ナ
バ
ン
ド
近

傍
の
電
波
と
し
て
利
用
シ
ス
テ
ム
の
需
要
は
拡
大
し
近
年
ま
す
ま
す
ひ
っ
迫

す
る
傾
向
に
あ
る
。
 

含
め
、
既
存
の
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
電
波
の
有
効
利
用

は
一
定
程
度
図
ら
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
が
、

「
利
用
シ
ス
テ
ム
の
需
要
は
拡
大
し
近
年
ま
す
ま
す
ひ

っ
迫
す
る
傾
向
」
と
い
っ
た
内
容
は
調
査
結
果
か
ら
読

み
取
れ
な
い
た
め
、
原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。
 

な
お
、
携
帯
電
話
等
に
使
用
す
る
周
波
数
に
つ
い
て

は
、

本
案
の
対
象
外
と
な
り
ま
す
が
、
総
務
省
に
お
い

て
ニ
ー
ズ
に
応
じ
随
時
検
討
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と

認
識
し
て
お
り
ま
す
。
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一
方

で
、
本
周

波
数
区
分
に
つ
い
て
、
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
令

和
6
年
度
版
）
で
は
、
テ
レ
ビ
ホ
ワ
イ
ト
ス
ペ
ー
ス
帯
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ

ル
特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
の
よ
り
柔
軟
な
運
用
を
可
能
と
す
る
よ
う
、
小
さ
い

空
中
線
電
力
の
も
の
を
使
用
す
る
場
合
の
チ
ャ
ネ
ル
リ
ス
ト
を
追
加
す
る
こ

と
を
掲
げ
て
い
る
よ
う
な
対
応
策
と
な
っ
て
い
る
。

－
－
－
－
－
－
－
－
（
参
考
箇
所
）
－
－
－
－
－
－
－
－
 

P
1
 

１
 
は
じ

め
に
 

社
会
全
体
の
デ
ジ
タ

ル
化
の
進
展
に
よ
り
、
電
波
の
利
用
ニ
ー
ズ
の
拡
大
が

予
想
さ
れ
る
中
、
有

限
希
少
で
国
民
共
有
の
財
産
で
あ
る
電
波
の
一
層
の
有

効
利
用
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。
 

P
2
 

＜
評
価
を
行
っ
た
重
点
調
査
の
対
象
シ
ス
テ
ム
＞
 

(
3
)

新
た
な
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム
に
関
し
て
需
要
が
あ
る
周
波
数
を
使
用
し

て
い
る
電
波
利
用
シ

ス
テ
ム

(
4
)

周
波
数
割
当
て
に
関
す
る
国
際
的
動
向
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、

周
波
数
の
再
編
に
関

す
る
検
討
が
必
要
な
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

P
9
2 

（
３
）
評
価
 

【
原
案
】
 

ま
た
、
ア
ナ
ロ
グ
方
式
の
タ
ク
シ
ー
無
線
、
地
域
振
興
用
 M
C
A
 
は
デ
ジ
タ
ル

化
や
他
シ
ス
テ
ム
へ

の
移
行
・
代
替
が
進
ん
で
い
る
こ
と
や
、
特
定
ラ
ジ
オ

マ
イ
ク
に
関
し
デ
ジ

タ
ル
方
式
の
利
用
効
率
向
上
等
に
資
す
る
テ
レ
ビ
ホ
ワ

イ
ト
ス
ペ
ー
ス
チ
ャ

ネ
ル
リ
ス
ト
の
策
定
に
向
け
た
取
り
組
み
が
取
ら
れ
て

い
る
な
ど
、
お
お
む

ね
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
取
組
が
着
実
に

遂
行
さ
れ
て
い
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
、
本
周
波
数
区
分
に
お
い
て
電
波
の
有

効
利
用
は
一
定
程
度

図
ら
れ
て
い
る
。

【
一
部
修
正
案
】
 

ま
た
、
ア
ナ
ロ
グ
方

式
の
タ
ク
シ
ー
無
線
、
地
域
振
興
用
 M
C
A
 
は
デ
ジ
タ
ル

化
や
他
シ
ス
テ
ム
へ

の
移
行
・
代
替
が
進
ん
で
い
る
こ
と
や
、
特
定
ラ
ジ
オ
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マ
イ
ク
に
関
し
デ
ジ
タ
ル
方
式
の
利
用
効
率
向
上
等
に
資
す
る
テ
レ
ビ
ホ
ワ

イ
ト
ス
ペ
ー
ス
チ
ャ
ネ
ル
リ
ス
ト
の
策
定
に
向
け
た
取
り
組
み
が
取
ら
れ
て

い
る
な
ど
、
お
お
む

ね
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
令
和

6
年
度
版
）

の
取
組
が
着
実
に
遂
行
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
、
本
周
波
数
区
分
に

お
い
て
電
波
の
有
効
利
用
は
一
定
程
度
図
ら
れ
て
い
る
。

一
方
で
、
近
年
ま
す

ま
す
ひ
っ
迫
す
る
傾
向
に
あ
る
使
い
や
す
く
貴
重
な
プ

ラ
チ
ナ
バ
ン
ド
近
傍

の
電
波
の
需
要
拡
大
に
適
宜
対
応
で
き
る
よ
う
、
周
波

数
再
編
の

PD
C
A
サ
イ
ク
ル
：
電
波
の
利
用
状
況
調
査
・
評
価
(
毎
年
)
→
周
波

数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
(
毎
年
)
の
考
え
方
を
最
大
限
尊
重
し
、
令
和

7

年
度
以
降
で
は
更
な
る
有
効
利
用
（
周
波
数
再
編
・
再
割
当
て
）
策
を
立
案

し
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。

－
－
－
－
－
－
－
－
（
参
考
箇
所
）
－
－
－
－
－
－
－
－
 

h
t
t
p
s
:/
/
w
ww
.
s
ou
m
u
.g
o
.
jp
/
m
a
i
n
_c
o
n
te
n
t
/0
0
1
00
1
8
91
.
p
d
f 

最
近
の
電
波
利
用
の

動
向
に
つ
い
て
 
 
令
和
７
年
３
月

3
1
日
 

P
3
8 

周
波
数
再
編
の

PD
C
A
サ
イ
ク
ル
 

電
波
の
利
用
状
況
調
査
・
評
価
(
毎
年
)
→
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

(
毎
年
) 

C
h
e
c
k
機
能
 

【
電
波
監
理
審
議
会

及
び
有
効
利
用
評
価
部
会
に
よ
る
評
価
】
 

○
有
効
利
用
評
価
の

方
針
の
制
定

○
有
効
利
用
評
価
の

た
め
の
免
許
人
等
に
対
す
る
自
律
的
な
ヒ
ア
リ
ン
グ

○
有
効
利
用
評
価
の

実
施
・
勧
告
（
周
波
数
再
編
・
再
割
当
て
）

h
t
t
p
s
: /
/
w
ww
.
s
ou
m
u
.g
o
.
jp
/
m
a
i
n
_c
o
n
te
n
t
/0
0
1
01
5
4
07
.
p
d
f 

令
和

6
年
度
電
波
の

利
用
状
況
調
査
の
調
査
結
果
の
概
要
（
別
紙

1
）
 

P
2
0 

(
参
考
)電

波
の
特
性

と
利
用
形
態
 
 

使
い
や
す
い
帯
域
→

需
要
大

7
1
4
MH
z 
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Ｕ
Ｈ
Ｆ
 
 
Ｔ
Ｖ

放
送
、
携
帯
電

話
、
Ｐ
Ｈ
Ｓ
、
防
災
行
政
無
線
、
警
察
無
線
、

移
動
体
衛
星
通
信
、
Ｍ
Ｃ
Ａ
シ
ス
テ
ム
、
タ
ク
シ
ー
無
線
、
簡
易
無
線
、
レ

ー
ダ

ー
、
ア
マ

チ
ュ
ア
無
線
、
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
(
2
.4
G
Hz

帯
)、

コ
ー
ド
レ
ス
電

話
、
電
子
タ
グ
、
Ｉ

Ｓ
Ｍ
機
器
 

－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
 

３
 

個
人
 

災
害
時
の
無
線
の
活
用
と
被
災
者
へ
の
周
知
が
足
り
な
い
と
思
い
ま
す
。
結

局
、
停
電
に
見
舞
わ
れ
た
場
合
、
被
災
地
で
は
無
線
の
活
用
に
は
限
界
が
あ

る
と
思
い
ま
す
。
ま
た
、
一
般
的
な
ス
マ
ホ
な
ど
の
携
帯
電
話
で
は
、
こ
の

周
波
数
帯
が
受
信
で
き
な
い
の
で
災
害
時
に
広
く
活
用
で
き
る
と
は
思
い
ま

せ
ん
。
災
害
時
の
シ
ス
テ
ム
を
見
直
し
て
、
国
際
的
な
潮
流
を
鑑
み
、
有
効

活
用
を
考
え
る
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。
 

災
害
時
に
お
け
る
無
線
シ
ス
テ
ム
の
活
用
等
に
関
す

る
ご
意
見
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
総
務
省
及
び
防
災
関

係
機

関
に
お
け
る
検
討
に
当
た
っ
て
参
考
と
し
て
い
た

だ
き

た
い
と
考
え
ま
す
。
 

無
 

４
 

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
株

式
会
社

（
総
論
）
 

電
波
の
利
用
状
況
調
査
は
、
周
波
数
の
利
用
実
態
を
正
確
に
把
握
す
る
「
周

波
数
利
用
状
況
の
見
え
る
化
」
を
推
進
し
、
電
波
有
効
利
用
の
さ
ら
な
る
推

進
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
有
意
義
と
考
え
ま
す
。
 

ま
た
、
本
評
価
結
果
（
案
）
に
お
い
て
も
調
査
・
評
価
さ
れ
て
い
る
ア
ナ

ロ
グ
シ
ス
テ
ム
の
デ
ジ
タ
ル
へ
の
移
行
は
、
我
が
国
全
体
の
周
波
数
有
効
利

用
に
資
す
る
重
要
な
取
り
組
み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
着
実
に
実
施

し
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
考
え
ま
す
。

本
案
に
賛
成
の
ご
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。
 

無
 

（
重
点
調
査
）
 

重
点
調
査
を
活
用
し
、
周
波
数
の
共
用
利
用
の
検
討
や
他
シ
ス
テ
ム
へ

の

移
行
状
況
等
を
確
認
す
る
う
え
で
は
、
重
点
調
査
の
対
象
と
す
る
周
波
数
帯

や
無
線
シ
ス
テ
ム
の
選
定
が
重
要
で
す
。
現
在
の
選
定
方
法
は
、
重
点
調
査

告
示
※
に
示
さ
れ
た
条
件
も
踏
ま
え
総
務
省
に
お
い
て
選
定
が
な
さ
れ
て
い

る
と
認
識
し
て
い
ま
す
が
、
重
点
調
査
を
よ
り
充
実
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等
を
通
じ
て
、
国
際
的
な
動
向
や
国
内
需
要
等
の
意
見

を
幅
広
く
反
映
で
き
る
仕
組
み
と
す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
ま
す
。
 

ま
た
、
過
去
の
利
用
状
況
調
査
に
お
い
て
重
点
調
査
対
象
と
な
っ
た
シ
ス

テ
ム
の
う
ち
、
取
り
組
み
の
目
標
が
達
成
さ
れ
て
い
な
い
シ
ス
テ
ム
等
、
継

続
的
な
確
認
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
重
点
調
査
対

象
で
あ
っ
た
こ
と
を
明
確
化
し
た
う
え
で
、
例
え
ば

2
年
後
の
次
回
調
査
に

お
い
て
進
捗
状
況
を

評
価
す
る
等
、
適
切
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
が
可
能
と
な

る
よ
う
な
仕
組
み
を

設
け
る
こ
と
も
一
案
と
考
え
ま
す
。

電
波
の
利
用
状
況
調
査
に
お
け
る
重
点
調
査
の
選
定

に
関
す
る
ご
意
見
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
総
務
省
に
お

け
る
検
討
に
当
た
っ
て
参
考
と
し
て
い
た
だ
き
た
い
と

考
え
ま
す
。
 

な
お
、
評
価
に
関
し
て
は
、
過
去
の
評
価
に
お
い
て

指
摘
し
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。
 

無
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6

※
次
の

1
～
4
の
い
ず
れ
か
の
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム
が
使
用
す
る
周
波
数

帯

で
あ
っ
て
、
過
去
の
調
査
・
評
価
結
果
等
を
考
慮
し
、
特
に
必
要
と
認
め
ら

れ
る
も
の

1
.

周
波

数
割

当
計

画
に

お
い

て
使

用
期

限
等

の
条

件
が
定

め
ら

れ
て

い
る

電
波
利
用
シ
ス
テ
ム

2
.

周
波

数
再

編
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
に

お
い

て
対

応
が
求

め
ら

れ
て

い
る

電
波
利
用
シ
ス
テ
ム

3
.

新
た

な
電

波
利

用
シ

ス
テ

ム
に

需
要

が
あ

る
周

波
数
を

使
用

す
る

電
波

利
用
シ
ス
テ
ム

4
.

周
波

数
割

当
て

に
関

す
る

国
際

的
動

向
そ

の
他

の
事
情

を
考

慮
し

周
波

数
の
再
編
に
関
す
る
検
討
が
必
要
な
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム

５
 

自
然
科
学
研
究
機

構
 
国

立
天

文
台

電
波
天
文
周
波
数

委
員
会
 

電
波
の
利
用
状
況
調
査
に
お
い
て
、
有
効
利
用
の
程
度
が
評
価
さ
れ
る

対

象
は
電
波
の
発
信
シ
ス
テ
ム
の
み
で
あ
り
、
受
信
業
務
の
み
を
行
っ
て
い
る

電
波
天
文
は
対
象
外
と
な
っ
て
い
ま
す
。
公
表
さ
れ
た
評
価
結
果
（
案
）
が

対
象
と
す
る
周
波
数
帯
域
に
お
い
て
、
日
本
国
内
で
も
盛
ん
に
観
測
が
行
わ

れ
て
お
り
ま
す
。
7
1
4 

M
H
z 

以
下
の
帯
域
に
お
け
る
電
波
天
文
業
務
を
始
め

と
す
る
受
信
業
務
は
、
木
星
電
波
観
測
、
太
陽
・
太
陽
風
の
観
測
的
研
究
や

宇
宙
天
気
予
報
等
、
環
境
変
動
の
観
測
を
通
じ
て
安
心
安
全
な
社
会
の
構
築

を
目
指
し
、
知
的
好
奇
心
の
充
足
を
通
じ
て
豊
か
な
社
会
の
実
現
に
資
す
る

も
の
で
す
。
 

有
効
利
用
の
程
度

を
評
価
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
れ
ら
受
動
業
務
が

利

用
し
て
い
る
帯
域
が

あ
る
こ
と
を
考
慮
い
た
だ
き
、
電
波
を
発
射
す
る
免
許

人
や
無
線
局
の
数
お

よ
び
そ
の
増
減
の
み
を
根
拠
に
有
効
利
用
の
程
度
を
評

価
し
な
い
よ
う
お
願

い
い
た
し
ま
す
。
 

ま
た
、
次
年
度
以
降
の
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
ご
検
討
の

際

は
、
受
動
業
務
の
利
用
状
況
も
十
分
に
考
慮
い
た
だ
き
、
既
存
の
受
動
業
務

へ
の
有
害
干
渉
が
生
じ
な
い
よ
う
ご
配
慮
い
た
だ
き
た
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。
 

い
た
だ
い
た
ご
意
見
に
あ
る
と
お
り
、
電
波
法
令

上
、
調
査
・
評
価
の
対
象
は
無
線
局
で
あ
り
、
電
波
天

文
業

務
等
の
受
信
の
み
を
目
的
と
す
る
受
信
設
備
は
、

調
査

の
対
象
外
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
電
波
法
第

5
6
条
第
１
項
に
基
づ
き

、
こ
れ
ら
受
信
設
備
の
運

用

が
阻

害
さ
れ
な
い
よ
う
保
護
の
対
象
と
な
っ
て
お
り
ま

す
。

  

ま
た
、
周
波
数
再
編
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
関
す
る

ご
意

見
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
に
お
け
る
今
後
の
検
討

に
当

た
っ
て
参
考
と
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
ま

す
。
 

無
 

６
 

個
人
 

反
対

し
ま

す
。
ど
ん
な
デ
ジ
タ
ル
化
、
利
用
率
向
上
を
図
ろ
う
と
、
近
年
、

自
然
災
害
も
多
く
、
落
雷
に
よ
る
停
電
が
日
本
各
地
で
発
生
し
て
い
ま
す
。

災
害
時
に
電
気
に
す
べ
て
頼
っ
て
し
ま
う
と
、
い
ざ
と
い
う
時
に
日
本
す
べ

て
が
稼
働
し
な
く
な
り
ま
す
。
ア
ナ
ロ
グ
は
す
べ
て
残
す
必
要
が
あ
る
と
思

い
ま
す
。
非
常
時
に
、
ど
ん
な
に
後
悔
し
て
も
遅
い
で
す
。
 

本
案
は
、
各
種
無
線
シ
ス
テ
ム
・
7
14
M
Hz

以
下
の

周
波
数
帯
に
係
る
電
波
の
利
用
状
況
調
査
結
果
に
基
づ

き
評
価
を
行
っ
た
も
の
で
あ
り
、
頂
い
た
ご
意
見
に
つ

い
て
は
、
本
意
見
募
集
の
対
象
外
で
す
。
 

無
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1 

Ⅰ はじめに 

社会全体のデジタル化の進展により、電波の利用ニーズの拡大が予想される中、有限希少

で国民共有の財産である電波の一層の有効利用が求められている。 

電波の有効利用の程度の評価（有効利用評価）については、総務大臣が電波の利用状況調

査に基づき行ってきたところ、技術の進展等に対応したより適切な評価を行うため、電波法

及び放送法の一部を改正する法律（令和４年法律第 63 号。令和４年 10 月１日施行。以下

「令和４年改正電波法」という。）により、電波監理審議会が行うこととされ、令和４年度

の電波の利用状況調査より電波監理審議会において有効利用評価を実施している。 

公共業務用無線局1については、デジタル変革時代の電波政策懇談会報告書（令和３年８

月公表）（以下「懇談会報告書」という。）において、国のシステム（31システム）を「５

Ｇや無線 LAN 等の他用途での需要が顕在化している周波数を使用するシステム」として 9 シ

ステム、「アナログ方式を用いるシステム」として 22 システムに係る今後の取組の方向性

の取りまとめ2が行われ、また、これらの進捗状況等について、当面の間は毎年フォローア

ップを実施する必要性が提言された。

公共業務用無線局に係る電波の利用状況調査については、電波の利用状況の調査及び電波

の有効利用の程度の評価に関する省令（平成14年総務省令第110号）の一部改正に基づき、

令和５年度より、同無線局に係る調査結果の報告が行われ、有効利用評価を実施している。 

当審議会では、令和６年度電波の利用状況調査（公共業務用無線局）の調査結果を踏まえ、

当審議会の下に設置された有効利用評価部会（以下「部会」という。）を計５回開催し、有

効利用評価方針に基づき、定性的に有効利用評価を行った。 

 審議会第 1140 回（令和 7 年 3 月７日） 調査結果の報告

 部会第 43 回（3 月 21 日） 調査結果の概要報告 

 部会第 45 回（4 月 24 日） 調査結果の詳細報告 

 部会第 46 回（5 月 15 日） 評価結果(案)の検討 

 部会第 47 回（6 月 12 日） 評価結果(案)の取りまとめ 

 審議会第 1144 回（6 月 23 日） 評価結果(案)の審議

（6 月 24 日から 7 月 23 日 評価結果(案)の意見募集を実施）

 部会第 48 回（8 月 6 日） 意見募集に対する提出意見への考え方案の検討 

 審議会第 1146 回（8 月 20 日） 意見募集に対する提出意見への考え方の審議、

評価結果の公表 

1
 電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に関する省令（平成 14 年総務省令第 110 号）第３条第

１項第２号に規定する公共業務用無線局をいい、無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基準（昭和 25

年電波監理委員会規則第 12 号）第２条第３号に規定する公共業務用無線局のうち、特に調査する必要があるも

のとして総務大臣が指定し、調査を行った国の電波利用システム。 
2
 懇談会報告書及び懇談会フォローアップ報告書の記載のうち「PS-LTE」との記載は、名称変更に伴い、本資料

では「公共安全モバイルシステム」と記載している。 
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2 

調査及び有効利用評価の対象となる公共業務用無線局の一覧を次に示す。 

＜公共業務用無線局の一覧＞ 

電波利用システム 取組の方向性※ 

他
用
途
で
の
需
要
が
顕
在

化
し
て
い
る
周
波
数
を
使

用
す
る
シ
ス
テ
ム 

(1) 1.2GHz帯画像伝送用携帯局 廃止 

(2) 5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz 超 5.0GHz以下) 廃止 

(3) 5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー(C帯) 周波数共用 

(4) 6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス) 周波数共用 

(5) 40GHz帯画像伝送(公共業務用) 廃止 

(6) 40GHz帯公共・一般業務(中継系) 周波数移行 

(7) 38GHz帯 FWA 周波数共用 

(8) 不公表システム A

(9) 不公表システム B

周波数移行 

周波数共用 

ア
ナ
ロ
グ
方
式
を
用
い
る
シ
ス
テ
ム

(1) 路側通信(MF帯)(特別業務の局) デジタル化等 

(2) 公共業務用テレメータ (災害対策・水防事務を除

く)(60MHz帯)

廃止 

(3-1) 公共業務用テレメータ(災害対策・水防事務)(60MHz 帯) デジタル化 

(3-2) 公共業務用テレメータ(400MHz 帯) デジタル化 

(4) 水防用(60MHz帯、150MHz帯) デジタル化 

(5) 災害対策・水防用無線(60MHz帯) デジタル化 

(6) 水防道路用無線 廃止 

(7) 中央防災(150MHz帯) デジタル化等 

(8) 部内通信(災害時連絡用)(150MHz 帯) デジタル化等 

(9) 気象用無線(150MHz帯)(陸上移動局・携帯局) デジタル化 

(10) 石油備蓄(150MHz帯) デジタル化等 

(11) 防災相互波(150MHz帯) デジタル化等 

(12) 400MHz帯リンク回線(水防道路用) 廃止 

(13) 中央防災(400MHz帯) デジタル化 

(14) 公共業務用ヘリテレ連絡用 デジタル化 

(15) 気象援助用無線(400MHz 帯) デジタル化 

(16) 15GHz帯ヘリテレ画像伝送 デジタル化等 

(17) K-COSMOS無線(400MHz帯) 廃止 

(18)～(22) 不公表システム C・D・E・F・G デジタル化 

※懇談会報告書において示された今後の取組の方向性を示す。アナログ方式を用いるシステ

ムについては、同報告書の詳細内容に基づき、廃止、デジタル化又はデジタル化等と記載し

ている。
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有効利用評価方針の評価基準を次に示す。 

＜有効利用評価方針の評価基準＞ 

三 評価の事項、方法及び基準 

２ 公共業務用無線局に係る評価は、当該公共業務用無線局に係る利用状況調査の結果を分

析し、次に掲げる事項により行うものとする。 

（１）評価の事項

ア 無線局の数

イ 無線局の行う無線通信の通信量

ウ 無線局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関する状

況（以下「技術導入状況」という。）

エ 総務省令に規定する事項（免許人の数、無線局の目的及び用途、無線設備の使用技術、

無線局の具体的な使用実態、他の電気通信手段への代替可能性、電波を有効利用するた

めの計画、使用周波数の移行計画）

（２）評価の方法及び基準

評価は、次に掲げる事項を分析し、定性的に行うものとする。

ア （１）評価の事項アからエまでに掲げる事項の実績、推移等に係る電波の有効利用の

程度の状況又は今後の見込み

イ 電波の利用の停止、周波数の共用及び移行注並びにデジタル化に向けた対応の状況

ウ 評価結果に基づき総務省が策定する周波数再編アクションプランへの対応の状況

エ 使用している技術の効率性及び効率的な技術の導入予定（効果的な技術を導入してい

ない又は導入の予定がない場合は、その理由を含む。）

オ 使用している周波数に対する需要注

注）懇談会報告において、他の用途での需要が顕在化している周波数約 1,200MHz 幅に

ついて、当該用途で新たに利用できる見込みであると示されていることを踏まえて

評価を行うものとする。 

５ １から４までに掲げる事項の評価にあたっては、次に掲げる事項を考慮するものとする。 

（１）電波の利用を停止し、又は周波数を変更した場合における次に掲げる事項に直接的か

つ重大な影響を及ぼす可能性

ア 公共の安全、秩序の維持等のための電波の利用

イ 非常時等における人命又は財産の保護等のための電波の利用

ウ 国民生活の利便の向上並びに新規事業及び雇用の創出その他の経済発展のための電波

の利用

エ 電波の有効利用技術の開発等科学技術の進歩及びそれに貢献するための電波の利用

（２）電波の利用形態に応じた災害等への対策や継続的な運用を確保するための取組の状況
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Ⅳ 総括 

本件「令和 6 年度電波の利用状況調査（公共業務用無線局）に係る電波の有効利用の程度

の評価結果」は、令和 4 年改正電波法に基づき、公共業務用無線局について電波監理審議会

が行う 2 回目の評価である。 

本評価は、デジタル変革時代の電波政策懇談会報告書（令和 3 年 8 月公表）において検討

対象となった国の機関が使用する 31 の無線システムのうち、過年度までに取組が完了した

11システムを除く20システム※について、当該報告書において提言された「今後の取組の方

向性（無線局の廃止、周波数移行、周波数共用、デジタル化等）」に沿って、有効利用評価

方針に基づき、システムごとに前年度からの進捗状況等を踏まえ、定性的に行った。 

最後に、令和 6 年度の公共業務用無線局に係る電波の有効利用の程度の評価結果を総括す

るとともに、今後の調査及び評価に向けた課題等について記載する。 

※ 他用途での需要が顕在化している周波数を使用するシステム：5システム

アナログ方式を用いるシステム：15 システム

＜評価結果の総括＞ 

本評価の結果、国の機関が使用する公共業務用無線局の 20 システムのうち、1 システム

（38GHz帯 FWA）については、他の用途である５Ｇの需要への対応が完了した。また、他の

19 システムについては、以下に述べるとおり、おおむね適切に進捗していると評価できる。 

○ 他用途での需要が顕在化している周波数を使用する 5 システムについては、５Ｇや無

線 LAN といった電波利用システムへの需要に対応するため、38GHz 帯 FWA については情

報通信審議会から答申が出され対応が完了したこと、4.9GHz 帯については５Ｇへの割当

てを行い、5GHz 帯無線アクセスシステムの周波数の使用期限の設定など移行に向けた制

度的な取組が進められたこと、また、それ以外のシステムについては周波数共用検討等

が進められていることが確認できた。引き続き、各システムの評価結果における「今後

の取組」に示したとおり、代替システムの検討や共用検討等を着実に実施していくこと

が適当である。

○ アナログ方式を用いる 15 システムについては、着実に移行、廃止又はデジタル化等

が進捗しているもの、総務省においてデジタル方式の技術検討が進められているもの、

或いは、免許人側で移行・代替の可能性が検討中であるものが確認できた。引き続き、

本評価結果における「今後の取組」に示した取組を着実に実施していくことが適当であ

る。また、総務省においては、以下の検討を実施していくことを期待する。

・デジタル方式の機器が存在せず、総務省においてデジタル方式の技術検討が実施され

ている 5 システムについては、関係府省庁と連携して、令和 6 年度までの技術検討の

結果を踏まえ、デジタル方式の制度整備に向けた検討を進めること。

・公共安全モバイルシステムへの代替を検討している 3 システムについては、いずれも

災害発生時の利用が想定されているところ、令和 6 年能登半島地震における同システ

ムの活用状況や、免許人における実証試験の結果等も踏まえつつ、関係府省庁と連携

して、検討を実施していくこと。

7

幹夫 柏崎
長方形



93 

今後、本評価結果が、周波数再編アクションプランに適切に反映され、更なる電波の有効

利用の促進につながることを期待する。 
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＜今後の調査及び評価に向けた検討課題等＞ 

① 調査について

○ デジタル化や他システムへの移行・代替における課題の把握

・免許人において「検討中」という回答については、何が課題となっており、何を検討

しているのかなど、進捗状況を把握する必要があると考えられる。

・そのうえで、デジタル化や代替システムにおいて、免許人が求める無線システムの仕

様・性能の観点で課題がある場合、その仕様・性能を満たしうる他のシステムがある

のかどうかも調査することが望ましい。

・なお、他システムへの移行・代替の検討にあたり、人命や財産の保護などを目的とす

る公共業務用無線局については、通信サービスのみに依存することについてデメリッ

トもあると考えられ、そのようなシステムにおいては、自営無線と通信サービスの活

用のバランスが重要であることにも留意する必要がある。 

○ 無線機器の耐用年数の把握、デジタル化のメリット等の説明

・関係府省庁への説明等の機会を捉えて、無線機器の耐用年数や更新時期等を確認する

ことに加え、デジタル化のメリット等の説明など、免許人のサポートを併せた調査を

検討することが望ましい。

○ 設問等の工夫

・今回の調査では、設問の仕方（順序）や、選択肢が多岐にわたることにより、期待す

る回答が得られていないものが見られたため、今後、設問の趣旨を明確にしながら、

回答選択肢については類型化して最小限とし分かりやすくする、理由が必要なものは

その理由を問うなど、工夫が必要である。

② 評価について

○ デジタル化等に係る進捗度合いの見える化

・今回、アナログ方式を用いるシステムについて、令和 3 年度の無線局数を母数として

移行・代替や廃止の割合を示す、定量的な進捗度合いを加えた（100%の場合、全て移

行・代替又は廃止済）。

これは一つの目安であるが、進捗度合いが相当程度低いものや、前年度からの進展が

小さいものについては、今後、状況や課題を詳細に把握し、免許人又は総務省等にお

ける検討状況も勘案しつつ、「今後の取組」として次年度に向けた提言を検討するこ

ととする。

そのほか、電波利用実態の変化、技術の進展等を踏まえ、評価の在り方については、適時

適切に検討を行っていくこととしたい。 
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「
令
和

6
年
度
電
波
の
利

用
状
況
調
査
（
公
共
業
務
用
無
線
局
）
に
係
る
電
波
の
有
効
利
用
の
程
度
の
評
価
結
果
（
案
）
」
に
対
す
る
 

意
見
募
集
の
結
果
と
提
出
さ
れ
た
意
見
に
対
す
る
電
波
監
理
審

議
会
の
考
え
方
 

■
意
見
募
集
期
間
：

令
和
７
年

６
月

2
4
日

（
火
）
～
７
月

2
3
日
（
水
）

■
提
出
さ
れ
た
意
見
の
件
数
：
４

件
【
法
人
等

１
件
、
個
人
３
件
】
 
※
提
出
意
見
数
は
、
意
見
提
出
者
数
と
し
て
い
ま
す
。

法
人

等
（

五
十
音
順
）
 

・
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
株
式
会
社

■
提
出
さ
れ
た
意
見
に
対
す
る
電
波
監
理
審
議
会
の
考
え
方

（
提
出
順
）

N
o
. 

意
見

提
出
者
 

提
出
さ
れ
た
意
見
 

電
波
監
理
審
議
会
の
考
え
方
 

提
出
意
見
を
 

踏
ま
え
た
案
の
 

修
正
の
有
無
 

１
 

個
人
 

路
側
通
信
(
MF
 
帯
)
(特

別
業
務
の
局
)
 
の
部
分
に
つ
い
て
、

意
見
を
述
べ

る
。
 

路
側
通
信
は
ド
ラ
イ
バ
ー
に
と
っ
て
道
路
情
報
を
迅
速
か
つ
手
軽
に
入

手

す
る
こ
と
の
で
き
る
手
段
で
あ
る
か
ら
、
今
後
も
可
能
な
限
り
ラ
ジ
オ
放
送

の
形
で
継
続
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

た
だ
し
、
今
後
の
民
放
各
社
の

F
M
転
換
や

A
M
局
廃
止
、
内
部
機
器

と
の

干
渉
の
た
め

A
M
放

送
を
受
信
し
に
く
い
電
気
自

動
車
の
普
及
を
考
慮
す

る

と
、
現
在
の
中
波

16
2
0
kH
z
か
ら

F
M
方
式
へ
の
転
換
が
望
ま
し
い
と
い
え

る
。
関
係
省
庁
と
の
協
議
及
び
計
画
策
定
を
要
望
す
る
。
 

そ
の
他
の
部
分
に

関
し
て
は
、
電
波
監
理
審
議
会
の
判
断
を
尊
重
し
、

賛

成
す
る
。
 

路
側
通
信
の
移
行
に
関
す
る
ご
意
見
に
つ
い
て
は
、

今
後
の
総
務
省
に
お
け
る
検
討
に
当
た
っ
て
参
考
と
し

て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
ま
す
。
 

そ
の
他
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
本
案
に
賛
成
の
ご
意

見
と

し
て
承
り
ま
す
。
 

無
 

２
 

個
人
 

2
点
意
見
を
申
し
上

げ
る
。
 

・
路
側
通
信
に
関
し
て
は
、
運
転
中
に
利
用
す
る
と
い
う
特
性
上
、
デ
ジ
タ

ル
化

(
We
b
へ
の
移
行
等
)
で
は
な
く
、
引
き
続
き

ラ
ジ
オ
放
送
と
同
様
の

形
式
で
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
希
望
す
る
。

・
中
波
帯
を
利
用
し
、
か
つ
公
共
業
務
用
無
線
局
に
準
じ
る
も
の
と
し
て
は

A
F
N
(
米
軍

放
送
)も

存
在
す
る
と
こ
ろ
、
一
部
の
送
信
所
(
佐
世
保
)で

は
F
M

へ
の

転
換

が
行

わ
れ
て
い

る
。
他
の
送
信
所
も

F
M
転
換
す
る
場
合
、
周
波

数
の
割
当
て
調
整

が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
、
米
軍
の
当
局
者
に
今

後

の
運
用
の
意
向
を
聴
取
し
て
お
い
た
方
が
良
い
の
で
は
な
い
か
。

路
側

通
信

の
移

行
等

に
関

す
る

ご
意

見
に

つ
い

て

は
、
今
後
の
総
務
省
に
お
け
る
検
討
に
当
た
っ
て
参
考

と
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
ま
す
。
 

無
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３
 

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
株

式
会
社

（
総
論
）
 

電
波
の
利
用
状
況
調
査
は
、
周
波
数
の
利
用
実
態
を
正
確
に
把
握
す
る
「
周

波
数
利
用
状
況
の
見
え
る
化
」
を
推
進
し
、
電
波
有
効
利
用
の
さ
ら
な
る
推

進
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
有
意
義
と
考
え
ま
す
。
 

本
評
価
結
果
（
案
）
よ
り
、
ア
ナ
ロ
グ
方
式
を
用
い
る
シ
ス
テ
ム
の
デ

ジ

タ
ル
化
の
進
捗
率
※

1
が
追
加
さ
れ
、
取
り
組
み
状
況
を
定
量
的
に
確
認

す

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
「
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
捗
状
況
の
見

え
る
化
」
の
実
現
は
、
進
捗
率
の
把
握
を
容
易
と
し
、
適
切
な
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
等
が
可
能
と
な
り
、
よ
り
一
層
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
加
速
が
期
待
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
有
益
な
取
り
組
み
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

本
案
に
賛
成
の
ご
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。
 

無
 

一
方
、
シ
ス
テ
ム
ご
と
の
進
捗
率
に
関
し
て
は
ば
ら
つ
き
が
あ
り
、「

国
等

の
電
波
の
利
用
状
況
（
令
和

7
年

3
月
時
点
）
」
※
2
に
よ
る
と
、
令
和

4
年

3
月
時
点
※
3
と
比
較
し
て
、
一
部
シ
ス
テ
ム
（
地
方
公
共
団
体
の
水
防
等
）

に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
化
が
停
滞
し
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
ま
す
。
 

デ
ジ
タ
ル
化
の
取
り
組
み
を
着
実
に
進
め
て
い
く
観
点
か
ら
は
、
デ
ジ

タ

ル
変
革
時
代
の
電
波
政
策
懇
談
会
に
お
い
て
取
り
組
み
の
方
向
性
が
示
さ
れ

て
以
降
、
進
捗
が
滞
っ
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
シ
ス
テ
ム
（
例
え
ば

今
回
調
査
含
め
直
近

2
年
間
で
進
捗
が
見
ら
れ
な
い
場
合
等
）
に
つ
い
て
、

デ
ジ
タ
ル
化
の
対
応

期
限
を
設
定
し
、
そ
の
期
限
に
対
す
る
進
捗
率
を
評
価

す
る
こ
と
も
一
案
で

あ
る
と
考
え
ま
す
。

※
1 「

令
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６
年
度
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波
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利
用
状
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調
査
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用
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程
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果
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）
」：

h
t
t
p
s
:/
/
w
ww
.
s
ou
m
u
.g
o
.
jp
/
j
o
h
o
ts
u
s
in
t
o
ke
i
/
fi
e
l
d/
d
a
t
a
/
r0
4
0
3

k
u
n
i
.
pd
f

公
共
業
務
用
無
線
局
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
や
他
シ

ス
テ

ム
へ

の
移

行
が

停
滞

し
て

い
る

も
の

に
つ

い
て

は
、

調
査
の
結
果
よ
り
、
コ
ス
ト
や
代
替
シ
ス
テ
ム
の

仕
様

・
性
能
が
課
題
で
あ
る
な
ど
、
免
許
人
側
で
検
討

が
必

要
で
あ
り
、
ま
た
、
移
行
期
限
を
設
定
し
た
こ
と

に
よ

り
こ
れ
ら
シ
ス
テ
ム
が
停
波
等
し
た
場
合
、
公
共

の
安

全
や
秩
序
の
維
持
及
び
非
常
時
等
に
お
け
る
人
命

又
は

財
産
の
保
護
へ
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
と

考
え

ら
れ
ま
す
。

期
限
の
設
定
に
関
し
て
は
、
そ
の
要
否
を
含
め
、
今

後
の
総
務
省
に
お
け
る
検
討
に
当
た
っ
て
参
考
と
し
て

い
た
だ
き
た
い
と
考
え
ま
す
。
 

無
 

４
 

個
人
 

反
対
で
す
。
電
磁
波
過
敏
症
の
方
が
増
え
て
お
り
、
そ
れ
に
と
も
な
い

、

癌
に
な
る
方
も
増
え
て
い
る
よ
う
で
す
。
命
と
引
き
換
え
に
、
そ
こ
ま
で
電

本
案
は
、
公
共
業
務
用
無
線
局
に
係
る
電
波
の
利
用

状
況

調
査

結
果

に
基

づ
き

評
価

を
行

っ
た

も
の

で
あ

無
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3

波
の
不
便
さ
は
感
じ
て
い
ま
せ
ん
。
4
G
の
方
が
逆
に
良
い
と
い
う
声
も
で
て

い
ま
す
。
歯
に
銀
歯
を
詰
め
て
い
る
方
は
、
5G

に
な
っ
て
か
ら
身
体
の
不
調

を
訴
え
る
方
も
多
く
、
こ
れ
以
上
デ
ジ
タ
ル
化
や
、
電
波
の
利
便
性
を
図
る

必
要
な
な
い
と
思
い
ま
す
。
反
対
で
す
。
 

り
、
頂
い
た
ご
意
見
に
つ
い
て
は
、
本
意
見
募
集
の
対

象
外
で
す
。
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